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【各指標の達成状況】

【成果指標①】
結核り患率（人口10万対）
※低減目標

10.6 9.24 108% 10.0 108%

【成果指標②】
MR混合（麻しん・風しん）ワクチン接種率

89.4% 95.5% 108% 94.0% 108%

【成果指標③】
感染管理認定看護師等（ICN）を配置している病院数

6 7 100% 10 70%

【成果指標①】
食品・水・薬品及び関連施設等の検査適合率

93.7% 92.3% 92% 100% 92%

【成果指標②】
工場・指定作業場の苦情相談件数
※低減目標

55 47 138% 65 138%

【成果指標③】
地域猫活動協力員数

156 189 105% 250% 76%

【成果指標①】
消費生活相談解決率

97.4% 97.1% 99% 98.0% 99%

【成果指標②】
区内における特殊詐欺の被害件数（年間）
※低減目標

116 173 66% 100 58%

【成果指標①】
体感治安が「良い」と感じる人の割合

64.6% 64.0% 97% 66.7% 96%

【成果指標②】
区内刑法犯認知件数（年間）
※低減目標

4,442 4,617 95% 3,606 78%

【成果指標③】
不法投棄処理個数（年間）
※低減目標

6,933 6,881 96% 6,680 97%

【成果指標④】
落書き消去率

97.5% 97.7% 98% 100% 98%

5.5 反社会的団体等
の排除

【成果指標①】
足立区反社会的団体の規制に関する条例の対象となる団体が所有
及び賃貸している施設の数　※低減目標

3 3 0% 2 0% 83

【成果指標①】
家庭部門における世帯あたりの二酸化炭素（CO2）排出量（年間）

※低減目標
2.29 2.03 111% 1.95% 96%

【成果指標②】
区内の再生可能エネルギーの導入量（累計）

47,898 54,977 115% 65,900 83%

【成果指標③】
自然環境を大切にすることを心がけている区民の割合

26.2% 27.1% 66% 44.0% 62%

【成果指標①】
区民一人1日あたりの家庭ごみ排出量
※低減目標

482.3 473.4 97% 480.0 101%

【成果指標②】
区内のごみ量（区収集ごみ量+事業系持込ごみ量）（年間）
※低減目標

161,631 158,944 99% 165,071 104%

【成果指標③】
区民一人1日あたりの資源回収量（行政回収量+集団回収量）

115.5 111.8 90% 150.0 75%

【成果指標①】
包括的相談窓口の認知度

― 10.7% 21% 65.0% 16%

【成果指標②】
支援会議、コア支援会議での庁外機関との連携割合

42.0% 50.0% 111% 55.0% 91%

【成果指標③】
地域住民や地域活動団体等の気づきによりアウトリーチ相談につな
がった割合

7.7% 8.6% 108% 13.0% 66%

【成果指標④】
地域福祉活動を行っている区民の割合

― ― ― 9.5% ―

【成果指標①】
町会自治会加入世帯率

42.61% 40.98% 82% 50.0% 82%

【成果指標②】
NPO活動支援センター新規登録団体数（年間）

58 43 108% 40 108%

【成果指標①】
介護が必要になっても今の生活圏域で安心して暮らし続けられると
思う高齢者の割合

69.1% 71.1% 100% 74.0% 96%

【成果指標②】
高齢者における地域包括支援センターの認知度

81.0% 80.0% 98% 85.0% 94%

R7年度実績対
R7年度目標値
（達成率）

４つの
視点 施策 施策指標

R6年度
実績
（A）

R7年度
実績
（B）

中間目標
（令和10年度）

（C）

R7年度実績対
中間目標値
（達成率）
（B/C）

個別評価調書
該当ページ
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【各指標の達成状況】

R7年度実績対
R7年度目標値
（達成率）

４つの
視点 施策 施策指標

R6年度
実績
（A）

R7年度
実績
（B）

中間目標
（令和10年度）

（C）

R7年度実績対
中間目標値
（達成率）
（B/C）

個別評価調書
該当ページ

【成果指標①】
区の障がい者支援施策に満足している障がい者の割合

― ― ― 45.0% ―

【成果指標②】
障がい福祉サービス・障がい児通所支援の利用者のうち、計画相談
支援・障がい児相談支援を利用する障がい者・児の割合

52.0% 48.0% 80% 70.0% 69%

【成果指標③】
就労移行支援事業等を通じて一般就労へ移行した人数（年間）

68 137 105% 145% 94%

【成果指標①】
高齢者に対する虐待があったと行政機関が判断した件数
※低減目標

192 204 98% 200 98%

【成果指標②】
障がい者に対する虐待があったと行政機関が判断した件数
※低減目標

44 17 35% 6 35%

【成果指標③】
区民の成年後見制度利用者数

1,241 1,268 100% 1,330 95%

【成果指標①】
生活困窮者における就労・進路決定率

62.2% 58.6% 86% 72.3% 81%

【成果指標②】
生活保護受給世帯の「その他の世帯」の就労率（稼働収入認定のあ
る世帯の割合）

30.3% 29.3% 73% 40.0% 73%

【成果指標③】
生活保護受給世帯の子どもの高等学校等の中退率
※低減目標

2.9% 3.9% 103% 4.0% 103%

【成果指標①】
区民の健康寿命（男性）

― ― ― 79.47 ―

【成果指標②】
区民の健康寿命（女性）

― ― ― 83.97 ―

【成果指標③】
自分が健康だと思う区民の割合（主観的健康観）

64.5% 66.8% 95% 70.0% 95%

【成果指標①】
医療が必要な時にかかりたいと思う医療機関が身近にあると感じる
割合

74.5% 77.9% 111% 80% 97%

【成果指標②】
健康づくりに関する協定の締結または糖尿病対策アクションプラン健
康応援部会に参加している団体・企業数（年間）

9 14 127% 14 100%

【成果指標③】
デジタルを活用して業務プロセスの再構築や新たな区民サービスを
創出できた数（累計）

1 1 50% 2 50%

【成果指標①】
医療費地域差指数（国民健康保険）
※低減目標

106.9% 107.4% 98% 103.2% 96%

【成果指標②】
医療費地域差指数（後期高齢者医療制度）
※低減目標

105.6% 107.2% 97% 102.3% 95%

【成果指標③】
国民健康保険料収納率
※施策14-4再掲

78.38% 76.81% 90% 86.50% 89%

【成果指標④】
後期高齢者医療保険料収納率
※施策14-4再掲

98.79% 98.69% 100% 99.08% 100%
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施

Kansensho@

策

city.adach

の

i.tokyo.jp

概

■　感染症発生時の対

要

応の円滑化を目指し、

柱

月に１回程度開催され

立

る医師会との会議を活

て

用する等、医師会、薬

1

剤師

会、歯科医師会、

4

訪問看護ステーション

【

及び医療機関との情報

く

共有を積極的に行って

ら

いく。

協働・協創
の 取

し

組 み

■【目標】3 す

】

べての人に健康と福祉

地

を

■【ターゲット】3

域

.3　2030年まで

と

に、エイズ、結核、マ

と

ラリア及び顧みられな

も

い熱帯病といった伝染

に

病を根絶する
ＳＤＧｓ

築

が
とともに肝炎、水系

く

感染症及びその他の感

、

染症に対処する。
目指

 

す目標
■【関連する理

安

由】感染症対策の充実

全

はSDGsが目指す目

な

標（ターゲット）の達

く

成に直接寄与する施策

ら

であるため。
（ターゲ

し

ッ
■【評価】令和6年

施

度に足立区感染症予防

策

計画を策定し、計画を

群

基礎とした保健所体制

名

の強化や訓練の実施及

5

び区内
ト）との関

医療

区

機関への専門人材配置

民

の促進と関係者間の連

の

携強化を図った。
連及

命

び評価

指標(3)感染

や

管理認定看護師等（I

財

CN）を配置している

産

病院数について、令和

を

7年度時点で基本計画

守

に記載されている

備　

り

　　考 令和10年度の

、

中間目標値を達成した

く

ため、令和10年度の

ら

目標値を7病院から1

し

0病院に引き上げる。

の安全を確保する

施 策 名 5.1 感染症対策の充実

■　感染症への対応力が高まっている。

施策の
目指す姿

■　感染状況を捉え、効果的な感染症対策を進める。

■　予防接種への理解を広げ、感染予防を促進する。

■　関係機関と連携し、感染拡大防止を進める。

施策の方向

■【現状１】①令和５年度の足立区の結核り患率は、全国や特別区と比較すると依然高水準にあり、高齢化率が高い

ことや外国人比率が高まっていることが要因の一つと考えられる。②感染症の流行状況は常に変化していくため、様

々な感染症の流行状況を確認していく必要がある。【課題１】感染状況把握とハイリスク者へのアプローチ

■【現状２】①感染症のまん延を最小限に抑えるため、予防接種の適切な展開に加え、高齢者や生活習慣病患者など

のリスクが高い層や子どもの保護者に対する正しい知識の普及啓発等を行っている。②麻しん・風しんは感染力が強
現状と課題

く、予防接種による感染予防が最も有効だが、小学校入学前の１年間を対象とする２期定期接種は、１歳児を対象と

する１期定期接種に比べて接種率が下がる傾向にある。【課題２】適切な予防接種の推進

■【現状３】①感染症発生時の地域医療の確保や感染拡大防止には、関係機関との連携が不可欠なため、平時から連

携協力を進めている。②感染対策における高度な専門知識や実践力を持つ感染管理認定看護師等

足

（ＩＣＮ）の配置を

促

立

進し、区内の感染対策

区

実務者のネットワーク

　

の強化を図る必要があ

令

る。【課題３】感染症

和

拡大時への備え

■　外

８

国人に対する感染症対

年

策の推進（日本語学校

度

への健康診断など）

■

施

　結核患者支援に係る

策

検討会の実施

■　保健

評

所ＤＸの推進

■　予防

価

接種に関する勧奨事業

調

（幼稚園・保育園等を

書

通じた勧奨実施、未接

(

種者への個別勧奨など

令

）

■　子育てアプリを

和

通じた情報発信の実施

７

主な取組
■　実践型訓

年

練実施による感染症対

度

応力の向上

■　ＩＣＮ

事

育成・定着支援事業

■

業

　感染症対策実務担当

実

者会議の開催

担 当 課 名

施

足立保健所感染症対策

)

課（取りまとめ）

電 話

1

番 号 03-3880-

 

5372 E-mail

- 67 -



標
目　標　値

(6)
実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 9,030,977 5,063,420 4,464,058 4,275,986

人件費 326,073 266,939 160,128 202,056

総事業費 9,357,050 5,330,359 4,624,186 4,478,042

前年比(金額) 9,357,050 △4,026,691 △706,173 △146,144

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 結核り患率（人口10万対）　※低減目標

定義等 結核患者新規登録者数／当該年10月1日人口（外国人登録含む）×100,000　〈10万人あたりの割合〉　※年度でなく暦年
指

単　位 － 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 15.6 15.1 14.9 10 10
(1)

実　績　値 12.4 12.2 10.6 9.24 R10 10

達　成　率 126% 81% 124% 82% 141% 94% 108% 108% -

指標名 MR混合（麻しん・風しん）ワクチン接種率

定義等 当該年度のMR混合1期及び2期の定期予防接種実施者数／当該年度のMR混合1期及び2期の定期予防接種対象者数×100
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 94 94 94 94 94
(2)

実　績　値 92.3 91.2 89.4 95.5 R10 94

達　成　率 98% 98% 97% 97% 95% 95% 102% 102% -

指標名 感染管理認定看護師等（ICN）を配置している病院数

定義等 感染管理認定看護師等（ICN）を配置している区内の病院の件数
指

単　位 病院 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 6 7 8
(3)

実　績　値 - 5 6 7 R10 10

達　成　率 0% 0% 0% 50% 100% 60% 100% 70% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値

- 68 -



7

17.6%からR7年

4

24.6%）。特に2

人

0～30代の年

齢層の

か

増加が顕著である。言

ら

語・経済的問題、文化

R

宗教や習慣の違いから

7

対応に配慮を要するこ

年

とが多いため、現在活

6

用している

三者間通訳

5

やタブレットの翻訳機

人

能等の他、有効な支援

）

方法を研究し、個々人

は

に合わせた対応を行っ

徐

ていく。

【成果指標2

々

】MR混合（麻しん・

に

風しん）ワクチン接種

減

率

　MR2期の接種状

少

況は、接種率88.9

し

％と低い状況が続いて

て

いる。引き続き、接種

い

漏れがないよう適切な

る

情報発信と接種勧奨に

。

努め

ていく。

【成果指

結

標3】感染管理認定看

核

護師等（ICN）を配

り

置している病院数

　I

患

CN配置促進のため、

率

引き続き医療機関への

も

訪問やICN実務担当

東

者連絡会（年2回）の

京

開催を継続していく。

都

あわせてICN本人や

同

医

療機関を対象に、資

様

格取得のプロセスや配

に

置後の組織への波及効

減

果等に関するヒアリン

少

グ調査を行い、その有

傾

効性を検証する。検

証

向

結果は広報物等を通し

に

て医療機関にフィード

あ

バックし、ICN配置

り

の有用性を発信してい

、

く。

【計画の理念】③

世

ウェルビーイングの向

界

上とSDGsの推進

　

保

成果指標(1)におけ

健

る外国人の対応等、今

機

後はよりターゲットを

関

意識した支援が求めら

（

れる。「誰一人取り残

W

さない」というSDG

H

sの理念に基づき、外

O

国人向け研修施設への

）

訪問等を行うことで、

が

言語や文化の壁、社会

定

的孤立等により情報が

め

届きにくい層に対

し、

る

アウトリーチの推進を

低

強化していく。また、

ま

医療機関とのネットワ

4

ん

ークをさらに深化させ

延

ることで医療の質を向

基

上させ、関係

者間の顔

準

と顔がつながることで

で

、不測の事態にも強い

あ

「安全なくらし」を確

る

かなものとし、ひいて

り

はすべての区民のウェ

患

ルビーイ

ング向上を目

率

指していく。

 

10.0以下を初めて

担

達成した。結核はその

当

性質上、既感染の高齢

部

層

の発病が多いため人

に

口構造の変化とともに

お

り患率は減少が見込ま

け

れる。区としては結核

る

の早期発見による発病

評

防止、これに伴う感

染

価

拡大の防止を目的に、

（

国および都啓発キャン

部

ペーンと連携した啓発

長

活動等を継続していく

評

。

【成果指標2】MR

価

混合（麻しん・風しん

－

）ワクチン接種率

　R

１

6年度と比較し6.1

次

ポイント数値が向上し

評

、目標を達成した。M

価

R2期の未接種者への

）

勧奨ハガキ送付や子育

そ

てアプリを通じた接種

の

勧奨が寄与したものと

１

考える。

【成果指標3

1

】感染管理認定看護師

)

等（ICN）を配置し

施

ている病院数

　感染管

策

理認定看護師等（以下

の

、「ICN」）を配置

達

している病院数が増加

成

し、目標を達成した。

状

ICN実務者連絡会の

況

参加人数も増加

（R6

と

年度11人、R7年度

そ

17人）しており、区

の

内医療機関のICNへ

原

の関心の高まりが伺え

因

、今後も病院数の増加

の

が期待できる。

【計画

分

の理念】③ウェルビー

析

イングの向上とSDG

【

sの推進

　感染症への

成

対応力の強化について

果

は、ICN実務者連絡

指

会の参加者の増加等に

標

より、関係機関とのネ

1

ットワークをより強固

】

なもの

にすることがで

結

きた。保健所と医療機

核

関等の関係機関並びに

り

関係機関同士の連携を

患

促進することで、地域

率

の医療基盤を強化し、

（

区

民が安心して暮らせ

人

る社会環境の整備を行

口

う。これにより、SD

1

Gsの「すべての人に

0

健康と福祉を」の理念

万

を実現するとともに、

対

長

期的に区民のウェル

）

ビーイングを向上させ

　

ていく。

　ワクチンの

目

接種率向上は、個人の

標

感染症発症や重症化を

値

防ぐとともに、社会的

を

免疫獲得により感染へ

達

の不安を軽減すること

成

がで

きる。その結果、

し

安心して地域社会での

、

活動や交流に参加でき

結

る心理的・社会的な基

核

盤を築くことができる

の

ため、区民のウェルビ

新

ーイング向上に寄与す

規

ることができる。

2)

登

達成状況と原因分析を

録

踏まえた今後の方向性

者

【成果指標1】結核り

数

患率（人口10万対）

（

　結核の新規登録者は

R

減少傾向にあるが、外

6

国人の占める割合が増

年

加傾向にある（R6年
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

予防接種事故措置事業 保健予防課3840 13,019 877 13,896 現状維持 Ｂ

予防接種事業 保健予防課3841 3,112,830 38,868 3,151,698 拡充 Ａ

感染症予防・患者医療費公費負担事業 足立保健所感染症対
策課

3842 46,512 95,970 142,482 改善・変更 Ａ

感染症検査事業 足保・生活衛生課3865 10,638 40,927 51,565 現状維持 Ａ

新型コロナウイルスワクチン接種事業 保健予防課22858 1,092,987 25,414 1,118,401 改善・変更 Ａ

合計５事業 4,275,986 202,056 4,478,042

3)施施策の手段として位置付け
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施

務講習会の開催等、衛

策

生管理向上のための取

の

組を実施し

ている。

■

概

　悪臭の臭気強度の確

要

認を、公募した区民に

柱

依頼している。

協働・

立

協創 ■　生活衛生課の

て

許認可施設に関する騒

1

音等の苦情について、

4

生活環境保全課と協力

【

して対応している。

の

く

取 組 み ■　地域猫活動

ら

では、区民や不妊去勢

し

手術協力病院、NPO

】

法人等と協働している

地

。

■【目標】3.9環

域

境汚染による死亡と疾

と

病の件数を減らす/6

と

.b 水と衛生の管理

も

向上における地域社会

に

の参加を支援・

強化す

築

る/11.3参加型・

く

包摂的・持続可能な人

、

間居住計画・管理能力

 

を強化する/12.4

安

化学物質や廃棄物の適

全

正管理に
ＳＤＧｓが

よ

な

り大気、水、土壌への

く

放出を減らす/14.

ら

1海洋汚染を防止・削

し

減する/17.17効

施

果的な公的・官民・市

策

民社会のパー
目指す目

群

標
トナーシップを推進

名

する【関連性】①食品

5

や水等、区民生活に係

区

る衛生の確保により公

民

衆衛生の向上を目指し

の

ている
（ターゲッ

ため

命

/②工場・指定作業場

や

が環境法令を遵守する

財

ことで、有害物質等の

産

環境への拡散防止を目

を

指しているため/③ア

守

狂
ト）との関

犬病の発

り

生防止や動物の愛護、

、

適正飼養の普及啓発等

く

を通じて公衆衛生の向

ら

上を目指しているため

し

。イ地域猫問題は
連及

の

び評価
区民の住環境に

安

影響を与えるため。ウ

全

区民やNPO法人等と

を

連携しているため。

備

確

　　　考

保する

施 策 名 5.2 良好な生活環境づくりの推進

■　衛生的で快適な生活環境が確保されている。

施策の
目指す姿

■　食品・水・薬品等の良好な衛生環境を実現する。

■　公害を未然に防止し、良好な生活環境を実現する。

■　地域猫活動を通じて動物愛護を広げる。

施策の方向

■【現状１】①食品・水・薬品等の取扱施設に対して、法令等に定められた基準に適合しているか否か検査を実施し

ているが、検査への適合率は、平成29年度から上昇してきているものの、100％とはなっていない。②検査不適合施

設の事業者や新規開設事業者に対し、施設に適した衛生管理指導を行うとともに、その他の事業者に対しても助言・

指導を進めていく必要がある。【課題１】食品・水・薬品等の検査適合率向上

■【現状２】①工場・指定作業場については、申請・届出時に法令違反のないことを確認し、公害発生の未然防止を
現状と課題

図っている。②認可工場数は平成30年度から年々減少する一方、工場・指定作業場の苦情件数は横ばいで推移してい

る。令和5年度の内訳では、騒音（37件）、悪臭（22件）が多くなっている。【課題2】工場等への苦情の減少

■【現状３】①犬猫などの動物に関する苦情は、毎年1,000 件前後で推移している。②飼い主のいない猫に関するト

ラブルを解消するため、地域猫活動の担い手となる地域猫活動協力

足

員を、さらに増やして

立

いく必要がある。【課

区

題３

】動物に関する苦

　

情の減少

■【取組１】

令

①一斉監視指導の実施

和

②実務講習会の開催③

８

適切な自主管理に向け

年

た啓発

■【取組２】①

度

公害相談の実施②法令

施

に基づく書類審査・指

策

導の実施③騒音計・振

評

動計の貸出。

■【取組

価

３】①NPO との連

調

携による「動物愛護相

書

談支援窓口」の運営②

(

地域猫不妊去勢手術費

令

用の助成③捕獲用ケー

和

ジ貸出事業

主な取組

担

７

当 課 名 足保・生活衛生

年

課（取りまとめ）

電 話

度

番 号 03-3880-

事

5361 E-mail

業

seikatueis

実

ei@city.ad

施

achi.tokyo

)

.jp

■　足立区食品

1

衛生協会や足立区環境

 

衛生協会と連携し、実
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3 474,967 504,057 526,632

総事業費 534,573 575,742 597,471 652,638

前年比(金額) 534,573 41,169 21,729 55,167

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 食品· 水· 薬品及び関連施設等の検査適合率

定義等 食品収去検査適合率、環境衛生関係理化学等検査適合率、シアン廃水検査適合率の平均
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 100 100 100 100 100
(1)

実　績　値 95.6 93.6 93.7 92.3 R10 100

達　成　率 96% 96% 94% 94% 94% 94% 92% 92% -

指標名 工場・指定作業場の苦情相談件数

定義等 工場・指定作業場を対象とした苦情相談の件数※低減目標
指

単　位 件 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 65 60
(2)

実　績　値 68 75 55 47 R10 65

達　成　率 0% 96% 0% 87% 0% 118% 138% 138% -

指標名 地域猫活動協力員数

定義等 地域猫活動協力員の登録者数
指

単　位 人 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 180 210
(3)

実　績　値 61 108 156 189 R10 250

達　成　率 0% 24% 0% 43% 0% 62% 105% 76% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 77,740 100,775 93,414 126,006

人件費 456,83
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不

づくりに取り組むこと

十

が必要

である。

【計画

分

の理念】①協創の再構

で

築・③ウェルビーイン

あ

グの向上とSDGｓの

っ

推進

　ＮＰＯ法人との

た

連携により「動物愛護

こ

相談支援窓口」を運営

と

し、数々の飼い主のい

等

ない猫の不妊去勢手術

に

、一時保護、譲渡先探

よ

しなどの相談に取り組

り

み続けた。その中で地

、

域猫活動イベントを実

目

施したものの、猫の譲

標

渡会とあわせて行った

達

ため、周知の対象

が猫

成

に興味のある人のみと

に

なってしまった。

　

2

至

)達成状況と原因分析

ら

を踏まえた今後の方向

な

性

【成果指標1】食品

か

・水・薬品及び関連施

っ

設等の検査適合率

　営

た

業施設等における食品

。

や水等の衛生管理状況

食

を確認するため、計画

品

的な検査を実施してい

検

く。検査不適合であっ

体

た事業者に対

しては、

に

衛生管理の実施方法を

お

確認の上、原因究明及

い

び施設に応じた再発防

て

止の指導、助言を行う

は

とともに、再検査の実

、

施により

改善状況の確

社

認を行っていく。さら

会

に、食品関係事業者等

福

に対し食品衛生講習会

祉

を開催し、自主的な衛

施

生管理や食中毒予防に

設

つい

て継続的な指導を

で

行う。また、公衆浴場

、

やプール施設事業者に

食

対しては、配管消毒等

材

、自主管理の徹底につ

・

いて適切な指導を行う

器

ことにより、レジオネ

具

ラ症等の健康被害発生

類

防止に努める。

【計画

等

の理念】ウェルビーイ

の

ングの向上とSDGｓ

洗

の推進

　事業者に対し

浄

て、定期的な実地指導

・

や実務講習会等を通じ

消

て適正管理の進展に向

毒

けた助言・指導を継続

不

的に行っていくことで

良

、

良好な衛生環境の維

に

持・向上を進めていく

4

よ

。

【成果指標2】工場

り

指定作業場の公害苦情

、

相談件数

工場・指定作

基

業場については、環境

準

基準に適合しているこ

値

とを計画段階で確認し

を

ているが、相談者が納

超

得せず苦情になるケー

え

スが

多くなっている。

る

従来の事業場への規制

 

大

だけではなく、事業者

腸

・相談者の仲介役とし

菌

ても対応し、双方の意

群

向を汲んで対応してい

等

くことで相談解決に導

が

いていく。

【計画の理

検

念】ウェルビーイング

出

の向上とSDGｓの推

さ

進

法令に沿った対応が

れ

前提ではあるが、相談

担

た

後の近隣関係の悪化を

食

防ぐためにも、当事者

品

の主張を汲んで妥協点

(

を見つけ対応してい

く

1

ことで、双方合意の上

4

での解決を目指してい

5

く。

【成果指標3】地

件

域猫活動協力員数

　地

体

域猫活動協力員数は増

中

えているものの、飼い

当

6

主のいない猫に勝手に

検

エサやりする人に対す

体

る苦情は令和６年度６

不

１７件に対し

、令和７

適

年度６４７件で減少し

合

ていない。従来の周知

）

・啓発方法では限界が

が

あるため、区民まつり

あ

等不特定多数の参加者

り

が見込め

るイベントに

部

、

出展し、さらなる協力

基

員の増員を目指す。

【

本

計画の理念】①協創の

的

再構築・③ウェルビー

な

イングの向上とSDG

衛

ｓの推進

　引き続きＮ

生

ＰＯ法人との連携によ

管

る「動物愛護相談支援

理

窓口」の運営を継続し

が

、飼い主のいない猫に

に

不

ついてのトラブル解消

足

に努

めていく。

　地域

し

猫活動イベントを譲渡

て

会だけでなく、区民ま

い

つり等にも出展する。

る

その際、現在連携して

こ

いる３ＮＰＯ法人だけ

と

でなく帝京

科学大学、

が

獣医師会との協働も検

推

討する。

　また、地域

お

察

猫活動の適正実施に向

さ

け、活動の実態把握に

れ

努め、適切な研修体系

た

の構築とともに、地域

。

猫活動協力員に対する

環

支援

策についても検討

境

を続けていく。

　

衛生関

け

係においては、公衆浴

る

場やプール施設におけ

評

る配管の清掃・消毒不

価

良

が原因と推察される

（

浴槽水やプール水の不

部

適があった。

【計画の

長

理念】ウェルビーイン

評

グの向上とSDGｓの

価

推進

　検査不適合施設

－

の中には自主管理方法

１

が形骸化しており、適

次

切に管理されていない

評

可能性もあるため、事

価

業者に対して施設に適

）

した衛生管理指導が必

そ

要になる。　

【成果指

の

標2】工場指定作業場

１

の公害苦情相談の件数

1

令和7年度の工場・指

)

定作業場の公害苦情相

施

談の受付件数は47件

策

で目標値を下回るとと

の

もに、昨年度の55件

達

よりさらに減少した。

成

条例に基づき工場・指

状

定作業場の設置・変更

況

時には事前に申請・届

と

出を受領し、作業場の

そ

騒音・振動・悪臭等規

の

制基準遵守を確認

して

原

いることによる効果と

因

考える。引き続き稼働

の

前の確認を適切に行い

分

、公害苦情相談の未然

析

防止に努める。

【計画

【

の理念】ウェルビーイ

成

ングの向上とSDGｓ

果

の推進

引続き、工場・

指

指定作業場の環境基準

標

遵守を確認していくこ

1

とで、周辺環境の保全

】

を行う。未解決の公害

食

苦情相談については、

品

法

令に沿って、事業者

・

への指導を行っていく

水

。

【成果指標3】地域

・

猫活動協力員数

　地域

薬

猫活動協力員数は、目

品

標を達成することがで

及

きた。達成できた要因

び

は２つ考えられる。

　

関

まず職員が日々の苦情

連

を受ける際、苦情対象

施

者に対し、地域猫活動

設

協力員に登録すること

等

を促してきたことであ

の

る。これにより

、苦情

検

対象者を地域住民の一

査

定の安心感を得られる

適

立場へと転換させるこ

合

とができた。

　次に地

率

域猫活動イベントを実

　

施したことである。令

一

和7年度は1月の保護

部

猫譲渡会にあわせて実

の

施した。内容はパネル

施

展示、NPO

による講

設

演会、地域猫活動協力

に

員の募集だった。これ

お

により、地域猫活動の

い

理解を広め、協力員数

て

の目標を達成すること

衛

ができた

。

　引き続き

生

地域猫活動への理解を

管

広め、協力員を増やし

理

、ＮＰＯ法人、区民と

が

一緒に良好な生活環境
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

環境衛生営業許可監視指導事業 足保・生活衛生課3828 8,259 82,827 91,086 現状維持 Ｂ

防疫・害虫等駆除事業 足保・生活衛生課3832 10,664 8,853 19,517 現状維持 Ｂ

食品衛生営業許可監視指導事業 足保・生活衛生課3833 4,227 131,475 135,702 現状維持 Ａ

診療所、薬局等の許可及び相談事業 足保・生活衛生課3834 4,078 70,120 74,198 現状維持 Ａ

食品・水等検査事業 足保・生活衛生課3866 14,367 26,906 41,273 現状維持 Ａ

環境保全対策事業 生活環境保全課3893 42,137 149,005 191,142 改善・変更 Ａ

動物愛護衛生事業 足保・生活衛生課13485 42,274 57,446 99,720 拡充 Ｂ

合計７事業 126,006 526,632 652,638

3)施施策の手段として位置付け
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施

会での見守り

■　消費

策

者相談事業  

■　消

の

費者センターだよりの

概

発行による啓発活動の

要

実施

■　消費者教室の

柱

開催

■　特殊詐欺被害

立

対策の推進（自動通話

て

録音機の無償貸与、無

1

人ＡＴＭへの携帯電話

4

抑止装置の設置、防犯

【

機能強化

　型ドアホン

く

購入・設置費用の助成

ら

など）
主な取組

■　く

し

らしのおたすけ隊と連

】

携した身近な啓発活動

地

■　ながら見守りの推

域

進

■　青色防犯パトロ

と

ールの実施

担 当 課 名 産

と

業政策課（取りまとめ

も

）

電 話 番 号 03-38

に

80-5385 E-m

築

ail sho-cen

く

@city.adac

、

hi.tokyo.j

 

p

■　消費者団体・消

安

費者グループへの活動

全

支援。

■　くらしのお

な

たすけ隊（消費生活啓

く

発員）への活動支援。

ら

■　特殊詐欺対策にお

し

いて警察と連携。

協働

施

・協創
の 取 組 み

【目標

策

】12つくる責任つか

群

う責任　

【ターゲット

名

】12.8　2030

5

年までに、あらゆる場

区

所の人々が持続可能な

民

開発および自然と調和

の

したライフスタイルに

命

ＳＤＧｓが
関する情報

や

と意識を持つようにす

財

る。
目指す目標

【関連

産

する理由】情報発信や

を

啓発などを実施するこ

守

とは、消費者被害・特

り

殊詐欺被害の未然防止

、

、安全・安心な生活
（

く

ターゲッ
を区民自ら行

ら

うことに繋がる。
ト）

し

との関
【評価】定期的

の

に消費者センターと危

安

機管理課で消費者被害

全

相談や特殊詐欺被害状

を

況の情報共有を行い、

確

速やかな情
連及び評価

保

報発信に努めた。

■　

す

課題及びSDGsが目

る

指す目標（ターゲット

施

）との関連及び評価に

策

ついては政策経営課と

名

協議し一部変更

備　　

5

　考

.3 消費者被害や特殊詐欺被害を未然に防ぎ、区民の暮らしを守る

■　消費者トラブルなどから身を守れる。

施策の
目指す姿

■　様々な世代に向けた消費者被害に関する情報提供・啓発を図ることで早期相談につなげる一方、研修等で消費生

　活相談員の知識向上及び体制を充実させ、消費者被害の深刻化を防止する。

■　地域等における消費者教育を進め、自らの利益を擁護し、合理的に行動できる消費者を増やしていく。

■　巧妙化・多様化する特殊詐欺被害の手口や発生状況を的確に把握し、効果的な広報・啓発等を強化していく。
施策の方向

■　被害に遭いやすい高齢世帯をターゲットにした実効性の高い取組を推進することで、特殊詐欺被害の未然防止・

　拡大防止を進める。

■　詐欺被害等の防止に取り組む区民・団体を後押しし、身近な啓発活動や声掛けを広げる。

■　地域のつながりを支援する活動によって、相談ができる関係の構築を進め、被害の未然防止と早期発見を図る。

■【現状１】①全世代でインターネットやスマートフォン等が普及したことにより、インターネットを介した契約が

　　日常化し、関連の消費生活相談が増加。②物価高騰による収入源等、社会生活への不安から副業や投資関連等へ

　　の相談も増加し、その内容も世相を反映して多様化・複雑化している。【課題１】多様化・複雑化する消費者

足

被

　　害

■【現状２】

立

①区内の特殊詐欺の発

区

生件数・被害額は増加

　

傾向にあり、令和５年

令

の発生件数は１３０件

和

（前年度比３
現状と課

８

題
　　件増）、被害総

年

額は約２億円（前年度

度

比２，４００万円増）

施

となっている。②サポ

策

ート詐欺など、特殊詐

評

欺の手

　　口が多様化

価

・巧妙化しており、幅

調

広い年齢層で被害が増

書

加している。【課題２

(

】特殊詐欺被害の増加

令

■【現状３】消費者被

和

害・特殊詐欺被害の未

７

然防止や早期発見のた

年

めには、日頃から家族

度

や身近な人と特殊詐欺

事

につ

　　いて話し合い

業

、お互いに気軽に相談

実

できる環境をつくると

施

ともに、地域社会全体

)

で見守り、支援するこ

1

とが求め

　　られてい

 

る。【課題３】地域社
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2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 消費生活相談解決率

定義等 消費者センターで受ける消費生活相談において、何らかの解決に導いた件数の占める割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 98 98 98 98 98
(1)

実　績　値 97.3 97.4 97.4 97.1 R10 98

達　成　率 99% 99% 99% 99% 99% 99% 99% 99% -

指標名 区内における特殊詐欺の被害件数

定義等 警視庁が公表する特殊詐欺の被害件数　※低減目標
指

単　位 件 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 90 99 119 114 164
(2)

実　績　値 127 130 116 173 R10 100

達　成　率 71% 79% 76% 77% 103% 86% 66% 58% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(3)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 5,927 6,740 8,169 7,906

人件費 41,485 50,208 51,654 80,184

総事業費 47,412 56,948 59,823 88,090

前年比(金額) 47,412 9,536 2,875 28,267

- 76 -



件

事例をＳＮＳや消費者

増

センターだよりで速や

加

かに区民に伝え

ること

し

で未然防止に努めて、

た

安心安全な地域づくり

が

を進めていく。

、専門研修することで消費生活相談員の知識向上をは

かったことにより、解決率は９７．１％と前年度から０．３％の微

4

減にとどまった。また

 

微減の理由は、相談中

担

に相談者と連絡が

取れ

当

なくなり相談終了とな

部

っている。

【指標２】

に

区内における特殊詐欺

お

の被害件数

消費センタ

け

ーだよりの発行による

る

啓発活動の実施や自動

評

通話録音機の貸与・購

価

入助成を行っているが

（

、警察官や公的機関を

部

かたる

手口の巧妙化や

長

、国際電話や通信アプ

評

リを使うことで、足立

価

区内や日本国内にいな

－

くても直接電話を掛け

１

られる環境が整ってし

次

ま

ったことが要因とな

評

り、特殊詐欺について

価

は１７３件と前年度に

）

比べ５７件増加してい

そ

る。

【計画の理念】

■

の

個人の幸福と社会の幸

１

福の双方を高める

警察

1

、町会自治会、包括支

)

援センター等の関係機

施

関と連携し、地域にお

策

ける消費者被害や特殊

の

詐欺の未然防止、拡大

達

防止を進める

ことは、

成

個人の財産の保護、並

状

びに安全安心な地域づ

況

くりにつながる。その

と

ためにくらしフェスタ

そ

や消費者講座（出前講

の

座含む）

等の事業開催

原

や啓発チラシの掲示配

因

布等を通じて、消費者

の

センターの事業ＰＲ、

分

並びに消費者被害に関

析

する情報提供を行って

【

いく

必要がある。

2)

指

達成状況と原因分析を

標

踏まえた今後の方向性

１

【指標１】消費生活相

】

談解決率

今後も継続し

消

て専門研修を受講する

費

ことで最新の知識を取

生

得し、様々な世代に向

活

けた消費者被害に関す

相

る情報提供・啓発を図

談

るこ

とで早期相談につ

解

なげていく。

【指標２

決

】区内における特殊詐

率

欺の被害件数

継続して

令

警察と連携しながら自

和

動通話録音機の貸与・

７

購入助成の周知を行う

年

とともに、不審な電話

度

を受けた際は、一人で

の

対応せず

に消費者セン

相

ターや警察署に相談を

談

行うよう、地域包括支

件

援センター等の関連機

数

関と連携しながら啓発

は

を行っていく。

【計画

６

の理念】

■個人の幸福

，

と社会の幸福の双方を

０

高める

スマートフォン

９

等情報技術の進展によ

６

り、消費者トラブルは

件

複雑化・高度化してい

と

る。そのため消費者被

前

害や特殊詐欺のトレン

年

ド

の把握に努めるとと

度

もに、研修等受講によ

に

り消費生活相談員の知

比

識のアップデートを図

べ

り、新たな消費者被害

て

等の相談に対応でき

る

５

ようにしていく必要が

６

ある。また区内で流行

７

っている消費者被害の
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

消費者支援事業 産業政策課3611 6,590 35,060 41,650 現状維持 Ａ

消費者センター管理運営事務 産業政策課3612 1,316 45,124 46,440 現状維持 Ａ

合計２事業 7,906 80,184 88,090

3)施施策の手段として位置付け
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施

より、ピーク

　時と比

策

較して約60％減少。

の

落書きは通報に加え、

概

職員による年2回の点

要

検を行い、早期発見と

柱

管理者への促しや

　支

立

援により消去を進めた

て

結果、年々減少傾向に

1

ある。【課題3】まち

4

の美化推進

■ 【課題

【

1に対する取組】足立

く

区客引き行為等の防止

ら

に関する条例に基づく

し

指導・警告、自転車マ

】

ナーへの街頭指

　導の

地

実施、「ながら見守り

域

」の推進

■ 【課題2

と

に対する取組】防犯対

と

策補助金の充実、集合

も

住宅駐輪場向け防犯カ

に

メラ無償貸与の実施、

築

高校生対象「自

　転車

く

カギかけありがとうキ

、

ャンペーン」の実施

■

 

 【課題3に対する取

安

組】ビューティフル・

全

パートナーとの連携強

な

化、不法投棄通報協力

く

員との連携、落書き消

ら

去支
主な取組

　援の実

し

施

担 当 課 名 危機管理課

施

（取りまとめ）

電 話 番

策

号 03-3880-5

群

838 E-mail k

名

ikikanri@c

5

ity.adachi

区

.tokyo.jp

　

民

ビューティフル・ウィ

の

ンドウズ運動として全

命

庁的に協働しており、

や

引き続き関係所管と連

財

携し実現していく。

　

産

警察、消防、町会・自

を

治会等と連携してイベ

守

ントを実施し、地域の

り

安全安心に取り組む。

、

  不法投棄対策、落

く

書き対策については、

ら

ビューティフル・ウィ

し

ンドウズ運動の一環と

の

して危機管理部・地域

安

のちか

協働・協創 ら推

全

進部・福祉部・衛生部

を

・都市建設部等の各所

確

管と連携し庁内協働を

保

進める。

の 取 組 み

【タ

す

ーゲット】11.6 

る

 16.1  17.

施

17  【関連する理

策

由】刑法犯認知件数を

名

減少させることや不法

5

投棄、落書き対策等

を

.

警察、区民等と協働し

4

て行うことは、住みや

ビ

すい地域社会の形成と

ュ

体感治安の向上により

ー

誰もが安全安心な暮ら

テ

し
ＳＤＧｓが

を実感で

ィ

きるまちの実現と、パ

フ

ートナーシップの推進

ル

に繋がる。また、不法

・

投棄や落書き対策を講

ウ

じることは住み続
目指

ィ

す目標
けられるまちの

ン

実現にも繋がる。
（タ

ド

ーゲッ
【評価】令和6

ウ

年の刑法犯認知件数が

ズ

前年から220件増加

運

となったが、体感治安

動

は「良い」と感じる人

の

と「悪い」と感
ト）と

さ

の関
じる人の割合の差

ら

が41.5％（前年比

な

+8.8％）となり改

る

善傾向にある。不法投

推

棄対策は、早期発見・

進

早期撤去に取り組
連及

■

び評価
んだ結果、処理

　

個数が6,933個と

美

前年比1.4％の減少

し

となった。

備　　　考

いまちは安全なまち。

施策の
目指す姿

■　正しい情報発信とイメージアップに関する取組を強化し、治安に対するマイナスイメージを払拭していく。住民

　のマナー向上に関する取組を推進し、体感治安と住環境を改善し、安全で住みやすいまちを実現していく。

■　区内地域別の犯罪発生動向や各施策効果を分析し、ターゲットを明確にした事業や新たな取組を創出していく。

　最新の犯罪手口や時代とともに変化する犯罪に対しても、効果的な対策・啓発を打ち出し、刑法犯認知件数を着実
施策の方向

　に減少させ、体感治安の向上につなげていく。

■　区民・団体の「まちを守る」という想いを後押しし、関係機関とのネットワーク構築を進めることで、まちの美

　化と犯罪抑止の活動を広げていく。「不法投棄・落書き110番」を通じて、不法投棄・落書きの早期発見・早期対

　応と美化に対する意識の啓発を進め、不法投棄や落書きを一掃し、着実に美しいまちを実現していく。

■  【現状1】①R5世論調査では「治安が良い」が59.5％の一方、R5足立区に対するイメージ調査では、区外在住者

　が「治安が良い」と思う割合は7.4％で、区民実感と区外評価にギャップが生じている。②R3転出入者アンケート

　調査では、住民のマナーに起因して

足

区の治安が低いと答え

立

た人が多い。【課題1

区

】体感治安の改善

■ 

　

 【現状2】①区内刑

令

法犯認知件数は、H1

和

3の16,843件を

８

ピークとし、R3には

年

3,212件となった

度

が、R5には1,01

施

0件増

　加して4,2

策

22件となった。②区

評

内刑法犯認知件数を罪

価

種・手口別に見ると、

調

依然として自転車盗が

書

最も多く、全体
現状と

(

課題
　の約3割を占め

令

ている。【課題2】区

和

内刑法犯認知件数の減

７

少

■  【現状3】①

年

「美しいまち」を印象

度

付け、犯罪を抑止する

事

ため、不法投棄対策や

業

落書き対策などに関す

実

る取組を

　進めている

施

。②不法投棄処理個数

)

は、年2回実施してい

1

る不法投棄防止キャン

 

ペーン等の啓発活動に
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和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 1,430,651 1,729,033 1,802,749 2,184,202

人件費 382,661 397,816 400,663 550,814

総事業費 1,813,312 2,126,849 2,203,412 2,735,016

前年比(金額) 1,813,312 313,537 76,563 531,604

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 体感治安が「良い」と感じる人の割合

定義等 世論調査
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 63 65 65.6 65.9 66.2
(1)

実　績　値 64.5 59.5 64.6 64 R10 66.7

達　成　率 102% 97% 92% 89% 98% 97% 97% 96% -

指標名 区内刑法犯認知件数（年間） ※低減目標

定義等 警視庁が公表する刑法犯認知件数（年度は年に読み替え）
指

単　位 件 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 2,999 3,350 3,850 4,369 4,374
(2)

実　績　値 3,664 4,222 4,442 4,617 R10 3,606

達　成　率 82% 98% 79% 85% 87% 81% 95% 78% -

指標名 不法投棄処理個数（年間） ＊低減目標 

定義等 不法投棄を処理した個数 目標値＝前年度の処理個数の5％減 実績値＝一年間の処理個数【低減目標】
指

単　位 個 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 6,797 7,514 6,680 6,587 6,537
(3)

実　績　値 7,910 7,032 6,933 6,881 R10 6,680

達　成　率 86% 84% 107% 95% 96% 96% 96% 97% -

指標名 落書き消去率

定義等 消去件数÷ ( 前年度以前の継続案件数＋当該年度の発見・通報件数)　
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 100 100 100 100 100
(4)

実　績　値 83.1 91.7 97.5 97.7 R10 100

達　成　率 83% 83% 92% 92% 98% 98% 98% 98% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令
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、

カメラ設置推進

など体

特

感治安の向上に資する

に

対策を講じていく。

【

若

成果指標２】自転車盗

年

は1,311件（前年

層

比-83件）と減少し

の

た一方で、万引きは5

「

65件（前年比+45

治

）と増加した。今後も

安

刑法犯認

知件数の減少

が

に向け、防犯対策設備

悪

・物品購入補助の実施

い

をはじめ、自転車盗対

」

策として高校生向けス

が

マートロック設置事業

目

、万

引き対策として、

立

店舗への万引きGメン

ち

派遣委託などあらゆる

目

対策を講じて刑法犯認

標

知件数の減少につなげ

の

ていく。

【成果指標３

達

】早期解決しきれいな

成

環境を整備することで

に

、不法投棄の未然防止

は

につなげる。集積所へ

至

の対応は清掃事務所と

ら

協力

し、分別の案内、

な

近隣への周知を重点的

か

に行い、不法投棄・不

っ

適正排出の防止に努め

た

、不法投棄処理個数の

。

減少を目指す。

【成果

ま

指標４】落書きの早期

た

発見・早期消去の徹底

、

を継続、「落書きゼロ

「

のあだち」を目指し、

治

区のイメージアップに

安

寄与する。

消去まで１

が

か月を超える案件につ

悪

いては、消去まで長く

い

かかることが判明した

」

時点で、所有者に同意

と

を得て、ポスターを貼

感

るなど

応急措置をして

じ

いく。

【計画の理念】

る

⑦持続可能な区政運営

区

の推進

スピーカー搭載

民

ＡＩカメラの設置や、

は

「あだち協創フロント

2

」を通じ民間企業と連

4

携した刑法犯認知件数

.

の減少に向けた分析等

2

、

先進技術を積極的に

％

活用することで、さら

（

なる区民の体感治安の

前

向上を図り、安全安心

年

な暮らしの実現に取り

比

組んでいく。

+1

4

.1pt）と良いとの

 

差は前年より縮小し体

担

感治安も

悪化傾向にあ

当

る。

【成果指標２】令

部

和6年の刑法犯認知件

に

数は4,617件（前

お

年比+175件）で増

け

加率は減少しているも

る

のの4年連続の増加と

評

なり目標達

成に至らな

価

かった。罪種別の内訳

（

では自転車盗をはじめ

部

万引き等の割合が高い

長

ため、引き続き、自転

評

車盗、万引きに関する

価

各対策

を積極的に講じ

－

る必要がある。

【成果

１

指標３】目標を下回っ

次

たが処理個数は減少し

評

状況は改善した。通報

価

協力員の通報体制づく

）

り等、不法投棄されに

そ

くい環境づ

くりの結果

の

と分析する。処理個数

１

の目標が未達成である

1

ことを重く捉え、詳細

)

を分析した結果、集積

施

所への不適正排出が増

策

加傾向

にある等の課題

の

が見られた。過去デー

達

タの活用など、目標達

成

成への更なる取り組み

状

が必要である。

【成果

況

指標４】目標を下回っ

と

たが5月末には全ての

そ

消去が完了予定。早期

の

発見・早期消去の方針

原

のもと速やかに対応し

因

た結果と分

析する。早

の

期発見・早期消去の方

分

針で実績を上げている

析

が、①新たな落書きが

【

発生し続けていること

成

、②早期消去の視点で

果

は未だ

改善の余地が見

指

られること、が課題と

標

して現れている。

【計

１

画の理念】⑦持続可能

】

な区政運営の推進

区が

全

抱えるボトルネック的

体

課題の「治安」解決へ

と

向けて、令和7年度は

し

「防犯設備の設置及び

て

物品購入補助金」で補

「

正予算を計上

するなど

治

、刑法犯認知件数減少

安

対策に重点を置いた事

が

業を展開したが、未だ

良

に根本解決には至って

い

いない。一方で、なが

」

ら見守り

への登録者数

と

は年々増加しており、

感

活動実態の充実等課題

じ

はあるものの、区民参

る

画の促進を図っている

区

。

2)達成状況と原因

民

分析を踏まえた今後の

は

方向性

【成果指標１】

6

比較的若年層の体感治

4

安が低い傾向にあるこ

.

とから、若年層にも分

0

かりやすい効果的な情

（

報発信を行うなど全体

前

的

な体感治安の向上を

年

図る。また、客引き行

比

為等防止対策として重

-

点地区での青パトと連

0

携した啓発活動やスピ

.

ーカー搭載ＡＩカメ

ラ

4

の設置による啓発を実

p

施していく。また、夜

t

間における少年の公園

）

内等でのたむろ防止に

で

向け、公園内での防犯
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

美化推進事業 地域調整課3566 75,839 118,743 194,582 現状維持 Ａ

駐輪場の建設・改修事業 交通対策課3920 108,778 15,777 124,555 現状維持 Ａ

駐輪場の維持管理事業 交通対策課3921 24,574 10,518 35,092 現状維持 Ｂ

まちづくり推進事業管理運営事務 まちづくり課7780 6,229 49,956 56,185 現状維持 Ｂ

防犯活動支援事務 危機管理課16034 725,698 109,540 835,238 拡充 Ａ

生活環境保全対策事業 生活環境保全課16371 16,595 65,297 81,892 改善・変更 Ａ

駐車場・駐輪場の管理運営事業 交通対策課18691 437,831 30,678 468,509 現状維持 Ａ

自転車の放置対策事業 交通対策課18692 410,398 30,678 441,076 現状維持 Ａ

民営自転車駐車場設置補助金交付事業 交通対策課18693 1,061 8,765 9,826 現状維持 Ａ

防犯カメラ一括管理事業【経常】 道・安全設備課22129 63,218 42,944 106,162 現状維持 Ｂ

防犯カメラ一括管理事業【投資】 道・安全設備課22140 177,655 13,148 190,803 現状維持 Ｂ

駅前等公衆喫煙所整備事業 地域調整課22253 11,363 6,574 17,937 改善・変更 Ａ

公衆喫煙所維持管理事業 地域調整課22257 86,567 2,191 88,758 現状維持 Ａ

安全安心ステーション管理運営事務 危機管理課22496 8,284 46,005 5

3

4,289 拡充 Ａ

通報

)

受付管理システム開発

施

事業 生活環境保全課2

施

4096 30,112

策

0 30,112 休止・

の

終了 Ａ

合計１５事業 2

手

,184,202 55

段

0,814 2,735

と

,016

して位置付け
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施

報交換

■　【課題3に

策

対する取組】使用差し

の

止めの申立ての実施、

概

警察と連携した使用差

要

し止め事務所の監視、

柱

職員向け不
主な取組

　

立

当要求防止責任者講習

て

会の開催

担 当 課 名 危機

1

管理課（取りまとめ）

4

電 話 番 号 03-388

【

0-5838 E-ma

く

il kikikanr

ら

i@city.ada

し

chi.tokyo.

】

jp

　住民協議会及び

地

他自治体、公安調査庁

域

、警察と協働・連携し

と

、「足立区反社会的団

と

体の規制に関する条例

も

」の対象

となる団体の

に

解散・撤退を目指して

築

活動を行っている。

協

く

働・協創
の 取 組 み

【目

、

標】16平和と公正を

 

すべての人に【ターゲ

安

ット】16.1 あら

全

ゆる場所において、す

な

べての形態の暴力及び

く

暴力に

関連する死亡率

ら

を大幅に減少させる。

し

16.4 2030年

施

までに、違法な資金及

策

び武器の取引を大幅に

群

減少させ、奪われた
Ｓ

名

ＤＧｓが
財産の回復及

5

び返還を強化し、あら

区

ゆる形態の組織犯罪を

民

根絶する。【関連する

の

理由】区民の安全で平

命

穏な生活を確
目指す目

や

標
保するため、警察と

財

連携し、区内の反社会

産

的団体等を排除してい

を

くことは、すべての形

守

態の暴力及び組織犯罪

り

を根絶
（ターゲッ

する

、

ことにつながる。【評

く

価】暴力団等反社会的

ら

団体の監視を地域団体

し

、警察と連携し継続す

の

ることにより、犯罪の

安

ト）との関
防止、暴力

全

団事務所使用差止仮処

を

分の内容を順守するこ

確

とができた。引き続き

保

反社会的団体の監視を

す

継続するととも
連及び

る

評価
に、自主的な解散

施

・撤退に向け、警察と

策

連携して対応していく

名

。

備　　　考

5.5 反社会的団体等の排除

■　安全と平穏が確保された暮らしができる。

施策の
目指す姿

■　反社会的団体を排除し、平穏な暮らしを確保する

    足立区反社会的団体の規制に関する条例の対象団体の自主的な解散や撤退に向けて、住民協議会への支援や若年

  者への注意喚起を推進するとともに、継続して条例に基づく対応を実施する。

■　他自治体と連携し、国へ要請行動を行う
施策の方向

   「オウム真理教対策関係市区町連絡会」と連携し、地域住民の不安解消を図るため、国に対し、オウム真理教後 

  継団体の活動に対する規制強化、その他適切な措置を行うように求める要請行動を継続して実施していく。

■　警察と連携し、暴力団を排除する

    足立区暴力団排除条例に基づく各種の措置に加え、暴力団排除に向けた法的措置などに取り組んでいく。

■　【現状1】足立区反社会的団体の規制に関する条例の対象団体に、条例に基づく報告請求や行政処分を行ってい

　るが、強制的に解散・撤退させる方策がなく、地域住民の不安や恐怖を解消するには至っていない。

　　【課題1】反社会的団体の排除

■　【現状2】オウム真理教後継団体に関する対策を行っている25 自治体で組織する「オウム真理教対策関係市区町

　連絡会」に加盟し、関係市区町が連携して情報収集や情報共有を行うとともに、国

足

に対しオウム真理教後

立

継団体の
現状と課題

　

区

規制強化に関する法整

　

備の要請などを行って

令

いる。

　　【課題2】

和

国への要請行動の推進

８

■　【現状3】暴力団

年

の撤退を目指し、警察

度

と連携して事務所使用

施

差止めの申し立てなど

策

法的対処を行っている

評

が、

　撤退には至って

価

いない。

　　【課題3

調

】暴力団事務所の排除

書

■　【課題1に対する

(

取組】条例に基づく報

令

告請求の実施、住民協

和

議会の活動支援の実施

７

、若年者への注意喚起

年

の実

　施（区内大学・

度

新成人への注意喚起チ

事

ラシ配布など）

■　【

業

課題2に対する取組】

実

オウム真理教対策関係

施

市区町連絡会総会の開

)

催、法務大臣・公安調

1

査庁長官への要請行

　

 

動、加盟自治体との情
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2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体が所有及び賃貸している施設の数 ※低減目標

定義等 「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体が所有及び賃貸している施設の数
指

単　位 施設 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 2 2 0 0 0
(1)

実　績　値 3 3 3 3 R10 0

達　成　率 67% 0% 67% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(2)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(3)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 19,610 11,139 20,483 19,621

人件費 29,040 33,472 34,436 39,002

総事業費 48,650 44,611 54,919 58,623

前年比(金額) 48,650 △4,039 10,308 3,704
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ている施設の数

区は、足立区反社会的団体の規制に関する条例（以下、「条例」という。）の対象団体の自主的な解散や撤退に向け、

4

住民協議会

への支援や

 

「オウム真理教対策関

担

係市区町連絡会」によ

当

る国への対象団体に関

部

する規制強化を求める

に

要請活動を実施したが

お

、条例

の対象団体を強

け

制的に解散・撤退させ

る

る方策がなく、国の対

評

応も変化がないため、

価

対象団体が所有及び賃

（

貸している施設を減ら

部

す

ことができなかった

長

。

一方、令和８年２月

評

１２日、アレフから提

価

起された第３次過料処

－

分取消請求訴訟につい

１

ては区の勝訴が確定し

次

、条例の対象団体に

対

評

する区の対応の正当性

価

が認められた。

【計画

）

の理念】⑦持続可能な

そ

区政運営の推進

区のボ

の

トルネック的課題であ

１

る「治安」改善に向け

1

、条例に基づく取り組

)

みを継続している。ま

施

た、公安調査庁による

策

立入検査の

実施、公安

の

審査委員会による再発

達

防止処分の決定、住民

成

協議会による抗議行動

状

など、対象団体に対し

況

様々なアプローチを行

と

ってい

るが、対象団体

そ

の解散・撤退といった

の

根本的な解決には至っ

原

ていない。

2)達成状

因

況と原因分析を踏まえ

の

た今後の方向性

【成果

分

指標】「足立区反社会

析

的団体の規制に関する

【

条例」の対象となる団

成

体が所有及び賃貸して

果

いる施設の数

令和８年

指

度は団体規制法に基づ

標

く観察処分の更新年度

】

に当たるため、住民協

「

議会が実施する署名活

足

動を支援するなど、観

立

察処分の

更新を国に求

区

めていく。合わせて、

反

観察処分の期限撤廃や

社

団体を解散させるため

会

の法整備を行い、適切

的

な措置を講ずることを

団

引き

続き国に要請して

体

いく。また、住民協議

の

会や他自治体、公安調

規

査庁、警察と連携して

制

対応することで、条例

に

の対象団体が活動しづ

関

らい環境をつくってい

す

く。

【計画の理念】⑦

る

持続可能な区政運営の

条

推進

条例の対象団体が

例

活動しづらい環境をつ

」

くる一方、地下鉄サリ

の

ン事件回顧展を区内大

対

学・公共施設等で実施

象

し、事件の風化を防ぐ

と

。特に、事件を知らな

な

い若年層への積極的な

る

周知によって、事件の

団

風化防止の効果を高め

体

ていく。

が所有及び賃貸し
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

危機管理事務 危機管理課22009 19,621 39,002 58,623 改善・変更 Ａ

合計１事業 19,621 39,002 58,623

3)施施策の手段として位置付け
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施

35 E-mail ka

策

nkyoseisak

の

u@city.ada

概

chi.tokyo.

要

jp

　イベントブース

柱

では、野鳥モニターや

立

環境マイスターと協働

て

し実施している。

　省

1

エネルギー機器等購入

4

費補助制度については

【

、住宅課・地域調整課

く

・産業政策課・地域包

ら

括ケア推進課・生活支

し

援推進課と周知や案内

】

の面で協働している。

地

協働・協創 　環境基金

域

の助成事業については

と

、若年層の活動促進に

と

向け、環境基金活用の

も

案内など区内大学と協

に

働している。

の 取 組 み

築

　環境学習等の事業に

く

ついては、教育委員会

、

、パークイノベーショ

 

ン推進課や実施事業者

安

と協働しているほか、

全

環境

学習ツアーなどの

な

事業では友好自治体と

く

も連携し実施している

ら

。

【目標】7エネルギ

し

ーをみんなにそしてク

施

リーンに

【ターゲット

策

】7.2 2030年

群

までに、世界のエネル

名

ギーミックスにおける

6

再生可能エネルギーの

環

割合を大幅に拡大させ

境

ＳＤＧｓが
る。

目指す

負

目標
【関連する理由】

荷

太陽光発電システムの

が

導入支援は、再生可能

少

エネルギー割合の拡大

な

につながる。
（ターゲ

い

ッ
【評価】令和6年度

く

の太陽光発電システム

ら

設置費補助件数は、6

し

40件であった。東京

を

都の補助金の拡充が続

実

き、太陽光
ト）との関

現

発電システム及び蓄電

す

池の設置が大幅に増加

る

しており、区の補助金

施

も相まって区内の再生

策

可能エネルギーの導入

名

量の
連及び評価

大幅増

6

加につながっている。

.

今後も補助を継続し、

1

太陽光発電等の導入支

地

援を行っていく。

備　

球

　　考

温暖化対策の推進と環境学習の充実

■　地球環境を守る区民意識が高まっている。

施策の
目指す姿

■　多様な主体と地球温暖化対策を進める。

■　再生可能エネルギーの導入を拡大する。

■　行動につながる環境学習を充実させる。

施策の方向

【現状１】①区内のＣＯ₂ 排出量の最新実績（令和３年度）209.8万トンのうち、家庭部門が41.7％と最も大きく、

次いで業務部門が22.2％、自動車部門が18.7％となっている。②足立区のＣＯ₂ 排出量に占める家庭部門の割合は41

.7％と特別区における家庭部門の割合である33.7％より高く、足立区のＣＯ₂ 排出の特徴となっている。【課題１】

まち全体での地球温暖化対策【現状２】①区内の再生可能エネルギーの導入容量は順調に増加しているが、区の太陽

光発電導入ポテンシャルを十分に活かしきれていないことや電力買取価格の下落など、設備導入に対する不安要素が
現状と課題

あることが課題となっている。②太陽光発電設備の設置拡大と併せ、設備の設置が困難な家庭や小規模事業所向けの

電気使用に伴うＣＯ₂ の排出抑制策も求められている。【課題２】再生可能エネルギー利用拡大【現状３】環境への

負荷を減らし、多様な生き物と共存できる地球環境を保全していくため、区では体験プログラムや自然観察会など様

々な機会を通じて、一人ひとりが環境問

足

題や生物多様性に対す

立

る理解を深め、具体的

区

な行動を起こすきっか

　

けづくり

を進めている

令

。【課題３】環境問題

和

への理解促進

■　イベ

８

ント· 講座を活用した

年

環境保全に関する情報

度

発信

■　省エネ設備導

施

入に関する支援（省エ

策

ネリフォーム補助制度

評

、省エネルギー対策工

価

場設備更新補助制度な

調

ど）

■　太陽光発電設

書

備設置等に関する支援

(

（太陽光発電システム

令

設置費補助制度、蓄電

和

池設置費補助制度など

７

）

■　再エネ100 

年

電力導入サポートプラ

度

ン協力金の支給

■　自

事

然観察会の開催
主な取

業

組
■　小・中学校向け

実

出前講座の開催

■　一

施

般向け環境講座の開催

)

担 当 課 名 環境政策課（

1

取りまとめ）

電 話 番 号

 

03-3880-59
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　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 180,982 246,880 386,161 492,057

人件費 122,796 128,030 154,963 162,582

総事業費 303,778 374,910 541,124 654,639

前年比(金額) 303,778 71,132 166,214 113,515

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 家庭部門における世帯あたりの二酸化炭素（CO₂ ）排出量（年間）

定義等 オール東京62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」の最新の算定値「※低減目標」
指

単　位 ｔ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 2.35 2.25 2.15
(1)

実　績　値 2.34 2.44 2.29 2.03 R10 1.95

達　成　率 0% 83% 0% 80% 103% 85% 111% 96% -

指標名 区内の再生可能エネルギー導入量（累計）

定義等 資源エネルギー庁公表の固定価格買取制度の「設備導入状況の公表」における最新のＢ表（②-1、②-2）の合計値
指

単　位 ｋW 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 40,125 42,563 45,000 48,000 58,618
(2)

実　績　値 41,112 45,429 47,898 54,977 R10 65,900

達　成　率 102% 62% 107% 69% 106% 73% 115% 83% -

指標名 自然環境を大切にすることを心がけている区民の割合

定義等 世論調査で「自然環境を大切にすることを心がけている」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 40 41 42
(3)

実　績　値 25.8 23.9 26.2 27.1 R10 44

達　成　率 0% 59% 0% 54% 66% 60% 66% 62% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成
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京

は高層の

建築物が少な

市

く、平らな地勢である

区

ことから、太陽光発電

町

設備設置ポテンシャル

村

が高いというデータが

共

示されており、太陽光

同

発電

システム補助金の

事

予定受付件数を大幅に

業

拡大したうえ、1,0

に

35件分の補助を行っ

よ

た。

2)達成状況と原

る

因分析を踏まえた今後

算

の方向性

【指標１】電

定

源構成の再エネ比率の

に

拡大等により、CO₂

時

排出量は今後も減少傾

間

向で推移することが見

を

込まれる。住宅地が多

要

くを占

める足立区の脱

す

炭素化には、家庭部門

る

のCO₂ 排出量の削減

た

が不可欠であるため、

め

補助事業による省エネ

、

ルギー設備への切替え

最

支援

や、日常の省エネ

新

活動の啓発等、区民の

の

取組の誘導を図ってい

実

く。

【指標２】令和8

績

年度では、太陽光発電

が

システムと蓄電池補助

令

金を統合して実施する

和

ことで、申請者がより

5

簡易に申請ができるよ

年

う制度変更を行った。

度

また、補助件数も当初

の

予算上、令和7年度1

数

,000件から令和8

値

年度1,350件に拡

と

大し、太陽光発電シス

な

テムの導

入をさらに推

っ

し進めることで、区内

て

の脱炭素化を推進して

い

いく。

【指標３】環境

る

学習イベント参加者の

。

アンケート結果から内

実

容自体に問題はないと

績

考えられるため、開催

は

回数増の検討やイベン

前

ト

の内容をHPやSN

年

S等で発信し、広く周

度

知していく。また、区

比

内全域で実施している

で

アプリを活用した生き

0

もの調査の結果などを

.

活

用し、自然や生物多

2

様性に対する理解を促

6

進するパネル展などを

ト

環境情報プラザやA-

ン

Festaなどで開催

の

し、機を捉えて区民に

4

削

効果

的な啓発を実施し

減

ていく。さらに、環境

と

学習教材などで生物多

な

様性に向けた学習を小

っ

学校で実施し持続可能

た

な社会の担い手を育成

。

する。

【計画の理念】

令

③ウェルビーイングの

和

向上とSDGsの推進

5

・⑥地域特性・地域資

 

年

源を踏まえた施策の展

度

開

　令和7年度から令

は

和8年度にかけて足立

新

区環境基本計画を改定

型

している。環境問題に

コ

おける状況の変化や区

ロ

の取り組み状況の整理

ナ

を行いつつ、改定版で

ウ

は新たにウェルビーイ

イ

ングを環境の視点から

担

ル

高めていくという内容

ス

を盛り込み、SDGｓ

が

の目標達成に向けた

新

5

たなライフスタイルを

類

提案・推進する計画を

感

環境審議会に諮問し、

染

検討策定していく。こ

症

れまでは地球環境の悪

に

化やそれを改善

するた

移

めの不便や我慢を強い

当

行

るようなややネガティ

し

ブな啓発から、補助金

、

や講座等を活用し区民

経

のより良い生活につな

済

がるような

ポジティブ

活

な啓発を行い、区民の

動

行動変容を促していく

が

。

本格

部

的に再開した年度であ

に

るが、在宅時間の減少

お

等により家庭部門のC

け

O₂ 排出量が前

年度比

る

8万トン減少した。併

評

せて、世帯数が前年度

価

比で6,500世帯増

（

加したことや世帯あた

部

りの平均人数（人口÷

長

世帯数）が1.91人

評

から1.88人に減少

価

したことも世帯あたり

－

の排出量減少の要因と

１

考えられる。

【指標２

次

】区内の再生可能エネ

評

ルギー導入量について

価

は、令和7年9月末の

）

数値となるが、目標値

そ

を大きく上回り目標達

の

成となった

。令和6年

１

度の実績と比べ、約7

1

,000ｋW増加して

)

いるが、そのほとんど

施

が10ｋW未満の太陽

策

光発電設備の導入によ

の

るもので、国や都

およ

達

び区の助成事業が功を

成

奏しているといえる。

状

なお、導入量の大幅な

況

増加により、令和7年

と

度実績が想定していた

そ

令和8年度目標

を上回

の

ったため、令和7年度

原

を含む直近5年間の実

因

績の推移を元に目標値

の

を再設定した。

【指標

分

３】自然環境を大切に

析

することを心がけてい

【

る区民の割合について

指

は、目標値の40％に

標

対して実績値は27.

１

1％と約65％の達

成

】

状況である。自然や生

家

物多様性に対する理解

庭

を促進するため、足立

部

区生物多様性地域戦略

門

に基づき友好都市と連

に

携した自然体験

や区内

お

の身近な自然を活用し

け

た自然観察・自然体験

る

等の環境学習を実施し

世

た。これらの環境学習

帯

イベント参加者のアン

あ

ケート結果

では、自然

た

環境を大切にすること

り

を心がけたいとの回答

の

が9割を超えている。

二

しかし、令和７年度に

酸

開催した環境学習イベ

化

ントは

、会場の広さ等

炭

の理由からすべて定員

素

制にしたため、広く区

（

民に周知できていない

C

状況である。その結果

O

、世論調査で「自然環

₂

境

を大切にすることを

）

心がけている」と答え

排

た区民の割合は、まだ

出

目標値を超えることが

量

できていない。

【計画

に

の理念】③ウェルビー

つ

イングの向上とSDG

い

sの推進・⑥地域特性

て

・地域資源を踏まえた

は

施策の展開

　区内のC

、

O₂ 排出量削減のため

オ

、省エネルギー機器等

ー

の購入促進に資する補

ル

助金メニューを各種実

東

施した。特に、足立区
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

環境政策一般管理事務 環境政策課3882 1,320 21,913 23,233 現状維持 Ｂ

環境計画推進事業 環境政策課3883 14,977 21,913 36,890 改善・変更 Ａ

環境基金積立金 環境政策課3886 5,599 877 6,476 現状維持 Ｃ

環境保全普及啓発事業 環境政策課3887 4,202 31,990 36,192 改善・変更 Ａ

環境学習推進事業 環境政策課20498 29,372 48,644 78,016 改善・変更 Ｂ

省エネ・創エネ推進事業 環境政策課21571 436,587 33,739 470,326 拡充 Ａ

電気自動車充電場所整備事業 環境政策課24069 0 3,506 3,506 休止・終了 Ｂ

合計７事業 492,057 162,582 654,639

3)施施策の手段として位置付け
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施

■　粗大ごみの資源化

策

事業は、従来行ってい

の

た金属類・木製家具・

概

布団類に加えて、令和

要

7年度からは衣装ケー

柱

スの

の 取 組 み 　　リサ

立

イクルを事業者と連携

て

し、開始した。更なる

1

ごみの減量と資源化の

4

推進を図る。

■　事業

【

所への排出指導とリサ

く

イクル啓発により、ご

ら

みの分別を徹底しオフ

し

ィスペーパーの削減を

】

推進した。また、

　　

地

足立区商店街振興組合

域

連合会との連携のもと

と

、チラシを用いた啓発

と

でAIを活用した食品

も

ロス削減システムの普

に

及

　　を図った。令和

築

8年度には、食品ロス

く

削減の好事例を周知し

、

、さらなる推進を目指

 

す。

【目標】12持続

安

可能な生産消費形態を

全

確保する【ターゲット

な

】12.5廃棄物の発

く

生を減らす

【関連する

ら

理由】
ＳＤＧｓが

　・

し

限られた資源の有効活

施

用と最終処分場の延命

策

のため、大量消費・大

群

量廃棄の生活を見直し

名

、ごみの減量・資源化

6

目指す目標
　　を推進

環

する。区民や事業者等

境

の行動変容を促し、ご

負

みの発生抑制、持続可

荷

能な資源利用への転換

が

を図る。
（ターゲッ

【

少

評価】
ト）との関

　・

な

区民に対し資源の分別

い

や令和8年度開始のプ

く

ラスチック分別回収に

ら

向けてSNSや動画配

し

信等、情報発信を積極

を

的に
連及び評価

　　行

実

った。

　・イベントで

現

は生ごみ処理機の実機

す

展示や廃食油のVR機

る

器を用いた体験型PR

施

を行い、効果的な啓発

策

につながった。

備　　

名

　考

6.2 ごみの減量・資源化の推進

■　ごみの少ない循環型社会を実現している。

施策の
目指す姿

■　燃やすごみの減量から家庭ごみを減らす

■　排出指導の徹底と食品ロス削減で事業者ごみを減らす

■　ターゲットに合わせて効果的な資源化を促進する

施策の方向

■　家庭ごみ量については、区内総人口は増加している中、減少傾向にある。

■　「繰り返し使えるものは使うなど、ごみになるものを減らすよう心がけている」区民の割合は41.5％となってお

　　り、更なるごみ削減の余地がある。

■　区内のごみ排出量のうち、家庭ごみは減少傾向にあるが、事業系ごみは、ほぼ横ばいで推移している。

■　事業系ごみのうち、高い割合となっている生ごみの減量のほか、リサイクル可能なオフィスペーパーや雑がみが
現状と課題

　　ごみとして排出されているといった課題がある。事業系ごみの削減と分別の推進が求められている。

■　区民の「環境への心がけ、取り組み」が、30代以下の世代では意識が低くなっているため、若年層のリサイクル

　　意識向上が課題である。

■　プラスチック分別回収の促進

■　家庭における食品ロス削減の啓発の実施

■　生ごみの水切りによるごみ減量の推進

■　事業者への排出指導の強化

■　オフィスペーパー削減の推進
主な取組

■　AIを利用した食品ロス削減の推進

■　ごみの分別・資源化に関する誰に

足

でもわかりやすい情報

立

提供の実施

■　ごみ・

区

資源の排出に関する指

　

導・支援（ふれあい指

令

導・戸別訪問収集など

和

）

担 当 課 名 足立清掃事

８

務所（取りまとめ）

電

年

話 番 号 03-3853

度

-2141 E-mai

施

l keikaku-a

策

dachiseiso

評

u@city.ada

価

chi.tokyo.

調

jp

■　生ごみ処理機

書

補助金は、区内事業者

(

等と協働した実機展示

令

等の体験型PRに取り

和

組み、申請件数は令和

７

6年度の3倍

　　以上

年

となる800件を超え

度

た。令和8年度はプラ

事

スチック分別回収の全

業

域実施を見据え、より

実

多くの事業者と連携し

施

　　て区民の生ごみ水

)

切り行動を加速させ、

1

さらなるごみの減量を

 

推進する。

協働・協創
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標　値標
目　標　値

(5)
実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 6,422,484 6,671,219 7,007,906 7,495,293

人件費 1,373,155 1,372,353 1,432,798 1,653,437

総事業費 7,795,639 8,043,572 8,440,704 9,148,730

前年比(金額) 7,795,639 247,933 397,132 708,026

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 区民一人1日あたりの家庭ごみ排出量　※低減目標

定義等 区収集ごみ量÷人口（該当年度の1月1日現在）÷年間日数
指

単　位 ｇ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 490 480 470 460 450
(1)

実　績　値 516.2 496.3 482.3 473.4 R10 480

達　成　率 95% 93% 97% 97% 97% 100% 97% 101% -

指標名 区内のごみ量（区収集ごみ量+事業系持込ごみ量）（年間）　※低減目標

定義等 区収集ごみ量+事業系持込ごみ量　※事業系持込ごみ量は8月に確定
指

単　位 ｔ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 165,400 162,400 159,400 157,400 154,400
(2)

実　績　値 172,220 165,809 161,631 158,944 R10 165,071

達　成　率 96% 96% 98% 100% 99% 102% 99% 104% -

指標名 区民一人1日あたりの資源回収量（行政回収量+集団回収量）

定義等 （行政回収量+集団回収量+燃やさないごみ資源化量+粗大ごみ資源化量）÷人口（該当年度の1月1日現在）÷年間日数
指

単　位 ｇ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 124.8 125.4 124 124.1 149.7
(3)

実　績　値 121.1 114.3 115.5 111.8 R10 150

達　成　率 97% 81% 91% 76% 93% 77% 90% 75% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　
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た

分別回収を区内全域で

。

開始することに伴い、

内

分別方法及び収集日が

訳

変更になる。そのため

を

、分別

  回収の必要

み

性や効果について継続

る

的に情報発信し、制度

と

の定着および行動変容

家

を促していく。このよ

庭

うにして区民の理解と

ご

実践

　を深めていくこ

み

とにより、更なるごみ

1

の減量と資源化の推進

,

を図る。

390ｔ減、事業ごみは1,

297ｔ減少した。区内人口が増加しているにもかかわらず、ごみ総量は

4

減少した。（事業系持

 

ち込みごみ量は8月頃

担

に確定するため

、当指

当

標の数値については確

部

定してから入力する。

に

）

　特に、燃やすごみ

お

については、令和6年

け

4月から開始したプラ

る

スチック分別回収モデ

評

ル事業の影響及び、区

価

内全域実施に向けて継

（

続的に実施した周知を

部

契機にしたものと考え

長

る。よって、区民1人

評

一日あたりのごみ量も

価

減少することとなった

－

。

【指標3】令和6年

１

度と比べて、行政回収

次

量は18,644ｔ（

評

98.5％）、集団回

価

収量は6,157ｔ（

）

94.1％）となり、

そ

資源回収量はいずれ

も

の

微減となった。

　粗大

１

ごみの資源化事業は、

1

従来行っていた金属類

)

・木製家具・布団類に

施

加えて、衣装ケースの

策

リサイクルを開始した

の

ことで微増

した。更な

達

る資源化可能物を研究

成

し、資源化率の向上を

状

目指す。

　区民に対し

況

、プラスチック分別回

と

収区内全域実施につい

そ

て、ＳＮＳ等を活用し

の

た情報発信を積極的に

原

行い、資源回収量の増

因

に努

める。

2)達成状

の

況と原因分析を踏まえ

分

た今後の方向性

１　ご

析

みの減量、資源化の推

【

進に向けた事業展開を

指

行っていく。

（１）令

標

和8年4月からプラス

1

チック分別回収の区内

・

全域実施を開始したこ

2

とから、収集曜日等の

】

変更やプラスチックの

区

分別方法に

     

内

ついて、引き続きチラ

の

シやあだち広報、SN

ご

S等で継続的に周知す

み

ることで、ごみの減量

排

及び資源化の推進を図

出

る。

（２）不燃ごみ及

量

び粗大ごみのリサイク

は

ルに取り組み、より一

、

層のごみの減量及び資

1

源化の推進を図るとと

5

もに、新たな資源化可

8

     能物の回収

,

スキームの構築を検討

9

する。

（３）燃やすご

4

みの収集回数の減少に

4

伴う家庭内での生ごみ

ｔ

処理の負担軽減及びご

と

みの減量を図るため、

令

生ごみ処理機購入補助

和

金

　　制度の効果的な

6

周知啓発を行い、機器

年

の利用普及を促進する

度

。

（４）廃食油の回収

比

拠点を5か所から7か

で

所に拡大し、持込みの

2

利便性向上及び資源回

,

収の促進を図る。

（５

6

）食品ロス削減をテー

8

マとした料理教室の開

7

催数を2回から3回に

ｔ

拡大し、実践的な学び

減

を通じて区民の行動変

少

容を促す。

２　令和8

し

年度よりプラスチック
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

清掃関係一般管理事務 ごみ減量推進課3868 1,802 21,913 23,715 現状維持 Ｂ

清掃管理事務負担金支出事務 ごみ減量推進課3869 1,542 877 2,419 現状維持 Ａ

有料ごみ処理券販売事業 ごみ減量推進課3871 24,926 14,901 39,827 現状維持 Ｂ

東京二十三区清掃一部事務組合分担金の支出事務 ごみ減量推進課3874 3,620,818 9,637 3,630,455 現状維持 Ａ

ごみ収集運搬事業 足立清掃事務所3875 2,104,888 1,171,822 3,276,710 拡充 Ｂ

清掃車両運営事業 足立清掃事務所3876 44,110 148,124 192,234 現状維持 Ｂ

し尿収集運搬事業 足立清掃事務所3877 15,827 8,765 24,592 改善・変更 Ｂ

資源化物行政回収事業 足立清掃事務所3878 1,455,232 61,355 1,516,587 拡充 Ａ

集団回収支援事業 ごみ減量推進課3879 57,373 29,797 87,170 改善・変更 Ａ

浄化槽清掃助成事業 ごみ減量推進課3880 63 3,506 3,569 現状維持 Ｂ

事業系廃棄物処理事務 ごみ減量推進課3881 3,560 49,084 52,644 現状維持 Ａ

３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）推進事業 ごみ減量推進課3888 42,473 46,446 88,919 拡充 Ａ

清掃事務所の運営事務 足立清掃事務所3895 110,194 74,062 184,256 現状維持 Ａ

環境清掃関係施設改修事業 足立清掃事務所22937 12,485 13,

3

148 25,633 休

)

止・終了 Ａ

合計１４事

施

業 7,495,293

施

1,653,437 9

策

,148,730

の手段として位置付け
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施

ネーターの配置による

策

地域づくり（地域にお

の

ける活動の活性化）支

概

援

【課題３に対する取

要

組】「職員の意識改革

柱

」に資する研修の実施

立

、多機関協働事業によ

て

る課題解決の推進

担 当

1

課 名 福祉まるごと相談

5

課（取りまとめ）

電 話

【

番 号 03-3880-

く

6219 E-mail

ら

kurashi-sh

し

igoto@city

】

.adachi.to

い

kyo.jp

支援会議

つ

を通じて、庁内６部１

ま

６課（福祉、保健・衛

で

生、子ども、住宅支援

も

、環境保全、教育）お

住

よび社会福祉協議

会、

み

介護・障がい等、各分

続

野の関係機関と協働し

け

て支援を実施している

ら

。

協働・協創
の 取 組 み

れ

【目標】3「すべての

る

人に健康と福祉を」

【

安

ターゲット】3.4 

心

重層的支援体制整備に

な

より『地域共生社会』

く

を目指すことで福祉と

ら

健康を促進する。
ＳＤ

し

Ｇｓが
【関連する理由

施

】
目指す目標

　重層的

策

支援体制整備の１つで

群

ある包括的相談支援を

名

展開し、つながり続け

7

る支援体制を構築する

地

ことは福祉と健康
（タ

域

ーゲッ
　の促進に寄与

で

する。
ト）との関

【評

つ

価】
連及び評価

　区民

な

の生きづらさや困りご

が

とに対して、庁内外の

り

多機関が協働して検討

、

・支援する体制が整え

支

られている。

備　　　

え

考

合う地域共生社会を実現する

施 策 名 7.1 重層的支援体制整備と支え合う地域づくりの推進

■　誰一人取り残さない地域や支援体制がつくられている。

施策の
目指す姿

■　属性や世代を問わない「誰でも・なんでも相談できる福祉窓口」を充実させるとともに、組織・分野横断的な多

　機関協働による支援を実施することで、複合・複雑化する課題・困りごとを解決する。

■　積極的なアウトリーチにより相談者との信頼関係を築くとともに、地域や関係機関とのネットワークを強化し、

　一人ひとりが抱える潜在的な支援ニーズを把握することで課題解決に導く。
施策の方向

■　職員の「自分の担当ではない」という意識を「足立区に寄せられた困りごと」という意識に変革させ、オールあ

　だちで支援する体制を構築し、重層的支援を推し進める。

【現状１】８０５０問題やダブルケア、ヤングケアラーなど、制度や分野の狭間で支援の届きづらい複数の困りご

とが重なり、抱える課題が複合・複雑化してきている。

【課題１】従来の分野別の支援体制では、複合・複雑化した課題への支援や狭間のニーズに対応できない。

【現状２】長期にわたりひきこもりの状態にあるなど、生きづらさを抱えながらも支援につながっていないケース

や、相談窓口を通してだけでは見えない潜在的な支援ニーズも多く存在している。
現状と課題

【課題２】支援そのものに対する抵抗

足

感や表面化していない

立

潜在的な困りごとへの

区

対応

【現状３】複合的

　

な課題や制度の狭間の

令

ニーズに対して、既存

和

の分野別（縦割り）で

８

の公的支援では、個々

年

に寄り

　添ったきめ細

度

やかな支援が必ずしも

施

できているとはいえな

策

い。

【課題３】組織・

評

分野横断的に連携して

価

支援を実現するための

調

職員の意識改革

【課題

書

１に対する取組】「ま

(

るごと相談」として掲

令

げる生活困窮を含めた

和

包括的相談支援事業の

７

推進、支援会議・重

層

年

的支援会議の開催

　な

度

ど多機関協働による支

事

援

【課題２に対する取

業

組】アウトリーチによ

実

る相談支援、ひきこも

施

りや就労支援などニー

)

ズや状況に沿った丁寧

1

なマッ

チング、地域福

 

祉
主な取組

　コーディ
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位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 3,537,644 8,116,651 8,682,737 2,869,396

人件費 822,649 831,278 862,626 1,046,583

総事業費 4,360,293 8,947,929 9,545,363 3,915,979

前年比(金額) 4,360,293 4,587,636 597,434 △5,629,384

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 包括的相談窓口（福祉まるごと相談課）の認知度

定義等 世論調査における「属性や分野を問わず、誰でも・なんでも相談できる相談窓口」を知っている割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 50 50
(1)

実　績　値 - - - 10.7 R10 65

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 21% 16% -

指標名 支援会議、コア支援会議での庁外機関との連携割合

定義等 行政以外の多様な機関・団体とのネットワーク構築により支援検討につながった割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 40 45 52
(2)

実　績　値 - - 42 50 R10 55

達　成　率 0% 0% 0% 0% 105% 76% 111% 91% -

指標名 地域住民や地域活動団体等の気づきによりアウトリーチ相談につながった割合

定義等 潜在的な困りごとがアウトリーチにより相談につながった支援率
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 7 8 10
(3)

実　績　値 - - 7.7 8.6 R10 13

達　成　率 0% 0% 0% 0% 110% 59% 108% 66% -

指標名 地域福祉活動を行っている区民の割合

定義等 地域のなかに様々な活動の選択肢があり、気軽な参加・活動できる環境の広がり
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 8 8
(4)

実　績　値 - - - - R10 9.5

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　
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ご

のサイクルを回すこと

と

で”まるごと相談”に

を

ついての

認知度の向上

抱

を図っていく。

　ひき

え

こもり支援事業につい

て

ては、昨年度開始した

い

メタバースによる居場

な

所支援をさらに強化し

い

ていく。今年度は利用

方

者の増加を

目指し、ニ

に

ーズの高い夜間時間帯

関

を４月から追加してい

し

るが、必要な情報が必

て

要な方へ届くよう、S

関

NSの活用や関係機関

心

との連携

を強化。さら

を

に、新たに専用案内カ

持

ードを作成し、配置場

っ

所を拡大するなど、よ

て

り手に取りやすい周知

も

の工夫を図っていく。

ら

【成果指標（２）】

　

う

引き続き、多機関協働

に

事業を含めた福祉まる

は

ごと相談課の事業内容

至

について、外部への講

ら

演を積極的に行ってい

ず

くことで、各機

関との

目

連携の強化を行ってい

標

く。

【成果指標（３）

を

】

 東、西の相談拠点

下

を核とし、包括的相談

回

支援を展開し、関係す

っ

る支援機関とともに区

た

民の困りごとについて

。

包括的に受け止めて

い

　

く。また、令和８年下

【

半期からは夜間・休日

成

もつながる就労相談事

果

業の開始を予定してお

指

り、若者からの相談の

標

多くを占める就

労相談

（

体制の拡充を図ってい

２

く。

【成果指標（４）

）

】

◆令和８年度以降は

】

地域福祉活動計画の改

　

定時期が未定であるた

多

め、別の手法で数値を

機

取っていくこととした

関

。

◆地域福祉コーディ

協

ネーターのつなぎによ

働

って、今まで創出され

事

なかった地域のつなが

業

りが生まれた。地域福

の

祉コーディネーター

の

体

積極的な関わりにより

制

、行政サービスで支え

整

るのみでなく、地域全

備

体で支え合える仕組み

が

作りを推進していく。

4

進

【計画の理念】④人権

ん

・多様性の尊重と地域

だ

共生社会の実現

　中期

結

では地域づくり事業を

果

さらに拡大し、地域活

、

性化を推進するととも

コ

に、「困っている人を

ア

一人にしない」社会の

支

実現を目指

す。特に、

援

自ら声を上げることが

 

会

難しい方の潜在的なニ

議

ーズを把握し、支援が

の

行き届く体制を構築す

開

る。そして、まだ「福

催

祉まる

ごと相談課」の

回

存在を知らない層に対

数

しても、確実に支援の

が

手が届くセーフティネ

増

ットを構築し、地域全

え

体で支え合う仕組みを

担

、

強

化していく。

　長期

そ

では「複雑化した課題

れ

を発生させない仕組み

に

」の展開に向け、福祉

伴

まるごと相談の周知・

い

各関係機関との一層の

関

連携により

早期発見ル

係

ートの強化を行うこと

機

で課題が複合・複雑化

関

する前の予防型支援へ

当

の

の転換を目指す。

参加数が増加し、目

部

標を上回

った。

【成果

に

指標（３）】

　”まる

お

ごと相談”が２拠点体

け

制となったことによる

る

相談箇所の増加や関係

評

機関への講演や庁内の

価

研修で”まるごと相談

（

”につい

て積極的に行

部

ったことにより、徐々

長

に地域活動団体などか

評

らの相談も広がりを見

価

せ始めており、目標を

－

上回った。

【成果指標

１

（４）】

◆令和７年度

次

の数値が取れなかった

評

理由

　足立区社会福祉

価

協議会で令和８年度に

）

予定されていた地域福

そ

祉活動計画がコロナの

の

影響を考慮して、改定

１

を行わないこととなり

1

、計画改定時に行って

)

いた調査が行われない

施

方針となったため。

◆

策

地域福祉コーディネー

の

ターの配置効果につい

達

て（以下、ＣＳＷとす

成

る。）

　①気づく	Ｃ

状

ＳＷが地域で把握した

況

「支え手となり得る」

と

主体　２０４件

　②つ

そ

なぐ	ＣＳＷのコーデ

の

ィネートにより支え手

原

につないだ相談事案	

因

５７件

　③つくる	若

の

者・障がい者・ひきこ

分

もりと高齢者等分野を

析

横断したつながりを形

【

成し、共に活動する機

成

会を創出した数　２１

果

件

　

【計画の理念】④

指

人権・多様性の尊重と

標

地域共生社会の実現

　

（

重層的支援体制の整備

１

については、積極的な

）

アウトリーチ事業と多

】

機関協働を両軸とし、

　

「包括的な相談支援」

チ

、「参加支援」

、「地

ラ

域づくり」を一体的に

シ

展開することで地域共

や

生社会の実現のための

S

土台作りが着実に進ん

N

でいる。

　地域からの

S

アウトリーチにつなが

で

った割合については目

の

標を達成した一方で、

発

まるごと相談課の認知

信

度は低い水準である。

に

　福祉まるごと相談課

よ

の存在が「支援を必要

り

としている特定の層」

積

や「関係機関」には届

極

きつつあるものの、一

的

般区民や特定の課

題を

な

自覚していない層への

周

浸透には至っていない

知

と思われる。

2)達成

に

状況と原因分析を踏ま

努

えた今後の方向性

【成

め

果指標（１）】　

　「

て

誰でも・なんでも相談

い

できる窓口」の認知度

た

向上のため、庁内およ

が

び関係機関・団体への

、

積極的な研修・講演を

現

行うことやデ

ジタルで

に

の情報発信についても

困

分析を行い、効果的な

り

発信方法の検討、改善
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計２４事業 2,869,396 1,046,583 3,915,979

3)施施策の手段として位置付け
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住区 住

事

福祉管理課24207

務

4,246 4,821

住

9,067 現状維持 Ｂ

区

合計２４事業 2,86

推

9,396 1,046

進

,583 3,915,

課

979

358

区

1 41,

別紙

3

8

)施策の手段として位

8

置付けられる事務事業

5

の評価結果
事務事業 施

1

策への
事務事業名 事業

1

費 人件費 総事業費 課長

,

評価 担当課コ ー ド

推

3

貢献度

95 53,280 現

進

状維持 Ａ

住区施設大規

課

模改修・開設事務 住区

3

推進課3582 72,

5

721 13,148 8

7

5,869 現状維持 Ａ

6

地域集会所運営委託事

9

務 住区推進課3583

推 ,

11,342 1,75

3

3 13,095 現状維

1

持 Ｂ

福祉管理事務 福祉

1

管理課3660 28,

2

823 45,140 7

1

3,963 現状維持 Ｂ

,

足立区社会福祉協議会

9

への運営費助成事務 福

1

祉管理課3661 70

3

1,720 877 70

進 3

2,597 現状維持 Ａ

1

地域福祉振興基金積立

,

金 福祉管理課3662

2

48,263 877 4

2

9,140 現状維持 Ａ

4

福祉関係施設改修事業

改

【経常】 福祉管理課3

善

664 74 877 95

・

1 現状維持 Ｂ

地域保健

変

福祉の推進事業 福祉管

一 更

理課3667 990 3

Ａ

,506 4,496 現

住

状維持 Ａ

民生委員推薦

区

会運営事務 福祉管理課

施

3670 648 25,

設

414 26,062 現

運

状維持 Ａ

民生・児童委

営

員活動支援事業 福祉管

委

理課3671 79,3

託

47 33,739 11

般

事

3,086 現状維持 Ａ

務

足立区保護観察協会へ

住

の助成事務 福祉管理課

区

3672 2,143 1

推

3,148 15,29

進

1 現状維持 Ａ

苦情解決

課

委員会運営事業 高・医

3

療介護連携課3684

5

405 6,354 6,

8

759 現状維持 Ａ

募金

管

0

事務 地域調整課102

1

77 0 5,566 5,

,

566 現状維持 Ｃ

区民

5

事務所（地域調整・渉

6

外） 地域調整課102

5

97 0 438,250

,

438,250 現状維

1

持 Ａ

孤立ゼロプロジェ

9

クト推進事業 地域調整

1

課16392 136,

理

1

505 74,939 2

3

11,444 改善・変

9

更 Ａ

社会福祉法人認可

,

及び指導監査事務 福祉

7

管理課17209 2,

9

102 26,295 2

1

8,397 現状維持 Ａ

1

包括的相談支援事業 ま

,

るごと相談課2084

7

5 60,280 101

事

0

,341 161,62

4

1 拡充 Ａ

福祉サービス

,

第三者評価事業 高・介

9

護保険課21748 3

8

9,964 8,765

2

48,729 現状維持

改

Ａ

ひきこもり支援事業

善

まるごと相談課239

・

06 43,403 9,

変

948 53,351 改

務

更

善・変更 Ａ

地域づくり

Ａ

事業 まるごと相談課2

住

4081 20,033

区

6,136 26,16

施

9 拡充 Ｂ

福祉総合シス

設

テム運用管理事務 福祉

維

管理課24202 0 5

持

2,590 52,59

補

0 現状維持 Ｂ

福祉関係

修

施設改修事業【投資】
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施

03-3880-58

策

64 E-mail ch

の

iiki-chose

概

i@city.ada

要

chi.tokyo.

柱

jp

　町会・自治会や

立

ＮＰＯ団体は、清掃活

て

動や防犯パトロールな

1

ど地域課題へも主体的

5

に取り組んでおり、協

【

働・協創

の最大のパー

く

トナーである。今後も

ら

多様化・複雑化した区

し

民ニーズに応えるため

】

、地域課題を自主的・

い

自発的に解決

していく

つ

地域の団体を支援して

ま

いく。

協働・協創
の 取

で

組 み

【目標】11　住

も

み続けられるまちづく

住

りを、17　パートナ

み

ーシップで目標を達成

続

しよう

【ターゲット】

け

11.3　町会・自治

ら

会やＮＰＯ団体の活動

れ

を支援することによっ

る

て、地域のコミュニテ

安

ィ活性化に寄与
ＳＤＧ

心

ｓが
し、人々がその場

な

所で安心して生活でき

く

るまちづくりへとつな

ら

がる。17.17　様

し

々なパートナーシップ

施

の経験や資源
目指す目

策

標
戦略を基にした、効

群

果的な公的、官民、市

名

民社会のパートナーシ

7

ップを奨励・推進する

地

。
（ターゲッ

【関連す

域

る理由】町会・自治会

で

やＮＰＯ団体は、地域

つ

課題を取り組むにあた

な

って最大のパートナー

が

である。
ト）との関

【

り

評価】団体とは緊密で

、

友好的な関係性を維持

支

することができた。
連

え

及び評価

備　　　考

合う地域共生社会を実現する

施 策 名 7.2 町会・自治会、ＮＰＯ等の活動支援の推進

■　多様な主体が地域で活躍し、つながりが広がっている。

施策の
目指す姿

■　町会・自治会の持続可能な運営に向けて、運営助成や負担軽減のみならず、デジタル活用を含めた運営支援や相

　談サポート等を実施し、安全・安心な地域社会を実現していくとともに、行事には加入者だけでなく、未加入者な

　ど多様な住民を巻き込む活動を支援することで、町会・自治会との接点を創出していく。

施策の方向
■　ＮＰＯ活動支援センターが令和１０年度に開設予定の梅田八丁目複合施設へ移転することに伴い、多様な主体の

　交流拠点としての機能を持たせ、あらゆる人々が地域活力の向上にチャレンジできる環境づくりを進め、区民の社

　会貢献による充実感や価値観の実現を後押しし、協創の輪をさらに広げていく。

■　町会・自治会は、地域社会の安全・安心のために様々な活動を行っており、住民自治や地域社会の共助を支える

　役割を果たしている。

■　全国的に町会・自治会の衰退が進み、足立区においてもライフスタイルの変化や価値観の多様化等によって加入

　率が低下し、高齢化による担い手不足なども顕在化している。

■　地縁団体の担い手不足が進む一方で、インターネットの普及などにより趣味・関心でつながる目的別コミュニテ
現状と課題

　ィの活動は広が

足

っている。

■　地域活

立

性化を進めるためには

区

既存団体との協創に加

　

え、個人の関心を引き

令

付け、活動の担い手を

和

新たに発掘して

　いく

８

必要がある。

■　複合

年

・複雑化する地域課題

度

の解決は、行政だけで

施

は実現することが難し

策

くなっている。

■　町

評

会・自治会の運営に関

価

する支援（町会・自治

調

会運営費助成制度、掲

書

示板設置費用助成制度

(

など）

■　町会・自治

令

会オンライン加入申込

和

みの実施

■　公益活動

７

げんき応援事業助成金

年

制度

■　あだち協働パ

度

ートナーサイトを通じ

事

た情報発信

■　あだち

業

Ｎ祭の開催
主な取組

■

実

　区民・団体向け講座

施

の開催

■　ＮＰＯ活動

)

支援センター相談事業

1

担 当 課 名 地域調整課（

 

取りまとめ）

電 話 番 号
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34 14,801 19,889 17,273

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 町会・自治会加入世帯率

定義等 町会・自治会加入世帯÷住民基本台帳世帯数（各翌年度4月1日現在）
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 60 50 50 50 50
(1)

実　績　値 45.92 44.44 42.61 40.98 R10 50

達　成　率 77% 92% 89% 89% 85% 85% 82% 82% -

指標名 NPO活動支援センター新規登録団体数（年間）

定義等 区民が組織するNPO、ボランティア等公益活動団体でNPO活動支援センターに新規に登録した団体数
指

単　位 団体 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 40 40
(2)

実　績　値 28 37 58 43 R10 40

達　成　率 0% 70% 0% 93% 0% 145% 108% 108% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(3)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 203,939 220,392 237,437 249,368

人件費 100,395 98,743 101,587 106,929

総事業費 304,334 319,135 339,024 356,297

前年比(金額) 304,3
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イ

地域共生社会の実現

　

ン

子ども向け地域活性化

ト

事業助成では町会・自

減

治会への新規加入世帯

少

に繋がっている。その

と

ため令和８年度からは

な

利用回数を１回

から２

っ

回に増やし、加入促進

た

をより一層支援してい

。

く。また、地域の住民

全

相互の交流や活性化を

国

支援するため、新たに

的

舞台設置等

行事に係る

に

事業助成を行っていく

も

。

【指標２】ＮＰＯ活

加

動支援センター新規登

入

録団体数（年間）

　区

率

民向けには講座やイベ

は

ントでの啓発に加え、

減

個人単位での身近な行

少

動もまちをよくするた

傾

めの地域活動の一環で

向

あることを明

確にし、

に

発信していく。団体向

あ

けにはニーズに合わせ

る

た講座の開催やＮ祭等

。

でのＰＲを通じて、活

　

動に参加する区民を発

原

掘するこ

とで行動変容

因

を促し、ＮＰＯ活動支

分

援センター新規登録団

析

体の増加を図っていく

：

。

【計画の理念】①協

足

創の再構築　②やりた

立

いことが叶う　④人権

区

・多様性の尊重と地域

政

共生社会の実現

　区で

に

助成している「公益活

関

動げんき応援事業助成

す

金」について、令和７

る

年度までは団体向けで

世

あったが、令和８年度

論

からは新た

に個人向け

調

の「やってみたい」応

査

援コースを設立し、区

で

民の「やりたいことが

は

叶うまち」の実現に向

、

けて、財政的な支援も

加

行って

いく。

入しない最も大きな理由

4

として、加入する必要

 

性を感じないからが3

担

4.0％、人間

　　　

当

　　　関係がわずらわ

部

しいからが10.4％

に

となっている。ライフ

お

スタイルの変化や価値

け

観の多様化が原因と推

る

察される。

【計画の理

評

念】①協創の再構築・

価

④人権・多様性の尊重

（

と地域共生社会の実現

部

　区では子どもをきっ

長

かけとして未加入世帯

評

との接する機会を設け

価

る子ども向け地域活性

－

化事業助成、活動の周

１

知や勧誘活動のチ

ラシ

次

作成を支援する活動周

評

知・加入勧誘支援助成

価

により勧誘活動を支援

）

するとともに、町会・

そ

自治会の運営の維持や

の

活動の継続を

支援して

１

いる。

【指標２】ＮＰ

1

Ｏ活動支援センター新

)

規登録団体数（年間）

施

　達成状況：新規団体

策

数は昨年度より減少し

の

たが、目標を達成した

達

。

　原因分析：子ども

成

食堂などに興味を持つ

状

区民が増加し、ＮＰＯ

況

活動支援センターに相

と

談も多く寄せられてお

そ

り、センターの登録

　

の

　　　　　団体数は過

原

去最高を更新し、31

因

8団体となった。人気

の

の講座はキャンセル待

分

ちが出るほどであり、

析

「何かしたい」と

　　

【

　　　　思う区民が増

指

加し、団体設立につな

標

がっている。

【計画の

１

理念】①協創の再構築

】

　②やりたいことが叶

町

う　④人権・多様性の

会

尊重と地域共生社会の

・

実現

　「子ども食堂ス

自

タッフ体験」「AI講

治

座」「動画作成講座」

会

など、地域活動に関わ

加

る講座を広く開催し、

入

活動への第一歩を後押

世

し

している。令和７年

帯

度は全ての講座で申し

率

込みベースで定員に達

　

し、アンケートによる

達

満足度も高く、地域活

成

動活性化の一助とな

っ

状

ている。

2)達成状況

況

と原因分析を踏まえた

：

今後の方向性

【指標１

町

】町会・自治会加入世

会

帯率

　足立区政に関す

・

る世論調査では、加入

自

しない最も大きな理由

治

の約２割は加入の方法

会

がわからないから、誘

加

われないからとなって

入

いる。子ども向け地域

率

活性化事業助成や活動

は

周知・加入勧誘支援助

前

成により勧誘活動を引

年

き続き支援するととも

度

に、勧誘活動のき

っか

よ

けづくり、町会・自治

り

会名をＰＲできる加入

1

勧誘時配付物品助成に

.

より加入促進を支援し

6

ていく。

【計画の理念

3

】①協創の再構築　④

ポ

人権・多様性の尊重と
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

公益活動げんき応援事業 未・ＳＤＧｓ・協創
課3453 6,478 8,765 15,243 改善・変更 Ａ

ＮＰＯ活動支援センター運営事業 未・ＳＤＧｓ・協創
課3454 47,623 21,036 68,659 改善・変更 Ａ

町会・自治会活動支援事務 地域調整課3557 147,398 44,261 191,659 拡充 Ａ

町会・自治会会館整備助成事業 地域調整課3558 16,512 1,753 18,265 現状維持 Ａ

地域調整一般管理事務 地域調整課3559 6,254 28,484 34,738 現状維持 Ｂ

ボランティアセンターの管理運営委託事務 福祉管理課3665 20,593 1,753 22,346 改善・変更 Ｂ

協働・協創パートナー基金積立金 未・ＳＤＧｓ・協創
課

6654 4,510 877 5,387 現状維持 Ａ

合計７事業 249,368 106,929 356,297

3)施施策の手段として位置付け

- 104 -



施

宅のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化

策

が不十

分など様々な理

の

由で住まいの維持・確

概

保が困難な高齢者が増

要

加している。【課題2

柱

】■　在宅生活の維持

立

【現状3】■

　東京都

て

の推計では区内の訪問

1

診療件数は令和7年に

5

約7,500人/日と

【

なり平成25年と比較

く

し約1.5倍の見込み

ら

■　令和

4年度要介護

し

認定者に関する実態調

】

査では「最期を自宅で

い

迎えたい」の割合は5

つ

4%であるが在宅医療

ま

・介護ｻｰﾋﾞｽ利用

で

者の増加の対応には在

も

宅療養を支える関係機

住

関の連携強化や人材確

み

保が必要【課題3】在

続

宅医療・介護体制の確

け

保

【課題1に対する取

ら

組】

■　フレイル・介

れ

護予防事業の推進（は

る

つらつ測定会、ぱく増

安

し事業など）■　認知

心

症施策の推進（認知症

な

検診、も

の忘れ相談な

く

ど）

【課題2に対する

ら

取組】

■　介護保険外

し

高齢者サービスの充実

施

（高齢者緊急通報シス

策

テム、高齢者住宅改修

群

給付など）■　住宅確

名

保要配慮者
主な取組

（

8

様々な事情で、住宅の

高

確保に配慮を必要とす

齢

る方）への支援（あだ

者

ちお部屋探しサポート

、

事業など）

【課題3に

障

対する取組】

■　多職

が

種連携研修の開催 ■

い

　医療介護スキルアッ

者

プ研修の開催 ■　介

な

護人材雇用創出事業

担

ど

当 課 名 高・はつらつ支

の

援課（取りまとめ）

電

生

話 番 号 03-3880

活

-5886 E-mai

の

l care-s@ci

サ

ty.adachi.

ポ

tokyo.jp

■　

ー

介護予防事業の開催場

ト

所として、区内商業施

体

設や区内金融機関等と

制

協働している。

■　認

を

知症の早期発見後、地

充

域住民や介護事業所と

実

の協働が行われている

す

。

■　区内不動産協会

る

と庁内住宅部局と連携

施

し、相談者に寄り添っ

策

た伴走支援を実施して

名

いる。

協働・協創 ■　

8

絆づくり担当課とも地

.

域支援および地域包括

1

ケアシステム推進に向

高

けて連携・協働してい

齢

る。

の 取 組 み ■　一般

者

介護予防事業の予算の

が

一部を執行委任し、ス

住

ポーツ振興課において

み

パークで筋トレを実施

慣

。パークで筋トレ

にお

れ

いてもあだち脳活ラボ

た

を活用し、データに基

地

づいた効果的な介護予

域

防事業が実施できるよ

で

うに庁内協働を行って

暮

いる。

■【目標】3【

ら

関連】介護予防ﾁｪｯ

し

ｸﾘｽﾄによりﾌﾚｲ

続

ﾙﾘｽｸのある高齢者

け

を早期発見し適切な介

ら

護予防事業等に繋げる

れ

こと

、自宅で介護が困

る

難な方が特養入所でき

、

ることが本目標と関連

地

【評価】認知症未受診

域

者が医療や介護の専門

包

機関に繋
ＳＤＧｓが

が

括

り、特養についてもﾕ

ケ

ﾆｯﾄ型個室に空床が

ア

ある場合には令和6年

シ

5月より優先度Cであ

ス

っても協議のうえ入所

テ

可能とし1
目指す目標

ム

2月からは慢性的に空

な

床のある施設は申請後

ど

すぐに入所打診ができ

の

る様に制度を改善した

体

■【目標】11【関連

制

】介護
（ターゲッ

予防

の

ﾁｪｯｸﾘｽﾄで介護

充

等が必要となる高齢者

実

を早期発見し適切な介

■

護予防事業等に繋げる

 

こと、自宅で介護が困

高

難な方
ト）との関

が特

齢

養入所できることが本

者

目標と関連【評価】介

が

護等が必要になる高齢

安

者の早期発見、早期対

心

応を目的に要介護認定

し

連及び評価
を受けてい

て

ない区民の方を適切な

暮

介護予防事業等に繋げ

ら

るため、ﾎｳｶﾂの専

し

門職が訪問する実態把

続

握訪問の強化をして

い

け

る。区民がﾎｳｶﾂを

ら

区が委託する公的な事

れ

業所であるとの認知度

る

が向上するよう広報活

。

動の取組を強化してい

施

く。

備　　　考

策の
目指す姿

■　運動・社会参加等を中心に健康維持の取組や人・地域とつながる機会を充実させ、ﾌﾚｲﾙ・介護予防と社会的孤立

の防止を図り、高齢者の自立生活を支援する。■　認知症への正しい知識・理解を深めるための普及啓発を強化し、

早期診断・早期対応を充実させ、認知症の人や家族が安心して暮らせる環境づくりを進める。■　介護保険ｻｰﾋﾞｽ等

の在宅生活の支援を充実させ、区内の住み慣れた地域で暮らし続けられる仕組みを構築し、高齢者にとって安心なま
施策の方向

ちを実現していく。■　生活の基盤となる住まいの確保に向けた相談機能の強化と、関係機関と連携した入居までの

寄り添い支援を実施し、高齢者の住宅ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄの構築を進める。■　医療・介護関係機関の連携を強化し、高齢者の

在宅療養を支える医療・介護サービスの提供体制の充実を図り、今後、さらに増加が見込まれる在宅療養ﾆｰｽﾞに対応

する。■　介護人材の確保・定着を推進し、ｽｷﾙｱｯﾌﾟを支援することで、介護ｻｰﾋﾞｽの安定的な供給を図っていく。

【現状1】■　令和4年度介護予防・日常生活圏域ﾆｰｽﾞに関する調査の結果によると高齢者単身世帯の増加

足

とともに、

「運動器の

立

機能低下があった」の

区

割合は前回調査より5

　

.1ﾎﾟｲﾝﾄ増加し

令

、ﾌﾚｲﾙ・介護予防

和

の重要性が高まってい

８

る。■

　令和7年の認

年

知症有病率は12.9

度

%と推計され、足立区

施

にあてはめた場合約2

策

2,400人となる。

評

【課題1】■　要介護

価

・

認知症有病者の増加

調

【現状2】■　令和4

書

年度介護予防・日常生

(

活圏域ﾆｰｽﾞに関す

令

る調査結果では「現在

和

の住まいに住

み続けた

７

い」と回答した割合は

年

81.1%、また介護

度

が必要となった場合で

事

も自宅での生活を希望

業

する割合は71.7%

実

といず
現状と課題

れも

施

最も高くなっている。

)

■　自宅での生活意向

1

が高い一方、加齢に伴

 

う身体機能の変化や住
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693,457 732,284 913,347

総事業費 76,394,836 91,601,084 87,522,743 85,010,797

前年比(金額) 76,394,836 15,206,248 △4,078,341 △2,511,946

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 介護が必要になっても今の生活圏域で安心して暮らし続けられると思う高齢者の割合

定義等 介護予防チェックリストで「介護が必要になっても今の地域で安心して暮らし続けられると思う」と答えた区民の数
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 68 69 70 71 72
(1)

実　績　値 67.3 69.2 69.1 71.1 R10 74

達　成　率 99% 91% 100% 94% 99% 93% 100% 96% -

指標名 高齢者における地域包括支援センターの認知度

定義等 介護予防ﾁｪｯｸﾘｽﾄのﾎｳｶﾂの認知度調査で業務内容も知っている・聞いたことはあるが詳しくは知らないと答えた区民の数
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 82 84
(2)

実　績　値 - 80.6 81 80 R10 85

達　成　率 0% 0% 0% 95% 0% 95% 98% 94% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(3)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 75,804,002 90,907,627 86,790,459 84,097,450

人件費 590,834
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の

計画の理念】④人権・

割

多様性の尊重と地域共

合

生社会の実現

　目標値

　

は達成しているものの

地

、すべての高齢者が存

域

在を把握しているわけ

包

ではないため、より多

括

くの高齢者に地域包括

支

支援セン

ターの存在を

援

身近な相談先のひとつ

セ

として認知してもらう

ン

ことで、高齢者やその

タ

家族が必要な支援につ

ー

ながる環境づくりを進

が

め、

地域共生社会の実

毎

現を図っていく。

【成

年

果指標2】高齢者にお

高

ける地域包括支援セン

齢

ターの認知度

　地域包

者

括支援センターについ

に

て、知っていただくこ

対

とに重点を置きつつ、

し

名称や相談先としての

て

案内に加えて、高齢者

実

や家族等

の困りごとの

施

相談場所があり、どの

す

ような相談に対応して

る

いるかを具体的に伝え

実

ることで、業務内容へ

態

の理解を深めていく。

把

【計画の理念】④人権

握

・多様性の尊重と地域

訪

共生社会の実現

　多種

問

多様な相談に対応でき

（

ることを伝えることに

約

より、様々な事情を抱

2

える地域の高齢者が安

8

心して暮らすことがで

,

きる社会に

つながる。

0

どのような高齢者であ

0

っても安心してくらす

0

ことができる社会につ

件

ながるよう、より具体

）

的な案内を進めていく

や

。

各事業のリーフレット配布および

4

あだち広

報を通じて、

 

地域包括支援センター

担

の業務内容の周知啓発

当

を行った。これにより

部

、介護が必要になった

に

場合の相談窓口として

お

、地

域包括支援センタ

け

ーが存在するというこ

る

とへの認識が高まり、

評

目標値を達成した。

【

価

計画の理念】④人権・

（

多様性の尊重と地域共

部

生社会の実現

　地域包

長

括支援センターの周知

評

により、多様な状況に

価

ある高齢者やその家族

－

が必要な相談支援につ

１

ながりやすい環境の整

次

備を進め

ている。これ

評

により、医療・介護・

価

介護予防の連携を通じ

）

て、人権・多様性の尊

そ

重及び地域共生社会の

の

実現に資する取組とし

１

て推

進した。

【成果指

1

標2】高齢者における

)

地域包括支援センター

施

の認知度

　より多くの

策

方に地域包括支援セン

の

ターを周知できるよう

達

に、駅情報スタンドの

成

活用やＳＮＳでの情報

状

発信等、これまでの取

況

組を

継続して実施した

と

。高齢者の地域包括支

そ

援センターの存在につ

の

いての認知度は進んで

原

いる一方で、相談支援

因

や介護予防等の具体的

の

な業務内容に関する理

分

解の浸透にはなお課題

析

があり、目標値にはわ

【

ずかに届かなかった。

成

【計画の理念】④人権

果

・多様性の尊重と地域

指

共生社会の実現

　地域

標

包括支援センターの存

1

在は一定程度認知され

】

ているものの、具体的

介

な業務内容の理解には

護

課題があることから、

が

多様な状況

にある高齢

必

者やその家族が必要な

要

支援に適切につながる

に

ための環境整備が引き

な

続き必要であり、人権

っ

・多様性の尊重及び地

て

域共生

社会の実現に向

も

けた課題がある。

2)

今

達成状況と原因分析を

の

踏まえた今後の方向性

生

【成果指標1】介護が

活

必要になっても今の生

圏

活圏域で安心して暮ら

域

し続けられると思う高

で

齢者の割合

　今後も地

安

域包括支援センターの

心

周知を継続することに

し

より、高齢者やその家

て

族が介護や生活上の不

暮

安を感じた際に、早期

ら

に相談

につながるよう

し

、相談窓口としての認

続

識の定着を図っていく

け

。そのために、「あだ

ら

ち脳活ラボ」等のデジ

れ

タルツールも活用した

る

周

知方法やイベント等

と

でのＰＲに取組む。ま

思

た、地域包括支援セン

う

ターの名称だけでなく

高

、重要な業務内容も伝

齢

わるよう情報発信の

工

者

夫を検討していく。

【
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計５４事業 84,097,450 913,347 85,010,797

3)施施策の手段として位置付け
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悠々 住

医

3,012 現状維持 Ａ

療

高齢者向け優良賃貸住

介

宅助成事業 建・住宅課

護

4003 14,834

連

4,383 19,21

携

7 現状維持 Ｂ

介護保険

課

一般事務 高・介護保険

3

課4245 1,342

6

,575 126,46

7

1 1,469,036

区

9

現状維持 Ａ

地域包括支

7

援センターの管理運営

9

事業 高・介護保険課4

,

257 973,659

2

22,789 996,

3

448 現状維持 Ａ

家族

2

介護慰労事業 高・介護

1

保険課4259 800

7

438 1,238 現状

,

維持 Ｂ

住宅改修支援事

推

5

業（理由書作成） 高・

3

介護保険課4262 8

0

0 438 518 現状維

9

持 Ｂ

認知症高齢者支援

6

事業 高・介護保険課4

,

264 9,867 8,

7

765 18,632 拡

6

充 Ａ

国庫支出金等の返

2

還金 高・介護保険課4

現

266 78,054 0

進

状

78,054 現状維持

維

Ｂ

一般会計繰出金 高・

持

介護保険課4267 4

Ａ

78,357 0 478

老

,357 現状維持 Ｂ

第

人

１号被保険者保険料還

ク

付金 高・介護保険課4

ラ

269 38,040 0

ブ

38,040 現状維持

助

Ｂ

要介護認定事務 高・

課

成

介護保険課4270 3

事

80,914 108,

業

484 489,398

高

現状維持 Ａ

介護保険給

・

付準備基金積立金 高・

高

介護保険課4273 6

齢

32,378 88 63

福

2,466 現状維持 Ａ

祉

介護保険システム開発

課

事務 高・介護保険課4

3

3

274 178,529

6

0 178,529 拡充

8

Ａ

鹿浜いきいき館悠々

2

館運営事業 住区推進課

2

4617 4,155 2

4

9,356 33,51

,

1 現状維持 Ａ

介護保険

4

給付事務 高・介護保険

1

課10377 64,1

0

75,175 74,7

5

2

56 64,249,9

4

31 現状維持 Ａ

集合住

,

宅高齢者総合支援事業

9

高・高齢福祉課107

7

29 12,217 1,

4

753 13,970 現

4

状維持 Ａ

地域密着型サ

9

ービスの整備助成事業

,

高・介護保険課148

3

50 54,353 13

7

8

,148 67,501

4

現状維持 Ｂ

在宅医療・

改

介護連携推進事業 高・

善

介護保険課21040

・

51,914 18,6

変

20 70,534 現状

更

維持 Ａ

認知症施策推進

Ａ

事業 高・介護保険課2

敬

1042 30,912

老

8,765 39,67

9

祝

7 拡充 Ａ

地域包括ケア

い

推進管理事務 高・はつ

事

らつ支援課21160

業

21,024 13,5

高

84 34,608 現状

・

維持 Ａ

介護予防・生活

高

支援サービス事業 高・

齢

介護保険課21375

福

1,232,940 1

祉

8,843 1,251

4

課

,783 改善・変更 Ａ

3

一般介護予防事業 高・

6

介護保険課21385

8

192,872 28,

3

925 221,797

9

拡充 Ａ

生活支援体制整

0

備事業 高・介護保険課

,

21454 55,81

8

8 8,765 64,5

1

83 拡充 Ａ

地域ケア会

会 0

5

議推進事業 高・介護保

2

険課21630 8,5

5

55 14,238 22

,

,793 現状維持 Ａ

認

4

知症ケア推進事業 高・

1

はつらつ支援課220

4

45 20,584 8,

1

765 29,349 拡

1

充 Ａ

特別養護老人ホー

6

ム等の改修事業【投資

,

,

】 高・高齢福祉課22

2

292 67,605 4

2

,383 71,988

9

改善・変更 Ａ

高齢者栄

現

養施策推進事業 高・介

状

護保険課23312 5

維

,836 8,325 1

持

4,161 改善・変更

Ｂ

Ａ

低所得世帯への臨時

要

給付金の支給事務【経

7

介

常】 福祉管理課235

護

46 113,663 7

高

0,120 183,7

齢

83 休止・終了 Ｃ

者家族会の支

2

援事

別紙

3)施策の手

業

段として位置付けられ

高

る事務事業の評価結果

・

事務事業 施策への
事務

高

事業名 事業費 人件費 総

齢

事業費 課長評価 担当課

福

コ ー ド 貢献度

祉課

8

3685 97 9,64

8

2 9,739 現状維持

,

Ｂ

地域包括支援センタ

7

ー運営事業 高・はつら

6

つ支援課3690 60

5

,705 19,283

館 4

79,988 現状維持

9

Ａ

特別養護老人ホーム

,

等の整備助成事業 高・

4

高齢福祉課3691 7

9

24,412 8,76

3

5 733,177 改善

現

・変更 Ａ

在宅サービス

状

センター西新井管理運

維

営委託事業 高・高齢福

持

祉課3692 10,5

管 Ａ

13 4,383 14,

あ

896 現状維持 Ｂ

介護

い

保険事業者支援施設等

あ

の管理運営事業 高・高

い

齢福祉課3693 27

サ

,899 21,913

ー

49,812 改善・変

ビ

更 Ｂ

軽費老人ホームの

ス

管理運営事業 高・高齢

セ

福祉課3694 83,

理

ン

785 4,383 88

タ

,168 改善・変更 Ｂ

ー

高齢者訪問理美容・寝

事

具乾燥事業 高・高齢福

業

祉課3695 21,9

高

64 5,171 27,

・

135 現状維持 Ｂ

高齢

高

者入浴事業 高・高齢福

齢

祉課3696 119,

福

119 9,860 12

運

祉

8,979 改善・変更

課

Ｂ

高齢者日常生活用具

3

給付事業 高・高齢福祉

6

課3697 47,63

7

7 9,377 57,0

8

14 現状維持 Ｂ

高齢者

2

福祉電話設置事業 高・

,

高齢福祉課3698 2

0

4 1,183 1,20

4

7 縮小 Ｃ

緊急通報シス

営

1

テムの設置事業 高・高

1

齢福祉課3700 36

,

,837 13,760

7

50,597 改善・変

5

更 Ｂ

配食サービス促進

3

事業 高・高齢福祉課3

3

701 124,593

,

13,760 138,

7

353 拡充 Ｂ

高齢者住

9

宅改修給付事業 高・高

事

4

齢福祉課3702 22

現

,322 9,466 3

状

1,788 現状維持 Ｂ

維

紙おむつの支給事業 高

持

・高齢福祉課3703

Ａ

372,028 18,

介

491 390,519

護

現状維持 Ｂ

介護保険事

人

務 高・介護保険課37

材

04 395,494 2

務

の

9,008 424,5

確

02 現状維持 Ａ

介護保

保

険特別会計繰出金 高・

・

介護保険課3705 1

定

1,314,940 8

着

8 11,315,02

事

8 現状維持 Ａ

シルバー

業

ピア管理事務 建・住宅

高

課4002 221,5

・

40 21,472 24
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医療 高

高齢者促進事業【経常

・

】 高・はつらつ支援課

医

23916 60,88

療

5 8,765 69,6

介

50 改善・変更 Ａ

複合

護

介入型はつらつ高齢者

連

促進事業【投資】 高・

携

はつらつ支援課239

課

21 34,100 8,

2

765 42,865 改

介3

善・変更 Ａ

地域介護予

7

防活動支援事業 高・は

0

つらつ支援課2429

2

9 0 8,765 8,7

5

65 改善・変更 Ａ

合計

,

５４事業 84,097

0

,450 913,34

9

7 85,010,79

4

7

1護 1,395 1

別紙

3)施

6

策の手段として位置付

,

けられる事務事業の評

4

価結果
事務事業 施策へ

8

の
事務事業名 事業費 人

連 9

件費 総事業費 課長評価

現

担当課コ ー ド 貢献

状

度

維持 Ｂ

医療介護

携

連携事業開設事務 高・

管

医療介護連携課239

理

07 526 3,024

事

3,550 休止・終了

務

Ａ

複合介入型はつらつ
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施

の促進等に関する法律

策

施行令の改

正により、

の

令和6年4月から障が

概

い者の法定雇用率が段

要

階的に引き上げられる

柱

こととなっている。【

立

課題3】障がい者

の社

て

会参加促進

【課題1に

1

対する取組】利用者ニ

5

ーズに合致した事業所

【

の増加、区独自の実地

く

検査体制の強化

【課題

ら

2に対する取組】相談

し

事業所の増加に向けた

】

仕組みの構築、ネット

い

ワーク会議の拡充、相

つ

談事業所が作成する

計

ま

画の検証実施

【課題3

で

に対する取組】就労選

も

択支援事業の創設に伴

住

う就労支援体制の再構

み

築、民間事業者への合

続

理的配慮の理解促

進
主

け

な取組

担 当 課 名 障がい

ら

福祉課（取りまとめ）

れ

電 話 番 号 03-388

る

0-5407 E-ma

安

il s-fukusi

心

@city.adac

な

hi.tokyo.j

く

p

■　障がい者団体や

ら

障がい福祉サービス事

し

業に取り組む社会福祉

施

法人・特定非営利活動

策

法人等と協働して、サ

群

ービス

の拡充に取り組

名

んできた。

■　障がい

8

者差別を解消し、障が

高

い者の社会参加の促進

齢

のために、民間事業者

者

に対する合理的配慮の

、

理解促進を進め

協働・

障

協創 る。

の 取 組 み

【目

が

標3】すべての人に健

い

康と福祉を【関連する

者

理由】障がい福祉施策

な

の推進による福祉の促

ど

進【評価】ニーズに合

の

った質の高いサービス

生

で、障がい児・者の安

活

心した生活の実現に努

の

めており、サービス利

サ

用は着実に増えている

ポ

。
ＳＤＧｓが

【目標8

ー

】働きがいも経済成長

ト

も【関連する理由】障

体

がい者の就労促進によ

制

る経済への好循環【評

を

価】障がい福祉施
目指

充

す目標
設から企業等に

実

就職する障がい者は、

す

コロナ禍以降増加が続

る

いている。
（ターゲッ

施

【目標10】人や国の

策

不平等をなくそう【関

名

連する理由】障がい者

8

差別解消による共生社

.

会の実現【評価】児童

2

・生徒
ト）との関

向け

障

の障がい者理解促進に

が

努めてきた。
連及び評

い

価
【目標17】パート

者

ナーシップで目標を達

な

成しよう【関連する理

ど

由】協働による障がい

が

福祉施策の推進【評価

必

】社会福

祉法人等区内

要

関係団体との良好な協

な

働関係を築いている。

と

備　　　考

きに必要な支援を受けられる体制の充実

■　障がいがあっても安心して暮らすことができる。

施策の
目指す姿

■　増加する障がい児・者への支援ニーズに対して、必要なサービス量の確保を図るとともに、事業者指導体制の強

化による質の向上を図り、支援を必要とする区民が安心して暮らすことができる環境づくりを進める。

■　国に相談支援事業の報酬の見直しを働きかけるとともに、計画相談支援事業所未設置の法人への設置の働きかけ

や未従事の相談支援専門員有資格者の活用を進め、相談支援体制を充実させる。また、相談支援事業所のネットワー
施策の方向

クを強化することで、質の面でも相談支援事業所のサポートを充実する。

■　地域自立支援協議会はたらく部会や、区内就労系サービス事業所のネットワークを通じた連携と就労に向けた取

組を充実させ、障がい者それぞれの特性や希望に合わせた就労を支援する。障がいに応じた意思疎通支援や合理的配

慮に関する理解浸透を進めることで、障がいがあっても社会参加しやすい環境づくりを進める。

【現状1】令和5年1月に実施した障がい福祉関連計画のためのアンケート調査の結果によると、「障がい者支援施策

に満足している」と回答した障がい者の割合は、令和元年度に実施した調査から1.6ポイント上昇したものの、

足

36.2

％にとどまっ

立

ている。【課題1】障

区

がいサービスの量と質

　

の向上

【現状2】新規

令

に開設した障がい福祉

和

サービスの相談支援事

８

業所がある一方、事業

年

休止や廃止した相談支

度

援事業所が

あり、相談

施

支援事業所の不足が継

策

続している。令和6年

評

4月の計画相談支援・

価

障がい児相談支援の利

調

用割合は、前年度
現状

書

と課題
の55.0％か

(

ら1.7ポイント低下

令

し、53.3％となっ

和

た。【課題2】相談支

７

援事業所の増加

【現状

年

3】福祉施設から一般

度

就労への移行実績を令

事

和2年度末までに平成

業

28年度実績の1.5

実

倍にするという目標を

施

定め

ていたが、実績値

)

は約1.3倍となり目

1

標達成に至らなかった

 

。また、障害者の雇用
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千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 28,216,657 28,223,247 30,192,107 31,974,071

人件費 1,499,519 1,568,583 1,640,792 1,945,391

総事業費 29,716,176 29,791,830 31,832,899 33,919,462

前年比(金額) 29,716,176 75,654 2,041,069 2,086,563

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 区の障がい者支援施策に満足している障がい者の割合

定義等 計画策定時に実施する調査で、障がい福祉施策の満足度を、満足している、やや満足していると答えた人の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - 50 40 40 40
(1)

実　績　値 - 36.2 - - R10 45

達　成　率 0% 0% 72% 80% 0% 0% 0% 0% -

指標名 計画相談支援・障害児相談支援を利用する障がい者・児の割合

定義等 障害福祉サービス・障害児通所支援の利用者のうち、計画相談支援· 障害児相談支援を利用する障がい者・児の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 60 60 60
(2)

実　績　値 - 55 52 48 R10 70

達　成　率 0% 0% 0% 79% 87% 74% 80% 69% -

指標名 就労移行支援事業等を通じて一般就労へ移行した人数（年間）

定義等 就労移行支援事業等を利用して、一般就労できた障がい者の数
指

単　位 人 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 133 139 125 130 135
(3)

実　績　値 106 120 68 137 R10 145

達　成　率 80% 73% 86% 83% 54% 47% 105% 94% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:
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る

発表している令和6年

「

3月末と令和7年3月

障

末のセル

フプラン率を

が

比較すると、23区で

い

障害児相談支援のセル

福

フプラン率が1ポイン

祉

ト以上上昇している区

関

は、足立区を入れて1

連

5区と半

数を超えてい

計

る。一方で、計画相談

画

支援を含めると10ポ

策

イント以上減らしてい

定

る区が3区あり、そう

の

した成功例を参考にし

た

ながら

、セルフプラン

め

率の低下に努めていく

の

。

【成果指標3】就労

ア

移行支援事業等を利用

ン

して一般就労へ移行し

ケ

た人数（年間）

　令和

ー

7年10月から創設さ

ト

れた就労選択支援事業

調

に、足立区も令和8年

査

4月から取り組みを開

」

始し、すでに4事業所

に

が指定を受けた。

昨年

よ

度から特別支援学校在

り

籍中の利用の流れを事

測

業所・学校と調整して

定

構築し、今年度から運

す

用を開始する。こうし

る

た取り組みが

、即一般

も

就労への移行者を増や

の

すものではないが、希

で

望する生活の実現につ

、

ながるものと考える。

令

【計画の理念】②やり

和

たいことが叶う　③ウ

7

ェルビーイングの向上

年

とＳＤＧｓの推進

　障

度

がい者やその家族の「

に

こういう生活がしたい

調

、そのためにこういう

査

支援が受けたい」とい

を

う想いを具体化し、必

実

要な支援に適

切に結び

施

つけることができてい

、

るかを評価する指標で

現

あり、これらを着実に

在

伸ばしていくことが求

集

められている。とはい

計

え、前出

のとおり区単

中

独で対応困難な課題も

で

多いことから、国や東

あ

京都に制度改善の要望

り

をあげつつ、区として

令

の対策を、現在策定中

和

の障

がい福祉計画・障

8

害児福祉計画の中で検

年

討し、具体化していく

4

度

。

の実績値として反映

 

する。

【成果指標2】

担

障害福祉サービス・障

当

害児通所支援の利用者

部

のうち計画相談支援・

に

障害児相談支援を利用

お

する障がい者・児の割

け

合

　計画を作成する相

る

談支援事業所は、令和

評

5年度4、令和6年度

価

3、令和7年度4と三

（

年間で新規に11事業

部

所が開設したものの、

長

令和5

年度2、令和6

評

年度2、令和7年度3

価

の7事業所が廃業して

－

いて、サービス利用者

１

の増に対応できず、6

次

年度末の割合が3ポイ

評

ント減少し

た。令和7

価

年度末の速報値ではさ

）

らに2ポイント減少し

そ

ており、相談支援事業

の

所の不足が深刻である

１

。

【成果指標3】就労

1

移行支援事業等を利用

)

して一般就労へ移行し

施

た人数（年間）

　令和

策

6年度は前年に比べ大

の

幅に一般就労者が減少

達

した。法定雇用率の引

成

き上げへの対応もあり

状

、雇用障がい者数自体

況

は全国的に

増加してい

と

る一方で、令和6年度

そ

の報酬改定で、就労系

の

障害福祉サービス事業

原

所の報酬の見直しによ

因

り、事業所の平均労働

の

時間の

長さや生産活動

分

収支により報酬額が増

析

減するしくみとなった

【

ことによる、事業所に

成

よる障がい者の「囲い

果

込み」が起こったこと

指

に

よる影響が考えられ

標

る。また就労継続支援

1

Ａ型事業所が報酬改定

】

の影響で経営がひっ迫

区

し、事業所の閉鎖や縮

の

小が相次いだことも

影

障

響していると思われる

が

。令和7年度は大幅に

い

増加し、目標を達成し

者

た。

【計画の理念】②

支

やりたいことが叶う　

援

③ウェルビーイングの

施

向上とＳＤＧｓの推進

策

　実績が目標を下回る

に

大きな要因に、相談支

満

援事業所はビジネスモ

足

デルとして成り立たな

し

いという制度上の構造

て

的問題を抱えてい

るこ

い

とや、長引く物価高騰

る

や最低賃金の引き上げ

障

に伴う採用抑制の動き

が

など、区単独で対応困

い

難な課題も多い。令和

者

7年度速報値

でも減少

の

が続いていることから

割

、具体的な対応策を検

合

討する。

2)達成状況

　

と原因分析を踏まえた

3

今後の方向性

【成果指

年

標2】障害福祉サービ

に

ス・障害児通所支援の

一

利用者のうち計画相談

度

支援・障害児相談支援

実

を利用する障がい者・

施

児の割合

　計画策定割

し

合の向上は、セルフプ

て

ラン率を下げることで

い

あるが、厚生労働省が
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計３７事業 31,974,071 1,945,391 33,919,462

3)施施策の手段として位置付け
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障が 福

い

189 現状維持 Ａ

幼児

福

発達支援室運営事業 障

祉

がい福祉センター37

課

52 17,274 23

3

3,549 250,8

7

23 現状維持 Ａ

障がい

1

者自立支援給付費支給

3

事業 障がい援護課37

1

62 22,006,5

,

61 428,071 2

祉

4

2,434,632 拡

0

充 Ａ

障がい者給付事業

6

施行事務 障がい援護課

,

3764 18,500

9

6,136 24,63

0

6 現状維持 Ｂ

地域精神

3

保健活動事業 足立保健

8

所中央本町
保総課

38

,

60 21,171 24

7

1,809 262,9

課

6

80 現状維持 Ａ

育成医

5

療事業 足立保健所中央

1

本町
保総課

3864 2

,

,561 4,383 6

4

,944 現状維持 Ａ

障

1

がい者施設運営委託事

5

務 障がい福祉課475

,

8 350,906 4,

6

383 355,289

6

現状維持 Ａ

地域福祉団

3

8

体助成事業 障がい福祉

拡

課4780 3,271

充

3,506 6,777

Ａ

現状維持 Ｂ

障がい者給

意

付事業 障がい援護課1

思

4791 268,33

疎

3 139,800 40

通

8,133 拡充 Ａ

障が

支

い者外出支援事業 障が

援

い福祉課14870 3

7

事

91,430 10,6

業

48 402,078 現

障

状維持 Ａ

障がい者在宅

が

支援事業 障がい福祉課

い

19772 72,73

福

4 7,012 79,7

祉

46 現状維持 Ａ

移動支

課

援事業 障がい福祉セン

3

ター21404 644

7

,654 4,383 6

0

1

49,037 現状維持

6

Ａ

重症心身障がい児（

2

者）在宅レスパイト事

4

業 障がい援護課216

,

13 23,183 7,

7

889 31,072 拡

2

充 Ａ

精神障がい者自立

5

支援給付費支給事業 足

7

立保健所中央本町
保総

,

課
23020 3,17

6

0

5,230 18,40

1

7 3,193,637

2

現状維持 Ａ

精神障がい

3

者地域生活等支援事業

1

足立保健所中央本町
保

,

総課
23313 226

7

,804 36,155

3

262,959 現状維

7

持 Ａ

援護管理事務 障が

拡

い援護課23820 2

1

充

0,718 39,09

Ａ

1 59,809 現状維

移

持 Ｂ

合計３７事業 31

動

,974,071 1,

支

945,391 33,

援

919,462

事業 障が

1

い援護課

別紙

3)施策の手段

3

として位置付けられる

7

事務事業の評価結果
事

1

務事業 施策への
事務事

7

業名 事業費 人件費 総事

3

業費 課長評価 担当課コ

5

 ー ド 貢献度

5

7,647 52,59

い ,

0 410,237 現状

8

維持 Ｂ

地域活動支援セ

4

ンター事業 障がい福祉

9

課3718 24,15

6

7 14,024 38,

8

181 現状維持 Ａ

日中

,

一時支援事業 障がい援

7

護課3719 4,31

9

8 10,518 14,

9

836 現状維持 Ｂ

障が

福 1

い福祉施設の管理運営

8

委託事務 障がい福祉課

4

3721 29,397

,

5,697 35,09

6

4 拡充 Ａ

障がい福祉施

4

設維持補修事務 障がい

8

福祉課3722 11,

現

055 4,821 15

状

,876 現状維持 Ａ

障

維

がい支援区分認定事務

祉 持

障がい福祉課3728

Ｂ

13,561 26,2

心

95 39,856 現状

身

維持 Ａ

難病患者福祉手

障

当の支給事業 障がい福

が

祉課3729 651,

い

975 10,518 6

者

62,493 現状維持

等

Ａ

心身障がい者（児）

の

医療費等助成事業 障が

事

就

い福祉課3730 10

労

9 20,596 20,

促

705 現状維持 Ａ

障が

進

い者福祉手当の支給事

事

業 障がい福祉課373

業

1 1,580,032

障

10,518 1,59

が

0,550 現状維持 Ａ

い

在宅重度心身障がい者

福

福祉手当の支給事業 障

務

祉

がい福祉課3732 3

課

98,000 9,07

3

2 407,072 現状

7

維持 Ａ

Ｊステップ支援

0

事業 障がい福祉センタ

8

ー3741 12,92

1

0 4,383 17,3

6

03 現状維持 Ｂ

障害者

,

週間記念事業 障がい福

7

祉センター3742 1

障

7

,152 8,765 9

4

,917 改善・変更 Ａ

9

身体・知的障害者相談

,

事業 障がい福祉センタ

6

ー3743 1,095

4

877 1,972 現状

2

維持 Ｂ

障がい福祉セン

2

ター管理運営事務 障が

6

い福祉センター374

,

4 63,120 64,

が

4

421 127,541

1

現状維持 Ｂ

就労促進定

6

着支援事業 障がい福祉

拡

センター3748 96

充

2 98,155 99,

Ｂ

117 現状維持 Ａ

障が

社

い者自立生活支援セン

会

ター事業 障がい福祉セ

福

ンター3749 9,4

祉

51 139,777 1

い

法

49,228 現状維持

人

Ａ

社会リハビリテーシ

運

ョン室運営事業 障がい

営

福祉センター3750

助

2,591 76,68

成

3 79,274 現状維

事

持 Ａ

生活体験室運営事

業

業 障がい福祉センター

障

3751 4,948 1

が

08,241 113,
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紙面構成の都合により、本ページ余白 

- 116 -



施

している。早期発見・

策

対応のためには、関

係

の

機関と一層連携を深め

概

ていく必要がある。【

要

課題2】■　障がい者

柱

虐待の早期発見・対応

立

【現状3】■　区民の

て

成年

後見制度利用者数

1

は、微増ながらほぼ横

5

ばいで推移しており、

【

区民への成年後見制度

く

に関する情報提供の不

ら

足や、必

要な区民に必

し

要な支援が行き届いて

】

いない可能性がある。

い

【課題3】成年後見制

つ

度の利用促進

【課題1

ま

に対する取組】①老人

で

福祉法に基づく措置の

も

実施、②高齢者虐待防

住

止法に基づく調査・改

み

善指導の実施、③

関係

続

機関とのネットワーク

け

強化、④弁護士相談

【

ら

課題2に対する取組】

れ

①関係機関とのネット

る

ワーク強化

【課題3に

安

対する取組】①小規模

心

講座、②関係機関との

な

ネットワーク強化、③

く

じぶんノートの活用、

ら

④弁護士・司法

書士等

し

相談、⑤行政職員向け

施

・ケアマネジャー向け

策

講座
主な取組

担 当 課 名

群

高・医療介護連携課（

名

取りまとめ）

電 話 番 号

8

03-6807-10

高

24 E-mail ir

齢

youkaigo@c

者

ity.adachi

、

.tokyo.jp

■

障

　弁護士、司法書士、

が

社会福祉士、行政書士

い

、医師会、金融機関、

者

福祉・介護施設関係者

な

等の委員で構成される

ど

「

地域連携ネットワー

の

ク協議会」の開催や地

生

域住民による見守り等

活

により、権利擁護支援

の

の意識を高め、地域連

サ

携を進

めている。

協働

ポ

・協創 ■　医師会や弁

ー

護士会、警察署、消防

ト

署等、関係する１２機

体

関から選出された委員

制

によって構成された高

を

齢者虐待防

の 取 組 み 止

充

・認知症高齢者早期発

実

見等ネットワーク運営

す

委員会を年２回開催し

る

、高齢者虐待の予防と

施

早期発見、再発防止対

策

策

み等について検討・

名

協議を行っている。

【

8

目標】3すべての人に

.

健康と福祉を【関連す

3

る理由】高齢者、障が

高

い者の虐待の防止と早

齢

期発見、権利回復を実

者

施

し、誰一人取り残さ

、

ない社会の実現を推進

障

する。【評価】施策指

が

標をもとに、虐待の件

い

数や実態を踏まえた対

者

策を講
ＳＤＧｓが

じる

の

。【目標】16平和と

セ

公平をすべての人に【

ー

関連する理由】行政評

フ

価を基に、状況の推移

テ

を把握することで権利

ィ

擁
目指す目標

護の意識

ネ

を高め、機能充実につ

ッ

ながる。【評価】施策

ト

指標を基に、状況の推

（

移を把握することがで

虐

き、虐待防止及び
（タ

待

ーゲッ
権利擁護支援の

対

充実を引き続き図って

応

いく。【目標】17ﾊ

等

ﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟで

）

目標を達成しよう【関

と

連する理由】地域の関

権

係
ト）との関

機関が連

利

携して高齢者、障がい

擁

者の安全や健康を見守

護

り、虐待の早期発見や

■

防止に取り組む社会を

　

実現する。【評価
連及

高

び評価
】施策指標をも

齢

とに虐待の件数や実態

者

を把握し、地域の関係

・

機関による早期発見等

障

が図られるよう普及啓

が

発する。

備　　　考

い者の権利が守られている。

施策の
目指す姿

■　養護者による高齢者虐待について、虐待防止に関する普及啓発や地域との協力体制の構築に加え、地域包括支援

センターへの相談体制整備などを進めることで、虐待対応力強化に取り組んでいく。■　施設従事者等による高齢者

虐待について、職員による実地調査や関係自治体との連携強化により、介護事業者への指導力を向上させていく。　

■　障がい者福祉施設従事者等による虐待について、従事者が気軽に相談・通報できる仕組みづくりを進めるととも
施策の方向

に、各施設の組織力を向上させる。■　養護者による虐待について、虐待対応に加えて、養護者や家庭が抱える個別

の問題に寄り添い、支援することで、虐待の未然防止・再発防止に取り組んでいく。■　成年後見制度を必要とする

区民が制度を利用できるように周知・PR を強化するとともに、相談窓口を充実していくことで、区民の権利擁護を

図っていく。■　支援者のﾈｯﾄﾜｰｸを広げていくことで、確実に意思決定を含めた権利擁護支援につなげていく。

【現状1】■　養護者による高齢者虐待と判断した事例の件数は、高止まりしており、虐待を未然に防ぐためにも、

問題が深刻化する前に発見し、高齢者や養

足

護者への支援を開始す

立

る必要がある。■　高

区

齢者施設では、従事者

　

による

暴力・暴言のほ

令

か、柵や用具による行

和

動制限が虐待と認定さ

８

れている。各施設での

年

権利擁護の意識向上と

度

就労環境や

業務の改善

施

について、指導・助言

策

を行う必要がある。【

評

課題1】■　高齢者虐

価

待の早期発見・対応【

調

現状2】■　障が

い者

書

福祉施設従事者等によ

(

る虐待の相談・通報件

令

数は、やや増加傾向に

和

あり、そのうち約2割

７

が虐待と認定されてい

年

現状と課題
る。権利擁

度

護を意識した支援がで

事

きるよう、各施設への

業

支援を進める必要があ

実

る。■　養護者による

施

虐待の相談・通

報件数

)

は横ばいとなっている

1

が、年度を超える案件

 

もあり、対応は困難化
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7 303,199

人件費 117,818 117,152 120,527 141,771

総事業費 412,022 410,578 429,284 444,970

前年比(金額) 412,022 △1,444 18,706 15,686

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 【成果１】高齢者に対する虐待があったと行政機関が判断した件数　＊低減目標

定義等 高齢者虐待として判断した件数
指

単　位 件 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 200 200 200
(1)

実　績　値 - 205 192 204 R10 200

達　成　率 0% 0% 0% 98% 104% 104% 98% 98% -

指標名 【成果２】障がい者に対する虐待があったと行政機関が判断した件数　＊低減目標

定義等 障がい者虐待として認定した件数
指

単　位 件 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 6 6 6
(2)

実　績　値 - 7 44 17 R10 6

達　成　率 0% 0% 0% 86% 14% 14% 35% 35% -

指標名 【成果３】区民の成年後見制度利用者数

定義等 成年後見制度を利用した区民の人数
指

単　位 人 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 1,250 1,270 1,290
(3)

実　績　値 1,227 1,233 1,241 1,268 R10 1,330

達　成　率 0% 92% 0% 93% 99% 93% 100% 95% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 294,204 293,426 308,75
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る

ら27人増え、微増の

区

傾向が続いている。一

の

方で新規申立数は前年

虐

から5人減って248

待

人となって

いる。現行

判

の成年後見制度では、

断

原則、途中でやめるこ

件

とができないため、新

数

規申立数と死亡による

は

終了者数がほぼ均衡し

2

ている

。目標値には届

0

かないものの利用者数

0

は年々増加しており、

件

地域連携ネットワーク

前

協議会や各種研修会の

後

開催、「じぶんノート

で

」

及び「成年後見制度

ほ

パンフレット」の配布

ぼ

によるＰＲ等を通じて

横

権利擁護支援のネット

ば

ワークが強化されたこ

い

とも一因と考えられ

る

に

。成年後見センターへ

推

の相談の内訳では、成

移

年後見制度の相談件数

し

が最も多いが、金銭管

て

理や身元保証に関する

お

こと等、成年後

見制度

り

に至らない支援への関

、

心も高い。

【計画の理

国

念】④人権・多様性の

に

尊重と地域共生社会の

お

実現

　成年後見制度の

い

区民理解を進めること

て

、金銭管理・身元保証

も

などの高齢者の抱える

同

問題への対応や、意思

様

決定を含めた権利擁護

の

支援のネットワークを

傾

広げていくことが、高

向

齢者の権利擁護を推進

が

するうえでの課題であ

見

る。

2)達成状況と原

ら

因分析を踏まえた今後

れ

の方向性

【成果指標１

る

】高齢者に対する虐待

。

があったと行政機関が

一

判断した件数

　養護者

方

による高齢者虐待につ

、

いては、「高齢者虐待

虐

防止・認知症高齢者早

待

期発見等ネットワーク

通

運営委員会」において

報

虐待防止

に関する普及

件

啓発と地域との連携強

数

化に努めていく。また

の

、虐待の全件通報の仕

推

組みについて地域包括

移

支援センターへさらな

を

る周

知徹底を行うほか

4

見

、すこやかプラザ　あ

る

だちへの移転による高

と

齢者関係部署の一体的

、

支援による連携強化、

国

年3回開催している弁

に

護士相談会や今後予定

お

している虐待対応マニ

い

ュアルの改訂により虐

て

待対応力強化に取り組

は

んでいく。

【計画の理

 

右

念】④人権・多様性の

肩

尊重と地域共生社会の

上

実現

　高齢者虐待の窓

が

口である地域包括支援

り

センターの周知をより

で

一層進めるとともに、

増

医療介護専門職などの

加

関係者や地域住民へ、

し

虐待の予防・早期発見

て

・早期通報に向けた意

担

い

識醸成を図っていくこ

る

とで、高齢者のセーフ

が

ティーネット構築を進

、

めていく。

【成果指標

区

２】障がい者に対する

に

虐待があったと行政機

お

関が判断した件数

　養

い

護者虐待、障害者福祉

て

施設従事者等虐待とも

は

に、全国的には増加の

当

虐

傾向にある。多種多様

待

な課題を抱える世帯が

防

増加している

ことや福

止

祉労働者の人材確保の

に

難しさ等その原因は様

関

々である。区において

す

は、令和7年度は養護

る

者、障害者福祉施設従

普

事者等と

もに認定件数

及

は減少しているが、件

部

啓

数が増加してしまうリ

発

スクは常に存在する。

や

そのリスクを少しでも

地

減らすためには、障が

域

い者

の権利擁護支援や

包

障がい特性の理解を推

括

進していくことが最も

支

効果的と考えられる。

援

日々の関係者会議や打

セ

ち合わせ、また障がい

に

ン

者虐待防止のための研

タ

修等に積極的に取り組

ー

んでいくことにより虐

へ

待防止の環境を整えて

の

いく。

【計画の理念】

相

④人権・多様性の尊重

談

と地域共生社会の実現

体

　障がい者支援をして

制

いく上で、障がい当事

が

者を中心に家族、障が

お

整

いサービス事業所等が

備

地域の中でチームとし

さ

て関わっていくこ

とが

れ

大切である。その中で

た

、本人の権利擁護支援

こ

のあり方や障がい特性

と

等を共有し、本人主体

に

の支援を行っていくこ

よ

とが虐待防止

の環境を

り

整えていくことに繋が

け

毎

る。

【成果指標３】区

年

民の成年後見制度利用

3

者数

　医療介護連携課

0

と成年後見センターが

0

すこやかプラザあだち

件

へ移転したことで連携

前

が強化された。今後も

後

より一層連携していく

で

とともに、区内25か

推

所の地域包括支援セン

る

移

ターにおいて年1回以

し

上開催される「じぶん

て

ノートを活用した老い

お

支度講座」や相談会

・

り

研修会も活用しながら

、

、区民に対して成年後

令

見制度等の支援策の周

和

知を行い、さらなる利

7

用促進を図っていく。

年

　なお、成年後見制度

評

度

の利用促進を図るため

は

、民法の改正が予定さ

2

れている。今後、制度

8

利用者の増加が見込ま

0

れるため、権利擁

護支

件

援ネットワークのより

で

一層の強化を図る必要

あ

がある。

【計画の理念

っ

】④人権・多様性の尊

た

重と地域共生社会の実

価

。

現

　今後予定されてい

令

る民法改正の動向を注

和

視しつつ、成年後見制

7

度の周知・理解を深め

年

制度の利用促進を図る

度

ことで、高齢者の権

利

の

を護り、意思決定を尊

虐

重した地域共生社会の

待

実現を目指していく。

判

（

断件数については20

部

4件であり、虐待通報

長

件数における虐待判断

評

件数の割合は国と比べ

価

て大幅に高く、区にお

－

ける的確な虐待判断

及

１

び対応が実施できてい

次

るものと考える。

【計

評

画の理念】④人権・多

価

様性の尊重と地域共生

）

社会の実現

　高齢者の

そ

権利を擁護し、潜在的

の

な虐待を見過ごさず、

１

虐待の当事者や養護者

1

が必要な支援につなが

)

る相談・ネットワーク

施

体制整

備の強化が高齢

策

者虐待の未然防止と対

の

応力を強化するための

達

課題である。

【成果指

成

標２】障がい者に対す

状

る虐待があったと行政

況

機関が判断した件数

　

と

養護者虐待を障がい援

そ

護課で、障害者福祉施

の

設従事者等虐待を障が

原

い福祉課で担当するよ

因

うになり2年が過ぎ、

の

それぞれの対応

手法が

分

構築され、職員にも根

析

づいてきたと考えられ

【

る。令和7年度につい

成

ては、養護者虐待も障

果

がい者福祉施設従事者

指

等虐待も認

定件数につ

標

いては前年度に比べる

１

と減少している。養護

】

者虐待については、権

高

利擁護支援の取り組み

齢

が積極的に行われその

者

考え方

が区内事業所等

に

及び住民に少しずつ浸

対

透してきていることも

す

あり、虐待が起きる前

る

に本人及び養護者支援

虐

につながっている。障

待

害

者福祉施設従事者等

が

虐待についても、区内

あ

事業所への研修や日頃

っ

の取り組み等が少しず

た

つ広がり、相談そのも

と

のは例年と変わらな

い

行

中での認定件数の減少

政

である。

【計画の理念

機

】④人権・多様性の尊

関

重と地域共生社会の実

が

現

　障がい者の中には

判

、障がい特性により自

断

分が虐待を受けている

し

認識が持てない人がい

た

る。その点では周囲の

件

人たちの見守りが欠

か

数

せない。障がい者に関

 

わる人たちだけではな

 

く、地域の人たちすべ

養

てが、障がい者が地域

護

で暮らすことが当たり

者

前に感じられる

世界の

虐

構築が虐待防止の課題

待

である。

【成果指標３

に

】区民の成年後見制度

お

利用者数

　成年後見制

け

度の利用者数は前年か
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

老人ホーム入所措置事業 高・医療介護連携課3759 216,959 36,855 253,814 現状維持 Ａ

成年後見制度利用支援事業 高・医療介護連携課3761 5,225 15,119 20,344 改善・変更 Ａ

成年後見制度利用助成事業 高・介護保険課4261 24,206 17,530 41,736 現状維持 Ａ

高齢者緊急一時保護事業 高・医療介護連携課21165 56,809 72,267 129,076 現状維持 Ａ

合計４事業 303,199 141,771 444,970

3)施施策の手段として位置付け
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施

働による若年者支援の

策

推進、専門事業者によ

の

る包括的就労支援の実

概

施、ハ

ローワークとの

要

連携による就労支援の

柱

展開

■　【課題３に対

立

する取組】子どもがい

て

る世帯を専門に支援す

1

る係の設置と支援技術

5

の蓄積、学校・スクー

【

ルソーシ
主な取組

ャル

く

ワーカー・ユースソー

ら

シャルワーカーとの連

し

携による支援の展開、

】

子どもの未来応援プロ

い

グラムの展開

担 当 課 名

つ

足福・生活支援推進課

ま

（取りまとめ）

電 話 番

で

号 03-3880-6

も

276 E-mail s

住

eiho-sidou

み

@city.adac

続

hi.tokyo.j

け

p

　稼働能力がある被

ら

保護者について、ハロ

れ

ーワーク足立との協定

る

に基づき「生活保護受

安

給者等就労自立促進事

心

業」や

「足立就職支援

な

コーナー」を活用した

く

就労支援を展開してい

ら

る。

協働・協創
の 取 組

し

み

【目標】１　貧困を

施

なくそう　【ターゲッ

策

ト】1.3　生活困窮

群

者世帯や生活保護世帯

名

への生活を保障しなが

8

ら自立支

援を行い、貧

高

困の連鎖を終わらせる

齢

。
ＳＤＧｓが

【関連す

者

る理由】生活保護制度

、

の適正な実施を行い健

障

康で文化的な最低限度

が

の生活を保障する。ま

い

た、稼働能力のあ
目指

者

す目標
る世帯について

な

は、就労支援や学習支

ど

援を行い経済的自立を

の

後押ししていく。
（タ

生

ーゲッ
【評価】ハロー

活

ワーク足立や就労準備

の

支援事業者などと連携

サ

し、利用者に寄り添っ

ポ

た支援を丁寧に行って

ー

いる。今後
ト）との関

ト

も、結果につながるよ

体

う支援の提供を行って

制

いく。
連及び評価

備　

を

　　考

充実する

施 策 名 8.4 くらしやしごとに困っている人が、状況に応じた保障や支援を受けられる体制の強化・充実

■　生活に困っても必要な支援を受けられる。

施策の
目指す姿

■　専門家・関係機関と連携して、一人ひとりが抱える悩みや生きづらさを適切に支援するとともに、各事業の効果

検証と改善を進め、効果的・効率的な組織体制を整備することで、生活困窮世帯への重層的支援を強化する。

■　就労支援が長期化する対象者へのアプローチや関係機関との連携強化により、生活困窮からの自立を促進する。

生活保護世帯には、早期自立が見込まれる「その他世帯」を中心に、きめ細かな就労支援を行う。
施策の方向

■　子どもの課題に応じた就学支援や学習機会の提供を関係機関と連携して進める。専門職員の育成とノウハウ蓄積

を進め、子どもと保護者への継続的支援を通じて、学習・生活環境の改善と自立を促し、貧困の連鎖を断ち切る支援

を強化する。

■　【現状１】生活困窮者が抱える課題は、経済的なものだけでなく、傷病・障がい、精神疾患、DV、虐待、多重債

務、元ホームレスなど多岐にわたる。複合・複雑化した相談が増えていることから、庁内外の関係機関と連携した支

援を実施していく必要がある。

　　【課題１】生活困窮者が抱える課題の複合・複雑化

■　【現状２】就労準備支援の外部委託やハローワーク等

足

連携により就労支援を

立

実施しているが、生活

区

保護受給世帯
現状と課

　

題
の『その他の世帯』

令

就労率(稼働収入認定

和

のある世帯割合)は令

８

和6年度30.3％で

年

あり、国目標45％を

度

下回っている。

　　【

施

課題２】就労率の向上

策

■　【現状３】生活保

評

護世帯の高校中退率は

価

全国3.3％に対し足

調

立区は2.9％となっ

書

ている。適切な支援に

(

は学校連携

の強化や専

令

門職員の配置、ノウハ

和

ウ蓄積が必要である。

７

　　【課題３】子ども

年

がいる世帯への適切な

度

支援

■　【課題１に対

事

する取組】包括的相談

業

支援の実施、自宅訪問

実

等によるアウトリーチ

施

支援の展開、ワンスト

)

ップ型総

合相談会の開

1

催

■　【課題２に対す

 

る取組】ＮＰＯとの協
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目　標　値標
目　標　値

(6)
実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 47,656,380 48,341,372 48,496,218 53,330,659

人件費 2,807,955 2,865,455 3,109,657 3,410,007

総事業費 50,464,335 51,206,827 51,605,875 56,740,666

前年比(金額) 50,464,335 742,492 399,048 5,134,791

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 生活困窮者における就労・進路決定率　【成果指標】

定義等 生活困窮者自立支援相談、就労準備支援、学習支援等の後に就労（進路）が決定した割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 68.5 68.5
(1)

実　績　値 65.9 68.2 62.2 58.6 R10 72.3

達　成　率 0% 91% 0% 94% 0% 86% 86% 81% -

指標名 生活保護受給世帯の「その他の世帯」の就労率（稼動収入認定のある世帯の割合）　【成果指標】

定義等 生活保護受給世帯の「その他の世帯」のうち、就労している世帯の割合（稼動収入認定のある世帯の割合）
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 48 48 50 40 40
(2)

実　績　値 37.1 33.3 30.3 29.3 R10 40

達　成　率 77% 93% 69% 83% 61% 76% 73% 73% -

指標名 生活保護受給世帯の高等学校等の中退率　※低減目標　【成果指標】

定義等 生活保護受給世帯に属する高校生のうち、中退した者の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 4.4 4.2 4 4 4
(3)

実　績　値 4.9 4.4 2.9 3.9 R10 4

達　成　率 90% 82% 95% 91% 138% 138% 103% 103% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
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）

向性

【成果指標１】

　

の

就労支援だけに捉われ

う

ず、相談者本人とその

ち

家族の状況や困りごと

、

を包括的に受けとめ、

就

世帯全体としての支援

労

につなげていく

。今後

決

も物価高騰の影響があ

定

るものと予想されるが

し

、引き続き利用者がス

た

ムーズに次のステップ

人

に進めるよう、一人ひ

数

とりの就労

意欲や希望

が

に寄り添った支援を行

9

っていく。

【成果指標

8

２】

　一人でも多く就

人

労後の自立へつなげて

（

いくため、今後も「そ

前

の他の世帯」の稼働能

年

力の把握に務めるとと

度

もに、生活保護受給者

1

一人ひとりが抱えてい

1

る問題を見極め、関係

6

部署や委託先と連携し

人

ながら、最も効率的な

）

就労支援を行う。

【成

、

果指標３】

　訪問によ

就

る信頼関係の構築や、

労

希望する進路を達成す

準

るために必要な情報を

備

タイムリーに提供して

支

いくことが中退を未然

援

に防ぐ

ことに繋がると

利

考える。このためにも

用

、更なる関係機関との

者

連携により支援を厚く

1

していく必要がある。

7

各福祉課の有子世帯担

8

当

が積極的に支援する

人

ことにより、一層の中

（

退率抑制を目指す。

【

前

計画の理念】④人権・

年

多様性の尊重と地域共

度

生社会の実現

　社会情

1

勢の変化を注視しつつ

5

、ハローワークやNP

8

Oとの連携を強化する

人

とともに、民間事業の

）

ノウハウを活用した独

の

自の求人開

拓や寄り添

う

った伴走型支援を行っ

ち

ていく。生活困窮者の

、

経済的自立を支援し、

就

生活基盤を安定させる

労

ことで、基本的な人権

決

が損な

われず、多様な

定

生き方や選択が尊重さ

し

れる社会の実現を目指

た

す。

人

4

数が63人（前年度5

 

0人）であった。学習

担

支援については利用者

当

96人

（前年度91人

部

）のうち、94人（前

に

年度91人）の進学が

お

決定した。

　ハローワ

け

ークにつながり就労に

る

至った人数が令和6年

評

度より減少しているこ

価

とについては、東京都

（

全体のハローワークに

部

おける

就職件数も前年

長

比2.5％の減となっ

評

ており、物価高騰や原

価

材料費の上昇により求

－

人を控える動きが見ら

１

れたことが影響してい

次

ると

考えられる。

　一

評

方、就労準備支援では

価

、独自求人の紹介や就

）

労に向けての丁寧な支

そ

援を行うことにより、

の

就労決定数が増加した

１

と分析する。

【成果指

1

標２】

　「就労による

)

稼働収入を得ている世

施

帯」が1,007世帯

策

（令和6年度）から9

の

68世帯（令和7年度

達

）へと減少したことに

成

より、達成率

は低下し

状

た。一方、母数となる

況

「その他の世帯」も3

と

,323世帯（令和6

そ

年度）から3,303

の

世帯（令和7年度）へ

原

と減少したが、分母の

因

減少幅を上回って就労

の

世帯が減少したため、

分

就労率は微減となった

析

。背景として、傷病認

【

定には至らないものの

成

就労困難な事情を

抱え

果

るケースなど、対象者

指

の課題が複雑化・多様

標

化していることが、目

１

標未達成の主な要因と

】

考えられる。

【成果指

　

標３】

　夏季休業中の

令

高校３年生について、

和

進路希望調査を行い、

7

学習塾や受験料などの

年

貸付を提案するなど寄

度

り添った支援を行った

の

結

果、中退率の抑制に

実

つながり、目標を上回

績

った。

【計画の理念】

の

④人権・多様性の尊重

う

と地域共生社会の実現

ち

　本施策では、NPO

、

との協働による若年者

ハ

支援や、専門委託事業

ロ

者による丁寧な伴走型

ー

の就労準備支援を展開

ワ

した結果、就労決定

数

ー

の増加や高校中退率の

ク

抑制という成果を得た

利

。

　一方で、経済的困

用

窮のみならず、障がい

者

や社会的孤立といった

数

複合・複雑化する対象

1

者の課題に対し、個々

6

の背景や価値観を尊

重

1

しながら「誰一人取り

人

残さない」社会を実現

（

するために、さらなる

前

支援の質の向上と、既

年

存の制度に馴染まない

度

ケースへの柔軟

なアプ

1

ローチが引き続き重要

6

な課題となっている。

4

2)達成状況と原因分

人

析を踏まえた今後の方
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ら

祉資金貸付事務 福祉管

れ

理課21763 0 12

る

,707 12,707

事

現状維持 Ａ

食料品等物

務

価高支援給付金事務 福

事

祉管理課24418 5

業

,183,701 70

の

,120 5,253,

評

821 休止・終了 Ｂ

合

価

計１８事業 53,33

結

0,659 3,410

果

,007 56,740

事

,666

務事業 施策への
事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

福祉資金償還事務 福祉管理課3669 1,758 35,487 37,245 現状維持 Ｂ

旧軍人等の援護及び叙勲伝達事務 福祉管理課3673 348 877 1,225 現状維持 Ｃ

行旅死亡人取扱法及び墓地埋葬法に係わる事務 福祉管理課3674 34,223 15,777 50,000 現状維持 Ｂ

応急小口資金貸付事務 福祉管理課3676 851 5,695 6,546 現状維持 Ｂ

福祉事務所管理運営事務 足福・生活支援推進
課

3753 161,620 156,483 318,103 改善・変更 Ｂ

福祉事務所施設維持補修事務 足福・生活支援推進
課

3754 8,759 7,012 15,771 現状維持 Ｂ

宿泊所・自立支援センター等の共同管理事務 足福・生活支援推進
課

3756 124,078 877 124,955 現状維持 Ａ

母子父子自立支援員等の活動事業 足福・生活支援推進
課

3757 133 68,831 68,964 現状維持 Ａ

中国残留邦人等生活支援事業 高・高齢福祉課3758 287,805 20,591 308,396 現状維持 Ｂ

入院助産費給付事業 足福・生活支援推進
課

3765 19,036 36,112 55,148 現状維持 Ｂ

生活保護費給付事業施行事務 足福・生活支援推進
課

3766 471,873 704,764 1,176,637 改善・変更 Ａ

生活保護費給付事業 足福・生活支援推進
課

3767 46,818,767 2,075,949 48,894,716 拡充 Ａ

生活保護法外援護費給付事業 足福・生活支援推進
課

3768 59,964 72,964 132,928 現状維持 Ａ

低

3

所得者・離職者対策事

)

業 足福・生活支援推進

施

課
4660 496 23

施

,344 23,840

策

現状維持 Ａ

住居確保給

の

付金支給事業 足福・生

手

活支援推進
課

7119

段

31,515 47,6

と

36 79,151 現状

し

維持 Ａ

母子生活自立支

て

援事業 足福・生活支援

位

推進
課

21395 12

置

5,732 54,78

付

1 180,513 現状

け

維持 Ａ

母子及び父子福
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施

る。②その他のがん検

策

診受診率に

ついても、

の

令和4年度では、胃が

概

ん検診7.3％、肺が

要

ん検診4.2％、大腸

柱

がん検診17.5％（

立

職域の検診を除いた区

て

のが

ん検診のみ）と、

1

東京都全体の数値を下

5

回っている。【課題3

【

】がん検診受診率の向

く

上

■　糖尿病予防対策

ら

の推進（あだちベジタ

し

ベライフ、食育月間・

】

糖尿病月間など）

■　

い

健康行動の推進（ベジ

つ

チェック、運動習慣の

ま

定着など）

■　健康経

で

営の支援

■　健康診断

も

の定期受診の推進（特

住

定健診、40歳前の健

み

康づくり健診など）

■

続

　生活習慣改善の推進

け

（特定保健指導など）

ら

主な取組
■　糖尿病重

れ

症化予防の推進

■　が

る

ん検診受診勧奨の強化

安

（SNSを活用した勧

心

奨など）

■　女性がん

な

検診の啓発・勧奨（無

く

料クーポン事業、ピン

ら

クリボンあだちの開催

し

、二十歳の集い配布冊

施

子での勧奨

　など）

担

策

当 課 名 こころとからだ

群

の健康づくり課（取り

名

まとめ）

電 話 番 号 03

9

-3880-5433

健

E-mail kenk

康

ou@city.ad

寿

achi.tokyo

命

.jp

■　協働・協創

の

の視点に基づくベジタ

延

ベライフ協力店、民間

伸

企業、ヘルスボランテ

を

ィア等との事業展開で

実

、自ずと野

　菜を摂取

現

できる環境整備に取り

す

組んでいく。

■　民間

る

企業とがん対策に関す

施

る連携協定を締結し、

策

区民の方へ区のがん検

名

診の案内や申し込みへ

9

の協力、がん講座

協働

.

・協創 　の開催等によ

1

り、区民のがんに関す

住

る正しい知識の啓発や

ん

、がん検診受診率向上

で

に取り組んでいる。ま

い

た、毎年

の 取 組 み 　1

る

0月の乳がん月間に開

だ

催する「ピンクリボン

け

あだち」では、乳がん

で

経験者の会をはじめ、

自

区医師会や民間企業等

ず

と

　連携し、乳がん検

と

診の啓発を行っている

健

。なお、令和7年度の

康

「ピンクリボンあだち

に

」は2日制とし、2日

な

目は東京

　女子医科大

れ

学附属足立医療センタ

る

ー等との連携による、

仕

「がんとの共生（乳が

組

んの治療と仕事の両立

み

）」をテーマ

　とした

の

講演会を開催した。

「

構

３ すべての人に健康

築

と福祉を」「１７　パ

■

ートナーシップで目標

　

を達成しよう」

ＳＤＧ

健

ｓが
■「野菜を食べや

康

すい環境づくり」を進

で

めることで、区民が意

Q

識しなくても自然と野

O

菜を摂取することがで

L

き、健　
目指す目標

康

（

寿命の延伸・健康格差

生

の縮小につながる。
（

活

ターゲッ
■　がん罹患

の

率が増加する年代より

質

若い年齢層に対する受

）

診勧奨を強化し、受診

の

率向上を図ることで、

高

がんの早期発
ト）との

い

関
　見・早期治療につ

暮

ながり、区民の健康維

ら

持・健康寿命の延伸に

し

寄与していく。
連及び

が

評価

指標（1）（2）

で

区民の健康寿命は、厚

き

生労働省より5年ごと

る

に公表される市区町村

。

の完全生命表（平均寿

施

命）から同

備　　　考

策

省の算定プログラムに

の

て区が算出した平均自

目

立期間の年齢。

指す姿

■【住んでいるだけで自ずと健康行動がとれるまちをつくる】　①区民自身が糖尿病リスクに気づき、野菜摂取や運

　動をはじめとした発症予防の行動をとれる仕組みづくりを推進し、意識せずに生活習慣病を予防する力を向上させ

　る。②働き世代の健康づくりを推進し、良好な生活習慣を定着させる。

■【生活習慣病の発症・重症化を予防する】　①定期的な健康診断による生活習慣病の早期発見から、特定保健指導
施策の方向

　による生活改善や早期治療につなげ、生活習慣病の重症化を予防する。②医療機関と連携して、生活習慣病のおそ

　れがある医療機関未受診者や糖尿病治療中断者へ受診を促し、早期治療につなげる。

■【若年層・女性へのがん検診勧奨を強化する】　①女性がんについて様々な機会を捉えた啓発活動や積極的な検診

　受診勧奨に取り組む。②各種がん検診で特に受診率の低い若年層をターゲットに受診啓発・勧奨を強化する。

■【現状1】①国民健康保険被保険者に占める糖尿病患者の割合（令和4年度）は、特別区のうち最も少ない区の約1.

6倍となっている。②18～39歳を対象とした区の健診結果では、糖尿病要指導者の割合は増加傾向にあり、若年者の

中にも糖尿病リスクを抱える状

足

態の人が一定数存在し

立

ている。【課題1】糖

区

尿病リスクのある区民

　

の増加

■【現状2】①

令

令和4年度特定健診の

和

結果、男性は40歳時

８

点で肥満・腹囲基準超

年

過者が4割を超えてい

度

る。②国民健康

保険・

施

後期高齢者医療制度加

策

入者の新規透析導入者

評

数は、毎年200名を

価

超えており、男性の人

調

工透析治療者数は女性

書

現状と課題
の2倍以上

(

となっている。また、

令

男性の生活習慣病の一

和

人あたり医療費は入院

７

・外来ともに女性を上

年

回っており、男

性は症

度

状が悪化してから受療

事

していることが推察さ

業

れる。【課題2】主体

実

的な健康管理意識の向

施

上

■【現状3】①女性

)

がん（子宮頸がん・乳

1

がん）は、30～40

 

代からり患率が上昇す
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800 797,456 858,095

人件費 322,588 335,556 404,022 477,858

総事業費 1,046,941 1,106,356 1,201,478 1,335,953

前年比(金額) 1,046,941 59,415 95,122 134,475

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 区民の健康寿命（男性）

定義等 厚生労働科学研究の健康寿命算定プログラム、平均自立期間の年齢
指

単　位 歳 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 78.9 - - 79.47 -
(1)

実　績　値 78.41 - - - R10 79.47

達　成　率 99% 99% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名 区民の健康寿命（女性）

定義等 厚生労働科学研究の健康寿命算定プログラム、平均自立期間の年齢
指

単　位 歳 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 83.3 - - 83.97 -
(2)

実　績　値 82.99 - - - R10 83.97

達　成　率 100% 99% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名 自分が健康だと思う区民の割合（主観的健康観）

定義等 足立区政に関する世論調査の自身の健康状態に「非常に健康だと思う」「健康な方だと思う」と回答した人の割合
指

単　位 % 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 70 70 70 70 70
(3)

実　績　値 67 63 64.5 66.8 R10 70

達　成　率 96% 96% 90% 90% 92% 92% 95% 95% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 724,353 770,
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和

がん患者のピ

アサポー

4

トグループを創設し、

年

当事者が地域で安心し

に

て暮らせる実働的な支

算

援体制を構築した。こ

定

れらは精神的な支えと

し

なり、主

観的健康観の

た

維持に寄与している。

令

【計画の理念】

(1)

和

①協創の再構築⑥地域

2

特性・地域資源を踏ま

年

えた施策の展開

　糖尿

の

病対策の軸として「あ

実

だちベジタベライフ」

績

を進めてきており、ベ

値

ジタベライフ協力店は

を

当初の目標を超える9

掲

00店舗以上

に達して

載

いる(令和8年3月3

・

1日現在1,032店

目

舗)。区は毎年、食習

標

慣調査を実施しており

値

、20～50代の食生

に

活の傾向を把握してい

は

る

が、令和7年度調査

達

結果において男性で野

し

菜摂取量が不十分であ

て

った群を分析してみる

い

と、自炊しておらず外

な

食頻度が高いことが

分

い

かった。今後は、外食

も

頻度が高く野菜摂取量

の

が少ない群に向け、タ

の

ーゲットを絞った対策

、

、ベジタベ店との取組

平

が必要である。

(2)

成

①協創の再構築③ウェ

2

ルビーイングの向上と

5

SDGsの推進

　啓発

年

イベント「ピンクリボ

度

ンあだち」において、

か

従来の乳がんの早期発

ら

見・早期治療の啓発の

の

ほか、「がんとの共生

「

(治療と仕

事の両立)

健

を」をテーマに加えた

康

2日制のイベントを開

あ

催し、講演会等に延べ

だ

426名が参加した。

ち

区医師会、東京女子医

2

科大学附属

足立医療セ

1

ンター、乳がん体験者

(

の会「たんぽぽの会」

第

等との密接な連携によ

二

り、多角的な普及啓発

次

を展開した。

2)達成

)

状況と原因分析を踏ま

行

えた今後の方向性

【成

動

果指標1・2】区民の

計

健康寿命(男性、女性

4

画

)

【成果指標3】自分

」

が健康だと思う区民の

(

割合(主観的健康観)

糖

　引き続き、自らの健

尿

康問題であっても最優

病

先することができない

対

区民も、本人が努力し

策

なくても「住んでいる

ア

だけで自ずと健康

にな

ク

れるまち」を目指し、

 

シ

健康寿命延伸、主観的

ョ

健康観改善に資する取

ン

組を進めていく。

　特

プ

に「働き世代の健康づ

ラ

くり」としては、「元

ン

気な職場づくり応援事

)

業(健康経営)」によ

の

り、啓発が届きにくい

取

働き世代に職場

を通じ

組

てアプローチし、成功

担

の

事例の横展開で浸透を

成

図っていく。また、「

果

これくらいならできる

と

」と実行していただけ

し

る運動の啓

発として「

て

ちょこ活」を広めるた

、

め、令和7年度に作成

平

したチラシや令和8年

成

度に新たに作成する動

2

画を活用していく。

【

当

2

成果指標2】区民の健

年

康寿命（女性）

　都の

と

「女性のがん検診受診

比

応援事業(東京ポイン

較

ト2,000円相当付

し

与等)」を活用し、受

た

診券への情報掲載やS

令

NS等での周知により

和

未受診層の掘り起こし

2

を推進する。

　日曜乳

部

年

がん検診について、受

の

診実績の高い医療機関

数

の受け入れ枠拡大、受

値

診意識が高まる「ピン

に

クリボン月間(10月

お

)」直後の実

施、周知

い

・啓発の前倒しに加え

て

て、「日曜子宮頸がん

、

検診」モデル事業との

区

セット受診実施につい

に

民

て医師会と協議を進め

の

ていく。

【計画の理念

健

】

(1)①協創の再構

康

築⑥地域特性・地域資

寿

源を踏まえた施策の展

命

開

　令和7年度食習慣

は

調査の分析結果に基づ

約

き、令和8年度の食育

2

月間では、男性が外食

歳

の際に好む麺料理など

お

延

のジャンルに重点を置

伸

いたベジタベ店との連

し

携企画「推し麺×ベジ

、

」を実施し、外食して

特

いる男性も自ずと野菜

に

摂取が増える環境をつ

女

くるなど対策を進

めて

性

いく。

(2)①協創の

は

再構築④人権・多様性

都

の尊重と地域共生社会

け

と

の実現⑥地域特性・地

の

域資源を踏まえた施策

差

の展開

　アピアランス

が

ケア用品購入等助成制

1

度の情報を確実に届け

.

るため、事業チラシの

6

配布範囲を、これまで

歳

の「がん検診実施医療

に

機

関」から、「区内の

縮

全医療機関、理美容組

る

小

合加盟店および小中学

し

校の保健室(養護教諭

て

)」へ拡大する。

　ま

い

た、理美容関係者向け

る

のアピアランスケア研

。

修会を定例化し、地域

ま

資源を活用した「がん

た

との共生社会」の定着

、

を図る。

関

評

連の実績として、かつ

価

て23区で最も高かっ

（

た一人当たりの糖尿病

部

医療費が、良いときは

長

高い方から7番目とな

評

り(

令和6年は高い方

価

から4番目)、糖尿病

－

未治療者の割合も約4

１

割から約3割に改善し

次

ている。課題として、

評

20代、30代の糖尿

価

病予備群

や働き世代の

）

肥満が増加傾向である

そ

ことなどから、若年層

の

にアプローチ可能な産

１

業保健分野への取組の

1

充実が必要である。令

)

和6

年度からの「健康

施

あだち21(第三次)

策

行動計画」(糖尿病対

の

策アクションプラン2

達

)において、「働き世

成

代の健康づくり」を新

状

たな柱

に加え対策を進

況

めている。

・利便性向

と

上を目的に拡充実施し

そ

た「日曜乳がん検診」

の

の受診者が、令和7年

原

度は前年度比約3.6

因

倍の158名となった

の

。これは、平

日の受診

分

が困難な層のニーズを

析

的確に捉えた結果と分

【

析する。一方で、令和

成

6年度時点のがん検診

果

受診率は、子宮頸がん

指

20.0％、

乳がん1

標

7.8％に留まってお

1

り、受診機会のさらな

・

る拡大が課題である。

2

【成果指標3】自分が

】

健康だと思う区民の割

区

合(主観的健康観)

・

民

目標値には達していな

の

いものの、令和6年度

健

と比較し2.3ポイン

康

ト増加している。世論

寿

調査結果から主観的健

命

康観ごとの健康関連

指

(

標の状況を分析したと

男

ころ、全体として主観

性

的健康観が良いと回答

、

した人の方が健康関連

女

指標が有意に良い傾向

性

にあった。区は

ベジタ

)

ベライフや健康診断の

※

定期受診を推進してい

令

るが、野菜摂取状況や

和

受診行動を含む健康関

4

連行動については、実

年

際に体調に

影響を与え

度

、さらには主観的健康

欄

観に影響を与えている

は

可能性がある。

・がん

、

との共生を掲げ、がん

令

患者の不安解消とＱＯ

和

Ｌ向上に向け、アピア

2

ランスケア用品購入等

年

助成の上限額を10万

の

円(10割助成)

へ大

目

幅拡充するととともに

標

、助成対象品目も義眼

値

等を含むエピテーゼま

と

で拡大した。また、江

令

北保健センターに働く
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

栄養指導推進事業 足立保健所中央本町
保総課3844 775 28,951 29,726 現状維持 Ａ

食育推進事業 こころからだ課3845 3,792 41,317 45,109 改善・変更 Ａ

歯科保健活動事業 データヘルス課3847 6,827 55,113 61,940 拡充 Ａ

歯周病予防事業 データヘルス課3848 45,445 23,059 68,504 拡充 Ａ

健康あだち２１推進事業 こころからだ課3849 6,404 99,083 105,487 改善・変更 Ａ

がん検診事業 データヘルス課3853 519,894 41,170 561,064 改善・変更 Ａ

上乗せ項目健康診査事業 データヘルス課3856 148,056 2,630 150,686 現状維持 Ａ

健康増進健康診査事業 データヘルス課5190 18,148 3,024 21,172 拡充 Ａ

こころといのちの相談支援事業 こころからだ課15447 22,573 21,472 44,045 拡充 Ａ

若年者の健康づくり事業 データヘルス課19809 33,433 38,702 72,135 改善・変更 Ａ

糖尿病予防健診事業 データヘルス課21354 25,953 3,585 29,538 改善・変更 Ａ

糖尿病対策事業 こころからだ課21364 15,852 71,900 87,752 改善・変更 Ａ

データヘルス推進事業 データヘルス課21712 323 11,831 12,154 改善・変更 Ａ

健康リスタート事業 足保・江北保健23694 10,620 36,021 46,641 拡充 Ａ

合計１４事業 858,095 477,858 1,335,95

3

3

)施施策の手段として位置付け
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施

る。

【課題3】保健所

策

DXの推進

■　医療提

の

供体制の確保

　　①　

概

休日応急診療所および

要

平日夜間小児初期救急

柱

診療機関の開設

■　協

立

創による健康づくりの

て

推進

　　①　医療介護

1

スキルアップ研修の開

5

催

　　②　健康あだち

【

２１専門部会および糖

く

尿病対策アクションプ

ら

ラン健康応援部会の開

し

催
主な取組

　　③　こ

】

ころといのちの相談支

い

援ネットワークの充実

つ

■　保健所ＤＸの推進

ま

　　①　母子カード電

で

子化による妊産婦支援

も

の充実

　　②　母子相

住

談予約システムの導入

み

　　③　災害や感染症

続

拡大時におけるWeb

け

会議体制の充実と広域

ら

化

担 当 課 名 衛生管理課

れ

（取りまとめ）

電 話 番

る

号 03-3880-5

安

891 E-mail e

心

-kanri@cit

な

y.adachi.t

く

okyo.jp

■　足

ら

立区医師会、東京都足

し

立区歯科医師会、足立

施

区薬剤師会、東京都柔

策

道整復師会足立支部等

群

と協働することによ

り

名

、医療提供体制の安定

9

的な確保に取り組んで

健

いる。

■　健康応援部

康

会について、区の健康

寿

づくりにご協力いただ

命

いている民間企業へ参

の

加を呼びかけ、企業と

延

の連携を推

協働・協創

伸

し進める場として充実

を

させていく。

の 取 組 み

実

■　休日応急診療所や

現

、医療・介護・健康の

す

拠点となる「すこやか

る

プラザ　あだち」の開

施

設により、区民が安心

策

でき

る地域医療の充実

名

、健康的な生活の確保

9

に寄与するものと考え

.

る。
ＳＤＧｓが
目指す

2

目標
【SDGsﾀｰｹ

地

ﾞｯﾄ】3.1、3.

域

2、3.6、3.8、

に

17
（ターゲッ
ト）と

お

の関
連及び評価

（指標

け

1）R5年度からR7

る

年度にかけて、継続し

保

て実績値が目標値を上

健

回ったことから、R8

・

年度以降の目標値を引

医

き上

備　　　考 げた。

療

（指標2）R7年度以

体

降の目標値を実績値が

制

上回り、減少は見込ま

の

れないため、今後の目

充

標値を引き上げた。

実

■　良質な保健・医療サービスを受けられる。

施策の
目指す姿

■　各師会などと協働し、休日· 夜間の医療提供体制の確保や、一般の歯科診療所で治療が受けられない障がい児が

通院できる場の提供などを進め、区民の医療不安を軽減していく。

■　民間企業と連携した生活習慣病予防やがん予防など、多様な主体とともに地域の健康課題に取り組むことに加え

、ヘルスボランティアの育成を進めることで、協創による健康づくりを実現する。また、区内事業所に対する健康経
施策の方向

営の支援を強化していくことで、企業から働き世代に対する健康へのアプローチを充実させる。

■　各業務のデジタル化やデジタルツールの積極的な活用を進め、複合· 複雑化するニーズへ効率的· 効果的に対応

するとともに、新たな感染症への対応力も備えた保健所体制を実現する。母子カードの電子化や母子相談予約システ

ムの導入をはじめ、デジタルを活用した業務プロセスの改善と新たな区民サービスを創出する。

■【現状1】①高齢者人口の増加に伴って在宅医療のニーズは高まっており、在宅療養者が安心して医療を受けられ

る体制の強化が求められる。②救急医療体制の充実を図るには、足立区医師会をはじめとした関係機関から医療従事

者を安定的に確保する等、休日· 夜間の医療提供体制を充実させていく必要が

足

ある。【課題1】医療

立

提供体制の確保

■【現

区

状2】①誰一人取り残

　

さない健康づくりを効

令

果的に進めていくため

和

、行政がヘルスボラン

８

ティアや企業· 団体

な

年

どと協力して取り組ん

度

でいく必要がある。②

施

生活習慣病予防などの

策

健康づくりは若年期か

評

ら継続的に取り組む必

価

要
現状と課題

があるた

調

め、職域保健と連携し

書

て健康課題に取り組む

(

ことが不可欠である。

令

【課題2】協創による

和

健康づくりの推進

■【

７

現状3】①新型コロナ

年

ウイルス感染症拡大へ

度

の対応の際に、保健所

事

業務のデジタル化の必

業

要性が改めて認識され

実

た。②複合· 複雑化す

施

る区民ニーズへの対応

)

と区民サービスの向上

1

を両立するには、保健

 

所のDXが不可欠であ
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単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 2,594,611 1,719,866 5,211,468 1,622,207

人件費 244,346 272,044 329,554 523,442

総事業費 2,838,957 1,991,910 5,541,022 2,145,649

前年比(金額) 2,838,957 △847,047 3,549,112 △3,395,373

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 医療が必要な時にかかりたいと思う医療機関が身近にあると感じる割合

定義等 世論調査
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 68 68 70 70 80
(1)

実　績　値 66.3 71.6 74.5 77.9 R10 80

達　成　率 98% 83% 105% 90% 106% 93% 111% 97% -

指標名 健康づくりに関する協定の締結または糖尿病対策アクションプラン健康応援部会に参加している団体企業数（年間）

定義等 健康づくりに関する協定の締結または糖尿病対策アクションプラン健康応援部会に参加している団体企業数
指

単　位 団体企業 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 11 14
(2)

実　績　値 9 9 9 14 R10 14

達　成　率 0% 64% 0% 64% 0% 64% 127% 100% -

指標名 デジタルを活用して業務プロセスの再構築や新たな区民サービスを創出できた数（累計）

定義等 デジタルを活用して業務プロセスの再構築や新たな区民サービスを創出できた数（累計）
指

単　位 回 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 2 2
(3)

実　績　値 0 1 1 1 R10 2

達　成　率 0% 0% 0% 50% 0% 50% 50% 50% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率
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会

は、既存

事業の安定運

及

営に努めるほか、関連

び

団体の方向性などを注

薬

視しながら、適宜方針

剤

を見直していく必要が

師

ある。

2)達成状況と

会

原因分析を踏まえた今

と

後の方向性

【成果指標

密

１】医療が必要な時に

な

かかりたいと思う医療

連

機関が身近にあると感

携

じる割合

　令和８年度

を

からの休日準夜間診療

図

縮小に伴い、休日・夜

り

間に対応可能な医療機

、

関・薬局の情報や緊急

移

時対応について、より

転

一層

の周知に努める。

後

また、今後の東部休日

の

応急診療所移転につい

江

ても関係団体と協議を

北

重ねながら、地域のニ

休

ーズに応じた医療体制

日

を確保できるよう調整

応

を進めるとともに、休

急

日応急診療所の全日数

診

開設など、引き続き医

療

療基盤の整備及び安定

所

運営に注力してい

く。

の

【成果指標２】健康づ

診

くりに関する協定の締

療

結または糖尿病対策ア

体

クションプラン健康応

制

援部会に参加している

を

団体企業数(年間)

　

拡

引き続き健康応援部会

充

の参加企業を拡大する

し

とともに、健康づくり

た

のプラットフォーム醸

り

成の場としての効果的

、

な運営を図り、

協創に

感

よる健康づくりを推進

染

する。行政だけではア

症

プローチが難しい対象

流

への健康づくりの啓発

行

に関し、参加企業を通

期

じ、各企業

の顧客や取

に

引先等へ情報を発信す

お

るといった連携を、今

け

後より一層強化してい

る

く。

【成果指標３】デ

休

ジタルを活用して業務

日

プロセスの再構築や新

応

たな区民サービスを創

急

出できた数（累計）

　

診

母子相談予約システム

療

の導入については、保

所

健衛生システムの標準

の

化に合わせたより最適

人

な形での実装に向け、

4

員

準備を進めてい

く。ま

配

た、母子相談予約シス

置

テムに限らず、区民の

に

複合・複雑化するニー

つ

ズに応えるため、保健

い

所のDXを今後より推

て

進していく。

【計画の

柔

理念】③ウェルビーイ

軟

ングの向上とＳＤＧｓ

に

の推進・⑦持続可能な

 

対

区政運営の推進

　関連

応

団体と密に連携しなが

で

ら各事業を安定的に運

き

営することで、区民の

る

心身の健康維持を図り

よ

、さらなる健康寿命の

う

増進に努め

る。また、

整

保健衛生システムの標

備

準化対応完了後は、順

し

次保健所のDXを進め

担

た

ていけるよう、十分な

結

検証を行いながら慎重

果

に準備を

進めていく。

、肯定的な回答

当

が74.5から77.

部

9へと上昇し、目標値

に

70を上回った。

休日

お

・夜間に対応可能な医

け

療機関・薬局の情報や

る

緊急時対応の周知に努

評

めたことも、区民の医

価

療不安を取り除く一因

（

になったと考

えられる

部

。

【成果指標２】健康

長

づくりに関する協定の

評

締結または糖尿病対策

価

アクションプラン健康

－

応援部会に参加してい

１

る団体企業数(年間)

次

　健康づくりに関する

評

協定を締結している団

価

体企業数８、健康応援

）

部会に参加した団体企

そ

業数８（うち２は協定

の

も締結している）

で、

１

実績としては14とな

1

り目標値を上回った。

)

コロナウイルスの影響

施

等により見送っていた

策

健康応援部会への民間

の

企業の参加を令

和７年

達

度より再開したが、普

成

段健康づくりで協力い

状

ただいている企業に積

況

極的にお声掛けし、多

と

くの参加に結び付ける

そ

ことができ

た。区と連

の

携した健康づくり事業

原

等について情報共有や

因

意見交換を行い、さら

の

なる連携につながる会

分

議内容となった。

【成

析

果指標３】デジタルを

【

活用して業務プロセス

成

の再構築や新たな区民

果

サービスを創出できた

指

数（累計）

　医師会の

標

会議および総合防災訓

１

練において、Web会

】

議を日常的に活用する

医

運用を定着させ、感染

療

症発生時でも即時に機

が

能する強

靭な保健所体

必

制を構築した。また、

要

「すこやかプラザ　あ

な

だち」で始めた「６０

時

歳からの健康リスター

に

ト教室」および「健康

か

コン

シェルジュ」への

か

相談事業にオンライン

り

予約を導入し、２４時

た

間受付が可能となり、

い

区民ニーズに即応した

と

。一方、保健衛生シス

思

テムの標準化対応が当

う

初の予定より大きく遅

医

れているため、母子相

療

談予約システムの導入

機

は令和９年度以降とな

関

る予定である。

【計画

が

の理念】③ウェルビー

身

イングの向上とＳＤＧ

近

ｓの推進・⑦持続可能

に

な区政運営の推進

　区

あ

民が身体的・精神的に

る

健やかな日々を過ごせ

と

るよう、地域の医療基

感

盤を整備するとともに

じ

、さまざまな主体との

る

連携による健

康づくり

割

事業を強化した。年々

合

複雑化する区民のニー

　

ズに対応しつつ、より

医

効率的かつ効果的に事

師

業を進めていくために
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

保健衛生一般管理事務 衛生管理課3815 22,916 60,916 83,832 改善・変更 Ａ

衛生統計事務 衛生管理課3817 1,185 8,765 9,950 現状維持 Ｂ

衛生関係施設改修事務 衛生管理課3821 0 4,383 4,383 現状維持 Ａ

足立保健所管理運営事務【経常】 衛生管理課3822 395,249 269,670 664,919 現状維持 Ｂ

足立保健所施設維持補修事務 衛生管理課3823 13,081 18,493 31,574 現状維持 Ｂ

大気汚染健康障害医療費助成事務 衛生管理課3824 756 8,765 9,521 現状維持 Ｂ

公害認定・補償給付等事務 衛生管理課3825 30,483 47,767 78,250 現状維持 Ｂ

公害補償給付費支払事務 衛生管理課3826 810,215 8,765 818,980 現状維持 Ｂ

公害保健福祉・予防事業 衛生管理課3827 5,169 20,369 25,538 現状維持 Ｂ

難病対策事業 保健予防課3843 766 37,203 37,969 現状維持 Ａ

休日応急診療事業 衛生管理課3857 140,623 5,259 145,882 現状維持 Ａ

障がい児歯科診療事業 衛生管理課3858 35,652 2,630 38,282 現状維持 Ａ

平日夜間小児初期救急診療事業 衛生管理課3859 35,868 2,630 38,498 現状維持 Ａ

足立保健所管理運営事務【投資】 衛生管理課17777 18,435 8,283 26,718 現状維持 Ａ

すこやかプラザ　あだち管理運営事務【経常】 足保・江北保健23700 110,356 15,

3

731 126,087

)

現状維持 Ａ

すこやかプ

施

ラザ　あだち管理運営

施

事務【投資】 足保・江

策

北保健23731 1,

の

453 3,813 5,

手

266 休止・終了 Ｃ

合

段

計１６事業 1,622

と

,207 523,44

し

2 2,145,649

て位置付け
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施

療を通じて3分の1減

策

少させ、精神
ＳＤＧｓ

の

が
保健及び福祉を推進

概

する。」　3.8 「

要

すべての人々に対する

柱

財政リスクからの保護

立

、質の高い基礎的な保

て

健サービス
目指す目標

1

へのアクセス及び安全

5

で効果的かつ質が高く

【

安価な必須医薬品とワ

く

クチンへのアクセスを

ら

含む、ユニバーサル・

し

ヘル
（ターゲッ

ス・カ

】

バレッジ（UHC）を

い

達成する。」【関連す

つ

る理由】国民皆保険制

ま

度の根幹をなす国民健

で

康保険制度、後期高齢

も

ト）との関
者医療制度

住

を持続的・安定的に運

み

営することは、全ての

続

人がいつでも安全で質

け

の高い医療を利用でき

ら

ることに繋がる
連及び

れ

評価
ため。【評価】国

る

民健康保険・後期高齢

安

者医療制度を安定的に

心

運営することができた

な

が、今後も持続可能な

く

制度とす

るためには、

ら

より一層の保険料の収

し

納率向上や医療費の適

施

正化による財政の健全

策

化に努める必要がある

群

。

 

備　　　考

名 9 健康寿命の延伸を実現する

施 策 名 9.3 持続可能な医療保険制度の運営

■　医療保険制度が適正に運営されている。

施策の
目指す姿

■　病気の早期発見・重症化予防で医療費適正化を進める。

■　ジェネリック医薬品・適正服薬で薬剤費適正化を進める。

■　持続可能な運営に向けて収納率向上対策を強化する。

施策の方向

【現状1】令和5年度の医療費地域差指数（対東京都）は、国民健康保険では106.7、後期高齢者医療制度では104.3と

東京都を上回っている。【課題1】生活習慣病の早期発見・治療

【現状2】足立区のジェネリック医薬品使用率は年々上昇し、令和5年度は国民健康保険では81.8％、後期高齢者医療

制度では81.9％と、国が掲げる目標値である80％を超えている。【課題2】薬剤費の適正化

【現状3】国民健康保険料の現年分収納率は、急激な物価高騰等の影響により、令和5年度は例年の対同月比をいずれ
現状と課題

も下回るなど厳しい状況が続いている。後期高齢者医療保険料収納率も、令和4年度から団塊の世代が後期高齢者医

療制度に加入したことによって被保険者数が大幅に増加し、徴収環境が厳しくなっている。【課題3】医療保険の収

納率向上

■　特定健診・特定保健指導による生活習慣病の早期発見と生活習慣改善の推進

■　糖尿病性腎症重症化予防事業の推進

■　ジェネリック医薬品差額通知の送付

■　重複・多剤服薬指導の実

足

施

■　口座振替加入キ

立

ャンペーンの実施
主な

区

取組
■　ＳＮＳを活用

　

した口座振替勧奨の実

令

施

■　高額滞納者への

和

差押え等処分の徹底

担

８

当 課 名 国民健康保険課

年

（取りまとめ）

電 話 番

度

号  03-3880-

施

5851 E-mail

策

kokuho@cit

評

y.adachi.t

価

okyo.jp

■　所

調

得情報は課税課、特定

書

健診・特定保健指導の

(

計画策定及び実施はデ

令

ータヘルス推進課、国

和

保加入喪失手続き及

　

７

び保険料の収納は各区

年

民事務所等、それぞれ

度

連携して取り組んでい

事

る。

協働・協創
の 取 組

業

み

【目標】3 すべて

実

の人に健康と福祉を

【

施

ターゲット】3.4 

)

「2030年までに、

1

非感染性疾患による若

 

年死亡率を、予防や治
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3 98.79 98.69 R10 99.08

達　成　率 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 103,367,038 105,316,266 104,308,418 103,158,782

人件費 282,182 281,331 289,435 304,317

総事業費 103,649,220 105,597,597 104,597,853 103,463,099

前年比(金額) 103,649,220 1,948,377 △999,744 △1,134,754

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 【成果指標１】医療費地域差指数（国民健康保険）　【低減目標】

定義等 1人あたり医療費について、人口の年齢構成の相違分を補正し、東京都平均を100としたもの
指

単　位 - 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - 106.7 106 105.3 104.6
(1)

実　績　値 - 106.7 106.9 107.4 R10 103.2

達　成　率 0% 0% 100% 97% 99% 97% 98% 96% -

指標名 【成果指標２】医療費地域差指数（後期高齢者医療制度）【低減目標】

定義等 1人あたり医療費について、人口の年齢構成の相違分を補正し、東京都平均を100としたもの
指

単　位 - 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - 104.3 103.9 103.5 103.1
(2)

実　績　値 - 104.3 105.6 107.2 R10 102.3

達　成　率 0% 0% 100% 98% 98% 97% 97% 95% -

指標名 【成果指標３】国民健康保険料収納率　※施策14-4の再掲

定義等 収納金実収入額÷収納金調定金額
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 81.04 82.23 83.6 85.13 83.5
(3)

実　績　値 79.04 78.28 78.38 76.81 R10 86.5

達　成　率 98% 91% 95% 90% 94% 91% 90% 89% -

指標名 【成果指標４】後期高齢者医療保険料収納率　※施策14-4の再掲

定義等 収納金実収入額÷収納金調定金額
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 98.98 99 99 98.9 98.99
(4)

実　績　値 98.96 98.9
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4

持していくために、医

と

療費適正

化の取組みが

な

課題となっている。ま

り

た、医療費の増加に伴

、

い、保険料も上昇を続

目

ける中で、特に国民健

標

康保険においては物価

値

高騰

や社会保険の適用

で

拡大の影響から収納率

あ

も伸び悩んでおり、収

る

納率の向上が課題とな

1

っている。

2)達成状

0

況と原因分析を踏まえ

5

た今後の方向性

【成果

.

指標1】医療費地域差

3

指数（国民健康保険）

を

特定健診の結果、「血

2

糖値」「血圧」「脂質

.

」が基準値を超えてい

1

るものの医療機関への

ポ

受診が確認できない未

イ

治療者に対して受

診勧

ン

奨を行っている。7年

ト

度までは血圧180／

超

110mmHg以上な

過

ど極めてリスクが高い

し

方に受診勧奨通知を送

た

付していたが、送付基

。

準

を血圧160／10

令

0mmHg以上等の「

和

受診勧奨判定値」まで

6

拡大し、対象を大幅に

年

広げて早期受診を促し

度

ていく。これにより、

実

ハイリス

ク層を早期に

績

医療管理下へ繋げ、将

（

来的な脳・心血管疾患

1

の発症抑制と中長期的

0

な入院医療費の適正化

6

を図る。

【成果指標2

.

】医療費地域差指数（

9

後期高齢者医療制度）

）

高齢者の骨折は、筋力

か

低下や骨の脆弱化のほ

ら

か、慢性疾患による体

さ

調悪化や入院に伴う衰

ら

え等が連鎖し発生して

に

いる。そのため、

疾患

0

管理とフレイル対策を

.

一体的に進める必要が

5

ある。後期高齢者医療

ポ

健診の結果説明におい

イ

ては、引き続き、生活

ン

習慣病管理の

ほかフレ

ト

イル予防の観点も踏ま

上

えて説明を行っていく

昇

。また、「高齢者の保

し

健事業と介護予防の一

て

体的実施」において、

お

フレイル

対策を進めて

4

り

いく。

【成果指標3】

、

国民健康保険料収納率

都

令和8年6月から令和

平

11年5月を計画期間

均

とする「第四次足立区

と

滞納対策アクションプ

の

ラン」を策定した。本

乖

プランで掲げている基

離

本方針である、「①納

が

期内納付を促進し、“

 

拡

滞納者”にさせない②

大

滞納者と早期接触し、

し

高額化を防ぐ③滞納整

た

理の適正化」に従

い滞

。

納対策に取り組み、収

疾

納率の向上と国保財政

患

の健全化を推進してい

別

く。

【成果指標4】後

で

期高齢者医療保険料収

は

納率

納付漏れ防止とな

担

、

り、区の収納手数料が

入

安価な口座振替の勧奨

院

通知を、納入通知前に

医

送付する「資格情報の

療

お知らせ」または「資

費

格確認書」等に同封す

で

ることで、加入促進を

「

図る。令和7年度から

筋

開始した財産調査電子

・

化を活用し、高額滞納

当

骨

者の財産調査を早

期に

格

着手し、差押えや執行

系

停止・即時欠損などの

疾

滞納整理につなげる。

患

【計画の理念】⑦持続

（

可能な区政運営の推進

骨

受診率が低い年代や後

折

期高齢者医療制度へ切

、

り替わったばかりの年

関

齢層に対して健診の再

部

節

勧奨を行うことで、受

症

診率の向上や特定

保健

等

指導等の利用率向上を

）

図り、生活習慣の改善

」

と生活習慣病の重症化

「

予防を進めていく。

併

悪

せて、健康被害の防止

性

や薬剤費の適正化を図

新

ることで保険料の上昇

生

を抑制するため、重複

に

物

・多剤服薬通知やジェ

（

ネリック医薬品

差額通

が

知を対象者に送付し、

ん

重複・多剤服薬対策や

）

ジェネリック医薬品普

」

及促進へ取り組んでい

「

く。

また、国民健康保

脳

険においては、第四次

梗

滞納対策アクションプ

塞

ランに従い、収納率の

お

」

向上を目指していく。

「脳出血」「心筋梗

け

塞」、

外来医療費では

る

「糖尿病」「高血圧症

評

」「悪性新生物（がん

価

）」等が都平均を大き

（

く上回っており、これ

部

らが指数を押し上げる

長

要

因となっている。

【

評

成果指標2】医療費地

価

域差指数（後期高齢者

－

医療制度）

令和7年度

１

の医療費地域差指数は

次

107.2となり、目

評

標値である103.5

価

を3.7ポイント超過

）

した。令和6年度の実

そ

績（105.6）から

の

さらに

1.6ポイント

１

上昇しており、都平均

1

との乖離が拡大した。

)

疾患別では、入院医療

施

費で「筋・骨格系疾患

策

（骨折、関節症等）」

の

「脳梗塞」、外来医療

達

費では「糖尿病」「高

成

血圧症」「筋・骨

格系

状

疾患」等が都平均を大

況

きく上回っており、こ

と

れらが指数を押し上げ

そ

る要因となっている。

の

【成果指標3】国民健

原

康保険料収納率

令和7

因

年度の収納率は76.

の

81%となり、目標値

分

を下回った。現年分に

析

ついては、令和7年度

【

の保険料率が令和6年

成

度より引き下がった

こ

果

となどから、令和6年

指

度実績を0.18ポイ

標

ント上回ったが、滞納

1

繰越分については、物

】

価高騰の影響などから

医

令和6年度実績を1.

療

16

ポイント下回った

費

。

【成果指標4】後期

地

高齢者医療保険料収納

域

率

令和7年度の収納率

差

は98.69%となり

指

、目標値を下回った。

数

現年分は、新規加入者

（

への口座振替勧奨を行

国

い、滞納時には、納付

民

案内

センターや職員に

健

よる電話・訪問等の重

康

層的な催告を実施。滞

保

納繰越分は、財産調査

険

電子化により業務を効

）

率化し、財産調査、差

令

押、執行停止の件数が

和

大幅増となった。収納

7

率は、被保険者数の増

年

に伴う調定額の上昇や

度

物価高等の影響を受け

の

、前年度比0.1ポ

イ

医

ント減となった。

【計

療

画の理念】⑦持続可能

費

な区政運営の推進

少子

地

高齢化の急速な進展や

域

、現代の環境変化によ

差

る生活習慣病罹患者の

指

増加と重症化、加えて

数

医療の高度化により国

は

民健康保険お

よび後期

1

高齢者医療制度におけ

0

る医療費は年々増加し

7

ている。そのため、各

.

保険者は医療制度を維
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

国民健康保険保険基盤安定制度 国民健康保険課3593 3,813,047 3,506 3,816,553 現状維持 Ａ

国民健康保険特別会計繰出金 国民健康保険課3594 3,284,384 877 3,285,261 縮小 Ａ

後期高齢者医療特別会計繰出金 高齢医療年金課3597 10,826,669 877 10,827,546 現状維持 Ａ

広域連合負担金支出事務 高齢医療年金課10458 18,166,756 7,012 18,173,768 現状維持 Ａ

国民健康保険資格・賦課事務 国民健康保険課10460 520,050 35,498 555,548 改善・変更 Ａ

国民健康保険保健事業 国民健康保険課10500 487,438 33,044 520,482 改善・変更 Ａ

国民健康保険給付事務 国民健康保険課10519 57,561,463 35,498 57,596,961 改善・変更 Ａ

国民健康保険庶務事務 国民健康保険課10520 7,144,536 66,176 7,210,712 現状維持 Ａ

後期高齢者医療給付事務 高齢医療年金課21156 924,980 60,038 985,018 現状維持 Ｂ

後期高齢者医療管理運営事務 高齢医療年金課21157 420,001 56,532 476,533 現状維持 Ａ

保健事業と介護予防の一体的実施事業費支出事務 高齢医療年金課22929 9,458 5,259 14,717 現状維持 Ｂ

合計１１事業 103,158,782 304,317 103,463,099

3)施施策の手段として位置付け
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